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序 

 

 

（1）法 

我々は法と関わらずに生きることができない。我々の生活のあちこちに法は存在するし、

そもそも法なしに我々の生活は成り立たない。 

ごくごく一部の例外を除いて、人は生まれてすぐ、国籍や住民票など法によって作られ

た様々なシステムに組み込まれる。会社員や研究者は、書籍、ノート、ボールペン、パソ

コン、机、椅子、コーヒーカップ等々、売買契約によって入手した道具を使って仕事をす

る。あなたの持ち物には所有権が及んでいる。たとえノートを紙から自作したとしても、

その原材料の所有権の帰属は民法その他法律（の適用）によって決まる。民法の適用を受

ける売買契約や相続によって手に入れた家に住み、様々な法的規制を受ける鉄道会社と運

送契約を結んで電車に乗降し、道路交通法などの法的ルールに従って公道を歩き、学校教

育法その他を根拠として設置認可された大学へ行く。会社員が働く会社も法人として活動

する。法人は、法によって人格が与えられた存在である。大学や会社があなたの職場であ

るのは、あなたが大学や会社と雇用契約を結んでいるからであり、この契約は労働基準法

その他の労働法に従ったものでなければならない。あなたが身につけている衣服は売買契

約によって手に入れ、法によって所有権が守られている。論文の執筆作業に行き詰まり掻

きむしっている髪の毛は、理髪店との契約によって定期的に切ってもらっているし、理髪

店は理容師法などの法的ルールに従っている。 

（2）本稿の検討課題 

本稿が考察の対象とする法は、制定法（人定法）である。そして、本稿は、司法の言語

行為、特に裁判所が司法権を行使する場面での発話内行為（illocutionary acts）を考察の

対象とする。 

ジョン・サール（John R. Searle）は、裁判を主張宣言型の言語行為の 1 つとしている。

ただ、サールは、裁判所が司法権を行使して決定を下す場面での言語行為を細かく分析し

ているわけではない。本稿はこれを検討課題とする。すなわち、本稿が行うのは裁判所の

言語行為の分析である。この分析には、判決を構成する複数の言語行為を取り出しその特

徴を明らかにすることや、裁判所の言語行為を可能にする制度の存在態様の分析も含む。 

本稿は、裁判所による裁判を言語行為であるとの前提をとる。アンドレイ・マーモーは、

立法者の法制定、裁判官の法的決定、行政官が行う規制、これらのすべての法形成

（lawmaking）は言語行為であると述べている（Marmor 2014, p.11）。法の内容や法的判

断は言語で伝えられる。言語は法律家の商売道具であり、その使い方の上手い下手はあっ

ても、言語なしで法律家の仕事はできない（Marmor 2011 p.136, Marmor 2014, p.1）1。

法的実践に携わる人々は多く、そもそも法と関わりなく生活できる人などほとんどいない

が、本稿は、法律家、特に裁判官ないし裁判所による言語的活動を、言語行為の観点から

分析しよう試みる。 
                                                   
1 その故に、法に関わる議論は言語哲学と密接に関わる。また、言語哲学と法哲学との密接な

関係は以前から H.L.A. ハートによって指摘されていた。See, Hart 1961, ⅵ. ただし、法の言

語哲学的観点からの研究はあまり進展がないとされる。Marmor & Soames 2011, p.1. 
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法に関わる哲学的考察の中には、いかなる法を制定すべきかに関わる議論も含まれるが、

本稿は基本的に、法制定後の、裁判所の法の解釈適用について考察する。法と道徳との関

係について、法制定以前に道徳的議論や価値判断が行われるとしても、法が制定された時

点で道徳的な選択（価値判断）は終了しているという素朴なイメージがあるが、このイメ

ージは誤りである。法の解釈適用の場面でも価値判断は含まれるし、法の実践は道徳的議

論と無関係ではいられない。 

（3）哲学と法学の架橋 

本稿では、言語行為や真理、社会制度など様々な哲学的な議論が法と関わることが示さ

れる。ただ、これらの問題領域にはそれぞれ多くの論者がいて議論も複雑である。そこで、

各々の問題領域に関する議論を決着させ、哲学的に正しい見解を確定した上で、法への応

用を試みるという手法も考えうるところである。しかし、それは非常に困難であるので、

本稿は、少数の哲学者の議論を参照する形をとる。特にサールの議論が参照されるが、本

稿はそれぞれの問題領域における彼の主張が正しいとの結論を採るものではない2。 

まずは、哲学と法学それぞれの領域での議論を架橋してみる。本稿ができるのはそこま

でである。例えば、社会存在論に関わるサール以外の論者の議論を参照しつつ、さらに議

論を深める作業は必要だが、それは本稿とは別個の課題である。 

架橋だけでも、はじめの第一歩としての意味はある3。サールの社会存在論（あるいは、

本稿の理解の仕方）が間違っているとしよう。その場合でも、本稿の記述の誤りの指摘の

次には、「それでは法制度の存在についてどう説明すれば良いのか」という問いが、提起さ

れる。そうして、哲学と法学にまたがる問題に関わる議論が続くことになる4。 

学際的研究の必要性は以前から言われているが、それが従来の専門分野の壁に阻まれて

進まない状況を考えると、壁を取り払おうとする試み自体に、未だ意義はあると思われる。 

（4）定義など 

本稿に言う「法的判断」とは、法を根拠とした決定に関わる、諸々の判断を広く含むも

のとする。また、「法的言明」とは、法の適用や執行に関わる様々な言明のことであり、法

解釈や法の適用のための事実認定や事実の評価に関わる言明も含む。「法的推論」とは、法

的判断を導く推論のことであり、基本的には法的三段論法の構造を有する。 

本稿が検討の対象とする裁判所の裁判には、「判決」だけでなく「命令」や「決定」も含

む。ここでは、判決、命令、決定をひっくるめて、裁判所が司法権力を行使して法を根拠

                                                   
2 本稿が扱うサールなどの理論にそれぞれ膨大な二次文献があり、様々な批判検討がなされて

いることは、筆者も承知している。ただ、それらの議論の吟味よりも先に、とりあえず一度理

論を組み立ててみることを本稿は選択した。もしかしたら、この選択は、議論の拡散を防ぎ、

今後の検討課題をより明確にするかもしれない。そのような考えから、本稿では、本稿で直接

引用するものを除いて、サールなどの理論に関わる二次文献を挙げることはしないこととする。 
3 「一見すると関係なさそうなテーマ同士が結びつくことは、どんな学問分野においてもそう

であるように、数学においても建設的な意義をもっている」。「数学における橋には莫大な価値

がある。橋が架かれば、別々の離れ小島に住んでいた数学者同士が、互いにアイデアを交換し

合ったり、相手の作り出したものを詳しく調べたりできるようになるからだ」。（シン 2006、
286 頁、300 頁） 
4 哲学と法学との間に橋を架ける試みは、これまでにも行われてきた（e.g. Hart 1961, 
Marmor 2014）が、まだ少ない（特に日本では）という認識が、本稿の前提にはある。 
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に判断を下す場面について考察する。以下、本稿で「判決」というとき、特に必要がなけ

れば、司法権行使としての裁判所の決定全般を指す。 

裁判所の仕事は裁判以外にもある。ただ、和解や調停など、裁判所が後見的な立場から

紛争解決に関わるもの（非訟事件）は検討の対象外である。これらの仕事は、当事者の意

思や希望にかかわらず権力を行使して一定の決定を行うものではない。 

（5）本稿の構成 

第１章では、裁判所による言語行為の種類が複数あることを確認し、それらの性格に関

する問題提起を行う。サールによると、裁判は主張型の性格も併せ持つ宣言型（主張宣言

型）の発話内行為である。裁判所の判決は、法的三段論法（法規範、事実、結論）の構造

を持ち、複数の異なる種類の言語行為（発話内行為）から成る。 

 サールは、主張型の発話内行為に分類できるかどうかの基準を、真偽が問えるかどうか

であるとする。そして、真理論について、サールは対応説を採る。しかし、判決を構成す

る全ての言語行為が主張型であると、簡単には言えないところがある。法解釈や事実認定

の全てが、世界に存在する事実との対応によって真偽を決められるとは言えない可能性が

あることを、本章で指摘し、これを問題として提起する。 

 第２章は、法の存在態様について論じる。裁判所の決定が一定の権威をもつのは、一定

の制度が存在するからである。第２章は、裁判所の言語行為を可能にする法制度は、どの

ようにして成り立っているのかについて考える。 

 自然的事実と整合的に、法制度の存在について説明することは可能だろうか。第２章で

は、サールの社会存在論と H.L.A ハートの法体系論を使って、法制度の創造、維持の構造

について説明を試みる。サールによれば、社会制度は集団的志向性という人間の心の状態

によって創造、維持される。サールの説明は、法制度内にいる人々が内的視点から承認の

ルールを集団的に受容するという事実を、法制度の基礎に置くハートの理論と整合的であ

る。両者の理論を結合することで、法制度の存在に関わる説明が可能となる。  

サールは心の主観性を強調する立場であり、社会制度はある種の主観性に基づいて存在

することも指摘する。 

 第３章では、事実に関わる判断が基本的に主張宣言型の性質を持つことを確認しつつ、

その真偽を事実との対応関係で捉えるのが難しいものがあることを見る。既に存在する事

実との対応関係がないもの、あるかどうか疑問が生じる事実判断があるのである。例えば、

違法収集証拠排除法則は、現に存在した証拠を裁判上はなかったものとする。また、合理

性の有無や心の状態の認定については、既に存在する事実との対応関係のみで真偽を判定

することができるか疑問が生じる。ここでは、認定者による一定の評価が加わっていると

考えざるを得ない。 

 ただ、対応説にこだわらず、真偽が想定されていることを主張型の特徴と捉えれば、主

張型の性格を否定せずに済むかもしれない。法的判断には客観性がないとか、真偽を想定

することができないという立場もあるのだが、これについては第５章で検討する。 

 第４章は、法解釈に関わる問題を扱う。法解釈は既に存在する事実との対応関係で語る

のが難しい部分がある。アメリカでは、中絶権の保障など、裁判所による価値判断が前面

に出すぎていると批判される事例が存在する。 

 本章では、スコット・ソームズの法解釈論を素材として検討を行う。ソームズは、法の



 10 / 103 
 

制定を言語行為とし、法制定者（立法者）の発話媒介的意図に法解釈を基礎づけようとす

る。その上で、憲法が中絶権を保障するという憲法解釈を行った連邦最高裁判例を批判し

ている。 

 ただ、ソームズの理論には一定の意義が認められるものの、法解釈理論としては不完全

である。ソームズは、個人の命令と法の制定を同列に並べ、法制定者の意図を法解釈の指

針とすべきだと言う。しかし、現代国家における立法者は議会という集団であり、立法意

図は、不明確な法文の意味を明確化できるほどの具体性を有していないことがほとんどで

ある。また、立法者の意図に従うべきであることを当然の前提とはできない。いかなる意

図に従うべきか、なぜ従うべきかに関わる問題は、法制度論として論じられる必要がある。 

 このように、第４章では、法解釈を法制度の外でなされる言語行為と簡単に同一視する

ことはできず、法制度の性質を踏まえた議論がなされる必要があることが示される。法解

釈から価値判断（規範的判断）を排除しようとするソームズの試みは、成功しない。 

 第５章では、評価や価値判断の客観性を否定する見解について検討する。第３章で、真

偽が想定されていれば主張型に分類できるという可能性を指摘するが、評価や価値判断を

含む法的判断には真偽がないという立場もある。そのような議論において、価値判断が主

観的で客観的でありえないという立場が前提とされていることが多い。 

しかし、それらの立場が前提としている客観性や正しさ（それ自体厳格な定義がなされ

ていない）は、当然の前提とはできない。第５章では、ヒラリー・パトナムの事実／価値

二分論批判を見ることで、価値判断に客観性や正しさが想定できるという立場もありうる

ことを指摘する。 

最後に、第６章で、ドゥオーキンの法解釈理論を見る。彼は、法的問題に対する正しい

答えの存在を前提としつつ、法的判断に関する理論はすべて哲学ないし道徳的価値と関わ

ると言う。法律家には、価値判断や道徳的判断を法的判断に含ませるべきではないという

立場もあるが、それらもまた一定の価値や道徳を前提としている。それを隠すことが、議

論を混乱させていると、ドゥオーキンは言う。  

ただし、裁判官に完全な自由があるわけではない。彼らの価値判断は、法制度によって

相当程度拘束されている。裁判官は、法文や立法者の意図（具体的意図ではなく抽象的意

図）や裁判所の先例の積み重ねを前提として判断をしなければならない。ドゥオーキンの

法理論は、法的判断と道徳的判断とを結びつけるものであるが、ここで行われる道徳的判

断は、現実の法制度を離れて一から道徳的に最善の判断を行おうとするものではない。現

に存在する制度や、統治機関に属し権限をもつ人々がこれまでに行ってきた法的判断の積

み重ねを前提としている。 

第６章で示されるのは、法的判断が法制度外で行われる価値判断や道徳的議論とは異な

る一定の独自性をもちつつ、なお価値や道徳に関わる議論と関係を有するということであ

る。 

最後に、本稿のまとめを行い、本稿を閉じる。 
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第１章 言語行為の分類と裁判所による法的決定 

 

 

 「言語行為は、慣習的な行為である。（…）言語行為は社会的な慣習、実践、制度に組み

込まれ、またそれによって特徴づけられる」（Lycan 2008, p.149）。しかし、日本では、一

定の具体的制度を前提とした言語行為の研究は少ないのではないか。このような疑問が、

本稿の 1 つの出発点となっている。ここで言う制度は、言語的活動を可能にする制度以外

のものを指す。例えば、日本の法制度の下で用いられているのは日本語であり、日本語の

やりとりを可能にする慣習ないし制度の存在を前提にしている。ただ、日本語一般の言語

に関わる分析だけでは、法制度における言語的活動の特徴の全てを捉えることはできない。 

本章では、言語行為（speech act）に関わるサール（John R. Searle）の理論を参照し

つつ、検討を行う。ただし、先にも述べたとおり、この選択は、サールの諸理論が正しい

との結論を含むものではない。 

以下、本章では、第 1 節で言語行為論の基本的意義と、サールによる発話内行為の分類

を確認する。第 2 節では、裁判所による判決その他の決定に関わる言語行為はどのような

ものであるかを、法的三段論法と関連させつつ、検討する。その上で、第 3 節では、すべ

ての法的判断がサールの説明通りに理解できるとは限らないことを示す。サールは、裁判

所の判決を、宣言型でありながら主張型の性質も合わせ持ち、内容について真偽を問うこ

とができるもの（主張宣言型）と理解している。そして、サールは真理の対応説を採用す

る。しかし、裁判所の法的判断には様々な要素が含まれており、そこで示された発話内容

すべてについて事実との対応（真偽）の有無を問うことができるとは言えない可能性があ

る。 

 

１−１ 言語行為 

１−１−１ 意義 

 言語を使って何事かを行うことを言語行為という。言語の使い道は、一定の対象を記述

したり説明したりするだけでない。言葉を発すること自体が行為であると解することがで

きる。このような行為の類型を取り上げ最初に理論化したのは、ジョン・オースティンで

ある（Austin 1961）。彼は、発話行為（locutionary acts）と発話内行為（illocutionary acts）、

発話媒介行為（perlocutionary acts）を区別した。裁判所の言語行為というとき、本稿が

想定しているのは、主に発話内行為である。 

 

１−１−２ サールの分類 

（1）分類概要 

 オースティンの後を受けて、言語行為を整理し直したのが、サールである。サールは、

オースティンによる発話内行為の分類を批判し、新たな分類の仕方を提示した（Searle 

1979, chap.1）5。 

                                                   
5 また、Searle 2009, pp.11-12, Searle 2002b, chap.10 . サールの発話内行為の分類に対する

批判もある（例えば、入江 1992）。本稿は、サールの分類が完全なものだという想定をするも
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 言語行為に関わるサールの議論の内、本稿が特に着目するのは、彼のいう主張型

(Assertives)6と宣言型(Declarations)の発話内行為と、言葉と世界の間の適合方向(the 

direction of fit between words and the world)という分類の指標である。 

言葉と世界の間の適合方向の違いは、言葉（厳密には、その命題内容）を世界に合致さ

せるのか、世界を言葉に合致させるのかの違いである（Searle 1979, pp.3-4）。例えば「雪

は白い」という発話は主張型に分類され、「言葉を世界へ」(word-to-world)（↓）という

適合方向をもつ。また、「水曜日にあなたに会いに行きます」という約束は行為拘束型

(Commisives)であり、適合方向は「世界を言葉へ」（world-to-word）（↑）である。 

 主張型の発話内行為によって、話し手は、表現されている命題が真であることに（程度

の差はあるが）コミットすることになる。適合方向は「言葉を世界へ」であり、主張型に

おける命題内容はその真偽を問題にしうる。 

 宣言型は、ある状態が存在することを宣言し、その状態を生じさせることで世界を変え

る。宣言型の発話内行為が成功裡に遂行されれば、命題内容と現実との対応

（correspondence）がもたらされるのであり、遂行の成功が命題内容と世界との対応を保

証する。例として、戦争の宣言や議会の休会などが挙げられる。宣言型の適合方向は、両

方である（↕）。宣言型は言語と世界を対応させようとする試みであるが、主張型のように

既に存在する事態を記述する（言葉を世界に合わせる）ことや、行為拘束型のように未来

の事態を誰かに実現させようとする（世界を言葉に合わせる）ことで言語と世界を対応さ

せようと試みるものではない。 

（2）制度を前提とする言語行為 

宣言型の発話内行為が成功裡に遂行されるためには、言語以外の一定の制度が必要とさ

れる（Searle 1979, pp.16-20）。この種の言語行為の場合、言語を使った何らかの行為が成

立するためには、一定の制度や制度によって認められた権限が必要である。例えば、船の

命名は言語行為の代表例だが、その行為はしかるべき権限を有する人間によってなされる

こと、当該人間に権限を与える制度の存在が必要とされる。何の権限も持たない人間が、

船の進水式でワインボトルを割って「この船をエルドレッドと命名する」と述べても、そ

の船の名前はエルドレッドにはならない。 

 言語行為が制度を前提とする場合、制度内でなされた言語行為や言語行為によって生み

出された言葉の意味に関する検討は、当該制度の特質を十分に考慮したものでなければな

らない。法制度の場合、法制度内でなされた言語行為や言語行為によって生み出された言

葉の意味に関わる検討は、法制度の特質を十分に考慮したものでなければならない。 

 本稿が検討の対象とするのは、主に裁判所が司法権を行使して7、法を根拠とした決定（法

的決定）を行う場面における、裁判所の言語行為である。裁判所による言語行為は、裁判

                                                                                                                                                     
のではない。 
6 邦訳では「断言型」と訳されている。 
7 ドイツなどには、組織上は行政権に属する行政裁判所や具体的事件を前提としなくても憲法

判断（抽象的審査）を行う憲法裁判所が存在するが、本稿が取り上げる日本やアメリカにこう

いった類いの裁判所はない。日本国憲法はアメリカの裁判制度をモデルとし、司法権は全て裁

判所に属する（日本国憲法 76 条 1 項）。また、違憲審査は具体的事件を解決するに必要な範囲

でしか行われない（最大判昭和 27 年 10 月 8 日 民集 6 巻 9 号 783 頁）。 
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制度その他の法制度を前提として遂行される。裁判所の仕事には、和解勧告など、司法権

の行使に該当しないものも含まれるが、本稿は、司法権の行使の際の裁判所の言語行為（司

法の言語行為）に検討の対象を絞る。 

（3）言語行為と真偽 

 宣言型の発話内行為によって示された命題内容は、発話内行為の時点では真偽を問うこ

とができない。休会の宣言がなされることで初めて議会の活動は停止となるのであり、休

会となった世界の状態がそこで初めて生じる。 

 もちろん、宣言型の発話内行為が遂行された後は、休会の事実は記述の対象となる。「○

月○日に休会となった」という主張型の発話内行為によって生まれた命題内容は、真偽を

問うことができるのである。 

 

１−２ サールの対応説 

１－２－１ デフォルト・ポジション 

 サールは、哲学的な考察を始める出発点として、いくつかの前提を置く。彼は、主要な

哲学的論点において、コンピューターのメタファーを用いて、デフォルト・ポジション

（default position（初期設定、基本姿勢））と呼べるものがあると言う8。デフォルト・ポ

ジションは、考察を始める以前に我々が有している見解であり、これらを前提に議論は始

められる。 

サールが挙げるデフォルト・ポジションのリストは、次のようなものである（Searle 1998, 

p9ff）。 

・現実世界（real world）が、我々から独立に、すなわち我々の経験、思考、言語から

独立に存在する。 

・我々は、自分の感覚、特に触覚と視覚を通じて、現実世界を直接に感知する。 

・我々の言語の中にある言葉（例えば「ウサギ」や「木」）は、おおよそ明確な意味をも

つのが通常である。言葉が意味をもつから、言葉を使って世界に現実に存在する対象

に言及したり、それらについて話したりすることができる。 

・我々の言明は真または偽となるが、一般にそれは、言明が状況すなわち世界の中にあ

る事実と対応する（correspond）かどうかで決まる。 

・因果は、世界の中にある対象と出来事の間にある現実の関係である。それは、ある現

象が原因となって他のものに影響を及ぼし変化をもたらすという関係である。 

 我々の認知に関わるバックグラウンドを形作るデフォルト・ポジションの中で、サール

が最も根本的だとみなすのは、実在（reality）と真理（truth）に関わる前提である。サー

ルは、明示的に、外在的実在論（external realism）と真理の対応説（correspondence theory 

of truth）の立場をとる。ただ、サールにとって、これらは理論と呼ぶべきものではない。

もちろん、実在や真理について理論を語ることはできる。しかし、これらに関わるバック

グラウンドが機能しているとき、理論は必要とされない。それらの前提は、理論に先行す

るのである（Searle 1998, pp.12-13）。 
                                                   
8 デフォルト・ポジションは、常識（Common sense）とは異なる。はっきりとした境界線は

引けないけれども、デフォルト・ポジションの方がより根本的（fundamental）だとされる。

Ibid. pp.11-12. 
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 ただし、これらの前提には批判がある。以下、外在的実在論や真理の対応説への批判に

対するサールの反論を見てみよう。 

 

１－２－２ 外在的実在論 

 「我々から独立して存在する世界がある」。サールはこの立場を「外在的実在論（external 

realism）」と呼ぶ。ここに言う「実在論」は現実世界（real world）が存在すると主張す

るもので、それを数学的対象に関する実在論（数学的実在論）や倫理的事実に関する実在

論（倫理的実在論）と区別するために「外在的（external）」という言葉が用いられている

（Searle 1998, p.13）9。 

 サールの議論のポイントは、実在が人間の思考から独立して存在するかどうかの問題と、

実在について人間がどう記述するのかの問題を分けて考える点にある。 

（1）反実在論への反論 

 実在論には様々な批判がある。反実在論は、実在論を否定した上で様々な見解を採る。

これらの立場は、例えば、社会構成主義（social constructionism）、プラグマティズム、

脱構築主義（deconstructionism）、相対主義、ポストモダニズムなどがある。 

外在的実在論への批判は昔から存在した。代表的論者として、サールはバークレーを挙

げる。バークレーは、我々が物質的な対象と考えるものは、本当は「観念 ideas」の集ま

りにすぎないと言う。観念論（idealism）の基本的な考えは、「実在は、究極的には、我々

の知覚や他の表象から独立に存在するのではない。むしろ、実在は我々の知覚や他の表象

によって構成される」というものである（Searle1998, pp.15-16）10。 

 以下に見るサールの反論のポイントの 1 つは、外在的実在があるかどうかと、それを正

確に、あるいはありのまま記述できるかどうかは、別問題であるという点にある。 

例えば、パースペクティビズム（pespectivism）に対し、サールは次のように反論する。

あるパースペクティビズム論者は、「実在を直接それ自体として見ることはできない。自分

の想定や予想を含む自分自身のものの見方に影響を受ける」（Brian Fay 1996, pp.72-73）

と述べる。ここまでは、実在論の否定ではない。たしかに、実在について知るには一定の

視点が必要である。しかし、この論者はさらに進んで、状態を記述するために用いられる

語彙があらかじめ存在しないと、どのような事実も存在しないのだと言う。これはおかし

い。事実について述べるための語彙や、事実を特定ないし記述するための言語が必要だ、

という事実から、人間が記述ないし特定しようとしている事実は独立して存在していない

という結論は導かれないのである（Searle 1998, pp.21-22）。 

この他の例の 1 つとして、概念の相対性からの実在論批判がある。我々が外在的実在を

記述するには概念を必要とするが、概念は相対的である。我々は概念を通して世界を知ろ

                                                   
9 実際、「実在論」という 1 つの立場があるわけではない。例えば、戸田山 2015、6 頁参照。「科

学的実在論は一つの立場ではない」し、「反実在論にも何通りもありうる」。「科学的実在論論争

は、きれいに分かれた二つの陣営の争いというよりは、どのようなバージョンの実在論なら受

け入れ可能か、つまりどの程度の実在論的な態度選択（「コミットメント」と言う）が妥当なの

かを探り当てようとする営みだとも言える。」 
10  サールは最も洗練された観念論的立場はカント哲学の中に見いだせるという。ただ、カン

トは観念だけでなく、ものそれ自体が存在するという立場をとる点でバークレーと異なるとサ

ールは理解する。 
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うとする。概念構造の違いによって、実在の記述の仕方は違ってくる。例えば、「この部屋

にものがいくつあるか」という問いに対する答えは、概念枠組に左右される。様々な家具

を 1 つずつ別個のものとして捉える場合と、一式のものとして家具として捉える場合では、

答えが違ってくる。そして、それらは整合しない（inconsistent）のだ、と。しかし、こ

こから現実世界の存在の否定に向かうのは間違いである。世の中には概念枠組に相対的な

ものしか存在せず、概念枠組相対的なもの以外に現実世界というものは存在しないという

議論は、誤っている。現実世界は我々の数え方に無関係に存在する。異なる数え方が存在

するとしても、記述の対象は 1 つの世界である。そこに矛盾はない（ibid. pp.23-24）11。 

 サールは、反実在論の背景には、一般には権力への意志（will to power）、特に科学への

敵意があると、診断する。つまり、もし実在のすべてが「社会的構成物」であるなら、権

力の座にある（in power）のは我々であって、世界ではないと言えるのだ。そして、科学

について、「科学は実在に関する客観的な知識を提供しない」とした上で「科学的考察の対

象となるような実在は存在しない。あるのは社会的構成物だけだ。」と言えれば、人文科学

と自然科学を同列に並べることができる。もし現実世界が存在しないならば、科学と人文

科学は同じ身分を有することになる。どちらも社会的構成物を扱うのであって、独立した

実在を扱うのではない、と（ibid. p.19）。 

 ただし、以上はあくまで診断であって、反論ではない。反実在論の動機を明らかにする

ことは、反論とは違う。実在論に向けられた批判に応答する必要はあるし（ibid. pp.32-33，

p.20）、上に見た通りサールは反実在論に反論している。 

（2）実在論の擁護 

ただ、以上のような反論に続いて、サール自身の外在的実在論の理論的正当化が積極的

になされるわけではない。彼は、外在的実在論の正当化に意味があるとは考えていない。

彼にとって、外在的実在論は理論ではない。人間の心や描写の仕方とは無関係に世界が存

在するという意見ではないのだ。それはむしろ、惑星運動のような物事に関わる意見や理

論をもつことを可能にするために必要な枠組なのである（ibid. pp.31-32）。外在的実在論

は議論を始める出発点であり、積極的な理論的正当化になじまないと考えられているよう

である。 

 繰り返すが、ここで見たサールの外在的実在論は、我々から独立した実在が存在すると

いう主張であって、我々が実在について正確に記述することできるとか、実在に関わる言

明がありのままの実在を写し取ったものでありうるという主張ではない。宇宙は我々の心

からまったく独立に存在し、我々はその本質を理解することができる。たしかに、その理

解には限界がある。我々は、世界を自身の能力の範囲内でしか理解できない。しかし、我々

の能力には限界があるという事実と、我々から独立した現実世界が存在するかどうかの問

題を混同してはならないのである（ibid. pp.4-5）12。 

                                                   
11 この他、例えば、パラダイム論からの批判が挙げられている。発見はパラダイムに依存する

ことを理由として、実在論を批判するのである（ただし、おそらくクーン自身はこの立場をと

らないと、サールは言う）。しかし、我々が以前考えていたほどには、科学的営為は合理的で蓄

積的なものではなかったという事実は、科学者達が記述しようとする現実世界が存在すること

に、何の影響も及ぼさない。 
12 例えば、現実世界理解可能性や世界を把握する我々の能力に対する攻撃の一つに、ゲーデル
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１－２－３ サールの真理の対応説 

（1）定義など（Searle 1995, p.199ff） 

（真偽を問うことのできる）言明は、何によって真または偽となるのか。サールは真理

と言えるかどうかは事実との対応の問題だとして、明示的に真理の対応説をとる。 

 一般に、言明は、言明から独立して存在する世界の状態を記述する試みである（自己言

及的な言明を除く）。言明の真偽は、世界の中にある物事が本当に言明の述べる通りである

かどうかによって決まる。言い換えれば、真理かどうかは、ある種の言語的表象の正確さ

によって決まる。ただし、その正確さには程度の違いが認められる。つまり、真理か否か

という二者択一ではなく、真理に近いかどうかという程度の問題なのである。 

サールによれば、「言明は、事実と対応するときかつそのときに限り真である」。対応説

（correspondence theory）と引用符削除説（disquotational theory）は、根本的に同じで

ある（ibid. 1995, p.208）。これらそれぞれに対し批判があり、また両説は整合しないもの

とする立場もある。以下、サールの見解を見ていこう。 

（2）対応説への批判 

サールは、真理の対応説に対する批判の代表例として、ストローソンの批判を挙げてい

る。真理と事実について J.L.オースティンと論争し勝利を収めたと考えられているストロ

ーソンの批判（Strawson 1950）のうち、サールが取り上げているのは、「対応説は洗練す

べきものなのではなく消し去るべきなのだ」という対応説一般への批判である。 

サールは、ストローソンの批判の多くに同意する。しかし、ストローソンの批判を受け

入れることは、対応説の放棄に直結するわけではないと、サールは言う。ストローソンの

批判は、真なる言明は事実と対応している言明だというのが間違っているとの主張ではな

い。そうではなく、彼の批判は、対応説が「真」という言葉の使い方や事実の性質に関わ

る図式を誤ったものとするという点にある（Searle 1995, p.204）。 

 サールの対応説を理解するためのポイントの一つは、写像理論（picture theory）と対

応説の区別にある。ここで写像理論とは、言語の役割や意味について、文の役割は世界の

側の可能な事態の記述であり、語の意味はそれが指示する対象である、とみなす考え方で

ある。文（語）と事実（対象）の対応関係が写像関係である、とすることにこの名称の由

来がある13。 

真理の対応説は意味の写像理論と結びつきやすい。もし、文（語）と事実（対象）との

対応関係が写像関係だとすると、「猫がマットの上にいる」という文は、猫とマット、およ

び両者の関係という複合的な事実に対応する。では、「猫がマットの上にいない」という文

はどのような事実と対応するのだろうか。あるいは、「三つ首の猫は存在しない」はどうだ

ろう。否定的事実（negative facts）なるものが存在するのだろうか。 

このように考えると、対応説を発生源とする次のような図式、すなわち、事実は複合的

な対象ないし出来事であり、真理は言明の要素と事実の要素とのある種の合致ないし同型

（写像が 1 対 1 で対応関係にあること）であるという図式は、不合理だと言わざるをえな

                                                                                                                                                     
の不完全性の証明が用いられることがある。しかし、証明可能性や検証は真理の発見の問題で

あり認識論的概念であって、事実の問題と混同されるべきではない。 
13 廣松渉ほか編 1998、700 頁。 
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い。先に言明と事実を特定し、その次に両者の対応関係について検討するという手順は機

能しない。事実を特定するためには、言明は真でなければならないからである。「どの事実

か」という問いに答えた時点で、我々は既に真理を確証している。ストローソンによれば、

真なる言明と事実という２つの独立した存在物があるわけではない。事実は言語から独立

して存在するものではない。むしろ事実には、そこに組み込まれた言明と真理の概念が含

まれている。なぜなら、ある事実を特定するための言明は真でなければならないからであ

る（Searle 1995, p.205）。 

ある事実を特定した時点で、既に我々は真なる言明を特定している。ただし、サールに

よれば、ストローソンは「真なる言明は事実と対応している」と述べることが間違いだと

言っているのではない。事実を非言語的な存在物と捉え、真理を言語的なものと非言語的

なものとの対応関係と考える理論は間違いだと言っているのである（ibid. p.207）。 

（3）引用符削除 

「s は、p であるときかつそのときに限り真である」。この真理の基準はときに「引用符

削除（disquotation）」と呼ばれる。 

「雪が白い」のは、雪が白いときかつそのときに限り真である。 

“Snow is white” is true if and only if snow is white. 

 引用符のついた左側の文が、右側では引用符のないかたちで現われている。T 文とも呼

ばれる。（ibid. p.201. なお、この基準はタルスキの規約 T と関係するが、同一のものでは

ない Ibid. p.234, n.2.）。 

サールは、「事実」や「対応」の概念を適切に理解すれば、真理の引用符削除の基準は真

理の対応説を含意すると言う。なぜなら、もし T 文の左側の引用符付きの文が本当に真な

らば、それが右側で述べられている事実と対応しなければならないからである（ibid. 

p.202）。 

ただ、多くの哲学者は、真理の対応説と引用符削除説という 2 つの基準は常に同じ結果

を生むわけではないと言う。引用符削除の基準に従うと、「真」という語は、元の言明に一

切何も付け加えないかのように見える。「『猫がマットの上にいる』は真である」と述べる

ことは、「猫がマットの上にいる」の言い換えに過ぎず、「真」という語は余計なものに思

われる。「真」という語は余計であり何も記述していないという「真理の余剰説」が生まれ

るのは、そのためである。これらは、真理の「デフレ理論」や「ミニマリスト」と呼ばれ

る14。 

 一般に、引用符削除説は余剰説を含意するとか、少なくとも、余剰説やデフレ理論は、

対応説とは整合しないと考えられている。そこで、対応説を擁護するためには、ストロー

ソンの対応説批判に応えつつ、引用符削除の基準と矛盾しない対応説の実質的な概念を形

成することが必要となる（Searle 1995, pp.208-209）。 

（4）サールの対応説 

サールは、対応説と引用符削除説を擁護し、両説に矛盾はないと主張する。その論証は

主に、「真」「事実」「対応」といった言葉を、両説が擁護可能であり矛盾しないように定義

する、というかたちで行われている。 

                                                   
14 クワイン（Quine 1992）やホーリッジ（Horwich 1990）などが引用されている。 
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すべての真なる言明には、それと対応する事実がある。その理由は、これらの言葉がそ

うなるように定義されているからである。引用符削除説と対応説は、自明に、トートロジ

カルに真なのであり、矛盾と見えるものはすべてこれらの説の誤った理解から生じている

というのがサールの主張である（ibid. p.214） 

 以下、サールによる「真」「事実」「対応」の定義を見ていこう。 

（a）真（true） 

「真」「偽」は、ある種の成功や失敗を言い表すために用いられる評価的な用語

（evaluative terms）だと、サールは言う。「真」や「偽」という用語は、「言葉（または

心）を世界へ」の適合方向を有する言明（ないし信念）の成功／失敗を評価するために用

いられるのだ、と（ibid. p.208）。 

 サールによれば、「true（真）」の語源的ルーツは「trust（信用）」や「trustworthy（信

頼に値する）」と同じである。これらはインド・ヨーロッパ語族の deru（tree）から来て

おり、一般的に uprightness（正しさ）や reliability（信頼に値すること）を示す。true

は、true statements（真なる言明）という使われ方だけなく、true friends（真の友達）

や true emotions（真の感情）、true heirs（真の相続人）のような使われ方もする。 

これらの真（true）の意義は、家族的類似性を見せている。そして、真理（truth）が、

信用できること（trustworthiness）や信頼に値すること（reliability）と一般的に結びつ

くのであれば、次のような問いが浮かんでくる。我々は、どのような条件の下で、言明が

信用できるとか信頼に値すると言うのだろうか。この問いに対する答えは、言明が状況を

正確に述べているときだというものである。物事についてそうだと言明するとき、その言

明は物事が本当にそうであるときかつそのときに限り信頼に値する。これは真理の引用符

削除の基準を導くやり方である。 

引用符削除から、我々は真理の一般的な基準を得るのであり、その基準は、真理は正確

さ、信頼に値すること、信用できることを含意するという我々の直感と整合的である。言

明に適用される「真理」は、信用に値するという意味を含む評価の用語なのであり、引用

符削除は信用に値することの基準の 1 つを我々に与えるのである（ibid. p.210）。 

（b）事実（fact） 

fact と言う語は、ラテン語の factum から来ている。factum は、なされた物事 thing done

または既成事実 fait accompli（仏語）だと言える。 

我々は、信用できるという特性を言明に当てはめるために、「真」という一般的用語を必

要とする。これと同様に、我々は、言明に信用可能性を与えるもの、言明が信頼に値する

ことの根拠となるものを表すための一般的用語を、必要とする（ibid.）。 

「猫がマットの上にいる」が真であるならば、それを真とする何かがなければならない。

引用符削除の基準によれば、「猫がマットの上にいる」ことを真とする何かは、「猫がマッ

トの上にいる」ということである。しかし、これだけでは足りない。我々にはさらに、言

明を真とするものを表す一般的用語が必要なのである。この要求を、fact 事実という言葉

は満たす。英語の「fact」という言葉は（つい最近だが）、真なる言明が真であることの根

拠を意味するようになってきたのである。 

この意味で、ストローソンが、ある事実を特定するためには、あるいは「どの事実か」

という問いに答えるためには、真なる言明を発しなければならないと考えたのは、正しい。
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しかし、だからと言って、事実は本質的に言語的であるとか、言明の概念が事実に組み込

まれているとの結論が導かれる訳ではない。反対に、（言語それ自体に関わる事実を除いて）

事実はまったく言語的なものではない。なぜなら、「事実」という概念をもつことの核心は、

言明の外にありながら言明を真とするもの、あるいは言明が真であることの根拠を表す概

念をもつことだからである。 

この説明に基づけば、事実は複合的な事物ではないし、言語的な存在物でもない。むし

ろ、事実は条件、特に、言明によって表現された真理条件を満たす、世界の中にある条件

である。ただ、この「条件（condition）」という言葉には曖昧さがある。その曖昧さは、

要求（requirement）と要求されたもの（thing required）の間にある。言明は、要求とし

ての真理条件を決定する。そして、条件が充足されると、要求されたものとしての何かが

世界にあることになる。例えば、「猫がマットの上にいる」という言明は、要求としての真

理条件を表現する。もし言明が真ならば、要求を満たす条件が世界にあることになる。そ

して、その条件とは猫がマットの上にいるという事実である（ibid. p.211）。 

以上の説明によれば、「事実」の込み入った形而上学的な観念は必要ない。言明を真とな

るためには事実があればよい。したがって、「三つ首の猫はいない」というのは、「猫がマ

ットの上にいる」という事実と同じく、事実なのである。事実と真なる言明との定義上の

つながりの故に、真理の対応説の基準と引用符解除の基準との間に不整合は存在しえない。 

「事実」は、まさに言明が真であることの根拠として定義される。そして、引用符削除

は、ただ言明を繰り返すことによって、各々の言明を真にする形式（form）を与える。も

っとも、言明が真である場合、言明の繰り返しは事実を述べることとまったく同じとなる。

引用符解除の基準は、「猫がマットの上にいる」という言明は猫がマットの上にいるときか

つそのときに限り真だと述べる。対応基準は、「猫がマットの上にいる」という言明は、そ

の言明が事実と対応するときかつそのときに限り真だと述べる。そして、言明と対応する

事実というのは、唯一、猫がマットの上にいるという事実である。 

したがって、猫がマットの上にいるが真であることを知るために、我々がすべきなのは、

猫がマットの上にいることを確証することだけである。我々は、これに加えて、猫がマッ

トの上にいるという言明と猫がマットの上にいるという事実が対応することを確証する必

要はない。なぜなら、猫がマットの上にいることを確証したとき、すでに我々は対応を確

証しているからである（ibid. p.212）。 

（c）対応（correspondence） 

真なる言明が事実と「対応する（correspond）」というのは、どういうことなのか。 

先に見た通り、我々には、「言葉から世界」へという適合方向をもつ表現（representation）

の適合の成功／失敗を評価するための一般的な言葉が必要である。それが「真」「偽」とい

う言葉である。さらに、我々は、T 文の左側で特定された文が真であるとき、T 文の右側

で特定される何かを名付ける一般的用語も必要とする。その言葉は「事実」である。さら

に、文法の問題として、我々は、言明が真である場合に、言明と事実との関係を言い表す

ための動詞を必要とする15。 

                                                   
15 そのような動詞として、英語では、例えば「適合する（fit）」「合致する（match）」「記述す

る（describe）」、そして「対応する（correspond）」といった動詞が挙げられる。 
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つまり、我々には、真なる言明が世界の状態を正確に表現することができた場合を言い

表す一般的な用語が必要なのである。そして、まさにそのような場合を言い表すのが「事

実との対応（corresponds to the facts）」という言い方となる。言明が正確に事態を表現し

ていることを表す方法は多様であるが、それを簡潔に表すのが「事実との対応」という言

い方なのである。 

さらに、我々は、言明は「おおよそ真（approximately true）」あるいは「だいたい真

（roughly true）」でありうることを認める必要がある。例えば、地球は太陽から 9300 万

マイル離れているという言明は、おおよそ真であるに過ぎない。このような場合、言明は

事実におおよそ適合あるいは対応しているにすぎない（Searle 1995, p.213）。 

（5）対応説と引用符削除説 

対応説も引用符削除説も正しく、両者は矛盾しない。対応説は自明に真である。ただ、

対応説は誤解を生む立場でもある。事実は物質的なもので、「対応」は言明と事実との一般

的な類似ないし同型の関係を指すはずだ、というような誤った見解を導く可能性を有して

いるのである（ibid. pp.213- 214）。 

ストローソンは、対応説が間違った図式を生むと考えた点で正しかった。しかしながら、

対応説を適切なかたちに構成すれば、その誤った図式は対応説からの論理的帰結ではなく

なる。ストローソンが批判した図式は、我々が進みうる誤った方向性の例なのである。 

 誤りないし混乱は、次のような言葉の使い方から生じる。「事実（fact）」は名詞であり、

名詞は客体（objects）を名付けるので、事実は客体の複合である。そして、対応は、ある

種の同型を意味する、と。このように考えてしまうから、否定的事実とか仮定的事実に悩

まされることになるのである。 

しかし、関連する言葉のロジックを理解すれば、事実は客体の複合ではないし、真なる

言明の構文的構造と事実の構造との間に、同型（写像）（isomorphism）が、必ずしも存在

する必要はないことがわかる。さらに、否定や仮定に関する問題もない。猫がマットの上

にいないという真なる言明は、猫がマットの上にいないという事実と対応する。猫がマッ

トにいるならば犬はキッチンにいるという言明についても同じである。 

すべての真なる言明には、事実の対応がある。なぜなら、これらの言葉の定義はそのよ

うに定義されているからである。彼自身認めるように、サールの議論にはトートロジーが

含まれている。引用符削除理論と対応説は、自明に、トートロジカルに真なのである。だ

から、どこかに矛盾があるように見えるとすれば、それは誤解からきている。（ibid. p.214） 

対応説が間違った図式を生むように、引用符解除説からも誤った図式が生まれる。それ

は、真理の性質などないという見解である。「雪は白い」は雪が白いときかつそのときに限

り真である。「芝は緑である」は芝が緑であるときかつそのときに限り真である。両者に共

通する真理の性質などないと、この見解は言う。真理の余剰理論あるいはデフレ理論と呼

ばれるこの立場は、「『雪は白い』は真である」は「雪は白い」を長ったらしくしただけに

すぎないと言う。 

しかし、サールは、我々には言明が適合に成功したかどうかを言い表す言葉が必要だと

して、「真」「偽」という言葉の必要性を訴える。ここでサールが持ち出す例が、命令であ

る。命令への適合に成功したか否かを言い表す言葉は「服従（obeyed）」「不服従（disobeyed）」

であるが、これらが必要とされるのと同じように、「真」「偽」という言葉が必要とされる
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のである。命令が命令への服従条件を決定するのと同様に、言明は言明の真理条件を決定

する。 

ただ、言明の真理条件を述べるために必要なのは、その言明をただ繰り返すだけである。

その一方で、命令の服従条件を述べるために、命令を繰り返す必要はない。この違いは、

真理条件の言明は言明であるが、命令への服従条件の言明は命令ではないことから生じる。

命令への服従条件の言明は言明なのである。 

 余剰という幻想は、言明の真理条件を述べることは、他の種類の言語行為の充足条件を

述べることとは違うという事実から生まれる（ibid. p.215-216）。 

（6）発話内行為の分類の視点からの説明 ―サールの対応説と言語行為論 

 サールは、「真」「事実」「対応」といった用語について、発話内行為の分類の視点から、

次のような説明をしている。 

 説明にあたり、サールは次のような思考実験に訴えている。あなたが現実には存在しな

い新たな言語を設計しているとする。その言語には、文章を組立てるための構文、数量詞、

接続語や「犬」「猫」「赤い」「青い」などを表す言葉が必要である。 

 これらに加え必要なのは、言明、質問、命令、約束のような様々な種類の言語行為を機

能させるための手段である。ここでは、命題内容と言語行為の発話内行為の力を区別する

必要がある。例えば、「部屋を出なさい（Leave the room!）」という命令、「あなたは部屋

を出ますか（Will you leave the room?）」という質問、「あなたは部屋を出る（You will leave 

the room.）」という予測。これらはそれぞれ異なった発話内行為の力を有する異なった言

語行為であるが、「あなたは部屋を出る（You will leave the room）」という命題内容は同

じである。 

 発話内行為の力の違いによって、命題内容と現実世界の関係は違ってくる。適合方向が

違うのである。したがって、命題と現実世界との適合の成功／失敗を表す言葉は、発話内

行為の分類に応じて異なってくる。 

例えば、命令の場合は服従／不服従である。命令を受けた人が、命令が下されたことを

理由として命令通りのことを行った場合、命令は服従されたことになる。命令は「世界を

言葉へ」の適合方向をもつ。命令がもつ特徴の１つは、それが世界を言葉に合致させる方

向へ変更しようとする点にある。同様に、約束をした者が、約束したことを理由として約

束通りのことをした場合、約束は果たされたことになる。約束の適合方向も「世界を言葉

へ」である。約束も、世界を言葉に合わせようとすることを特徴の１つとしてもつからで

ある。 

 命令や約束の成否は、命題内容と現実との適合の成否に依存する。同様に、言明の成否

も命題内容と適合の成否と理解できる。ただ、言明が有する適合方向は、命令や約束とは

異なり、「言葉を世界へ」の方向である。言明の目的は、命題内容を言明以前の現実と合致

させることであり、現実を命題内容に合致させることではない。言明が現実と合致するこ

とに成功したとか失敗したことについて、我々は真あるいは偽と述べる。どのような言語

を設計するにしても、我々にはこの類いの成功や失敗、すなわち真偽を表す言葉が必要な

のである。 

 そして、言語行為の充足の基準は、適合方向によって異なる。「あなたは部屋を出る」と

いう言明の充足条件は、あなたが部屋を出ることである。真理条件は、単に言明を繰り返



 22 / 103 
 

すことで示される。この帰結は、真理の引用符削除の基準と同じである。いずれの言明に

ついても、適合の成功ないし充足の条件を示すために、あなたはただその言明を繰り返せ

ば良い。 

 さらに、あなたには、言明の適合方向の反対側、すなわち世界の側にあるものを表す用

語も必要である。命令や約束の場合、世界の側にあるのは「行為（action）」である。しか

し、言明の場合、「行為」を表す言葉では足りない。「対象（object）」や「出来事（event）」

を表す言葉であっても十分ではない。適合の成否をはかる引用符削除の基準は、「言葉を世

界へ」というときの世界の側の状況が、命題を全体として表現するにふさわしい構文形式

を使って特定されなければならないからである。つまり、「事実」を表す構文が必要である。

事実は言明がなくても存在しうる。しかし、言明が真となるためには事実が必要なのであ

る（ibid. pp.217-218）。 

（7）既存の状態との対応 

 以上のように、サールは様々な工夫をしながら対応説に寄せられる批判をかわそうとし

ている。本稿にとって重要なのは、第一に、サールは批判の対象となった対応説の弱点を

補おうと試みている16が、真理を既に存在する世界の状態との対応関係として理解する点

に変更はないこと、第二に、真か偽かという二者択一ではなく、「おおよそ真である」とい

う言い方を認めており、真理を程度問題と考えることを可能だと考えていることである。 

 

１−３ 裁判所の決定と言語行為  

１−３−１ 主張宣言型と裁判所の決定 

 サールは、宣言型の中には主張型と重なり合うものがあるとして、これを主張宣言型

（Assertive declarations）と呼ぶ（Searle 1979, pp.19-20）17。この型の適合方向は（↓

↕）である。一定の制度下においては、事実を確かめるだけでなく、権限を行使して事実に

関する決定を行うことが求められる。そこでは、議論が最終的には終わって決定が下され

ることが想定されており、その故に裁判官や審判が存在する。 

 もし、裁判官があなたを有罪と宣言するならば（それが上訴審でも支持されれば）、法律

上、あなたは有罪である。宣言型の発話内行為を遂行するためには、一定の制度が存在し

ていなければならないが、ここには、主張型の主張が宣言型の力を伴って発せられること

を求める制度がある。これにより、ある主張が真かどうかの議論を終わらせることができ

る。ただし、裁判官の決定は、主張型の性質も合わせ持っており、言葉と世界が適合して

いるかどうかの視点から、評価が可能である。 

 

 

                                                   
16 サールは、デイヴィッドソンのスリングショット・アーギュメント（Davidson 1984, 
pp.42）にも反論している（Searle 1995, p.221ff.）。（デイヴィッドソンは別のかたちの対

応説をとる。ibid. p.37）。スリングショット・アーギュメントの論証のステップには、「論

理的に同値な言明を代入した場合、それは真理を保存する」が含まれているが、これは、

直感的概念に反する。標準的な言葉とその標準的な使用は、その使用を頼りにするどの哲

学的説明においても、尊重されなければならない、と。 
17 邦訳では「断言的宣言型」と訳されている。 
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１−３−２ 法的三段論法における意見の違い 

（1）法的三段論法 

裁判所による法の適用は、法的三段論法の形式をもつとされる。つまり、法規範が大前

提、具体的な事実が小前提となり、結論が導かれるのである。例えば、人を殺した者を処

罰する法規範が大前提、「A は B を殺した」という事実が小前提となり、「A を処罰する」

という結論が導かれる18。 

以下、本稿では、上記のような三段論法の形式をもつ裁判所による法的判断を中心に、

検討を行う19。ここにいう「法的判断」は、法を根拠とした決定ないし法の適用によって

なされる決定に関わる、諸々の判断を広く含むものとする。裁判所の仕事の中心は、法に

基づく決定をするよう求められた問題に対して判断を下すことにある。本稿は、裁判所が

行う様々な法的判断を、言語行為の観点から分析する試みの 1 つであり、検討の主な対象

は、裁判所が司法権20を行使して、法に基づく決定を行う場面での言語行為である。 

ただし、量刑判断は、検討の対象から外すことにする。例えば、日本の刑法 199 条は「人

を殺した者は、死刑又は無期若しくは 5 年以上の懲役に処する。」と規定する。法文を見

ればわかる通り、殺人罪の刑罰には幅があり、ある刑事被告人が殺人罪で有罪とされたと

しても、量刑（死刑なのか、懲役なのか、懲役何年何ヶ月なのか）が刑法 199 条の形式的

な適用で決まるわけではない。量刑に真偽ないし正誤はあるのかという話題も非常に興味

深いが、本稿では検討しない。 

裁判所は、担当事件に対しどのような決定を下すかについて、いつまでも悩み続けるこ

とはできず、どこかで議論を終わらせなければならない21。宣言型の発話内行為が成功裡

に遂行されると、世界は変化し、一定の事態が存在することになる（Searle 2009, p.12）。

裁判所の判決によって、刑事被告人は「人を殺した者」とされたりされなかったりする。

それが可能なのは、裁判所の決定（宣言）にそのような効果を与える制度が存在するから

である。しかし、主張宣言型の発話内行為の場合、首尾よく宣言がなされた後でも、真偽

を問うことができる。有罪判決が確定してもなお、冤罪の主張が可能なのは、裁判所の判

決は宣言型だけでなく、主張型の性格も有するからである。 

（2）意見の違い 

裁判所は法的推論（legal reasoning）に基づいて判断を行うと言われるが、これを数学や

論理学で想定されている推論と同視することはできない。はっきりと違うのは、法的推論

の結論が人によって異なりうるという点である。法的推論は一定の公理系を前提とした証

                                                   
18 酒巻、山本 2008, 13 頁など参照。 
19 裁判所の調停や裁判上の和解などのいわゆる裁判外紛争解決（ADR）（酒巻、山本 2008, 80
頁以下参照）も、非常に重要な裁判所の仕事であるが、本稿では検討の対象から外すことにす

る。 
20 憲法学においては、「具体的な争訟について、法を適用し、宣言することによって、これを

裁定する作用」という司法権の定義が、伝統的に受け入れられている。長谷部 2014、399 頁。 
21 法律上、期限が具体的に数字で示されているわけではないが、「不当に遅延した裁判は『裁

判の拒否』にひとしい」（芦部 2015、249 頁）ことから、憲法 37 条 1 項は刑事被告人の「迅

速な」裁判を受ける権利を保障している。また、「裁判の迅速化に関する法律」は、「第 1 審の

訴訟手続については 2 年以内のできるだけ短い期間内にこれを終局させ」ることを目標として

いる。 
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明とは異なり、判断を行う人によって違った答えが出される場合がある（なお、法学教育、

法実務教育で論理学は教えられていない）。 

 法的な問題については、定められた手続を踏めば、１つの答えに必ずたどり着くという

イメージをもつ人も多い。あらかじめ決められた通りの手順を踏めば、出てくる答えは１

つである、と。しかし、このイメージは誤りである。 

 法的判断は、人によって意見が違いうる。賠償金の支払いについて、有罪無罪について、

差止めの可否について（意見の違いがあるからこそ裁判所がある、と言えるかもしれない）。

刑事事件では、例えば（被告人が罪状を認めず）「A が B を殺した」と主張する検察と「殺

していない」という被告人・弁護人の意見が分かれた場合、両者が討論して、裁判所が判

断を下すことになる。さらに、裁判官同士も意見が分かれることがある。最高裁判所の判

決等には個別意見を表示することになっており22、実際、同一の事件に関する判断が裁判

官によって違うことは、よくある23。 

法的判断に関する意見の違いの要因はどこにあるのだろうか。例えば、殺人事件の裁判

では、特定の日時・場所における特定の人間の行為に関わる事実について、意見が分かれ

る。「○年○月○日○時頃、△△の場所で、A が B を殺した」というのは、世界の記述と

して正しいかどうか。この判断を誤ると、間違った判決が導かれることになるから、この

種の事実判断は非常に重要である。ただ、裁判所の判断は、この類いの事実判断以外の判

断を含んでいる。 

 

１−４ 法的判断における発話内行為と真偽 

１−４−１ 真理論との関係 

 サールは主張型の言語行為を真偽が問えるものと定義し、真理については対応説をとる。

これに従えば、刑事被告人が特定の日時にどこで何をしていたかに関わる言明は、過去の

世界の状態との対応関係で真偽が決する。有罪無罪が争われる裁判で、裁判所が「現場に

いた」「被害者を殺した」という事実認定をする場合、この事実認定は宣言型の性質をもつ

と同時に、事実との対応関係の有無によって正しいかどうかが決まる。被告人が殺人現場

にいなかったのに「いた」と認定する（宣言する）ことが、裁判所にはできる。制度によ

って、その権限が与えられているからである。一方で、この認定は世界の状態との対応関

係がないから、誤りである。 

以上のような例においては、サールによる言語行為の分類と真理論を前提として、裁判

所による言語行為に関わる説明が、比較的容易にできる。しかし、次に見るように、これ

までに明確に示されてこなかった判断を、裁判所が新たにする場合に関する説明は、簡単

ではない。 

 

                                                   
22 裁判所法 11 条は「裁判書には、各裁判官の意見を表示しなければならない」。と規定する。

これに従い反対意見等が示されることがある。下級裁判所では個別意見の制度はないが、合議

の意見が常に全員一致とは限らないという事情は同じだろう。 
23 司法試験の論文式の問題は、複数の答えがあることを前提とした問題であることも多い。む

しろ、法的な問題に対する答え方が複数あることを前提とした議論ができない人は、法律家と

しては優秀ではない。 
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１−４−２ 法規範の内容と法解釈 

（1）法規範の内容と法解釈24 

 法の規定は、そのままで意味が明確だとは限らない。法的三段論法の大前提である法規

範の内容が不明確な場合があるのだ。この場合、法の文言を解釈することによって規範の

内容を明確化する必要が生じる。例えば、刑法 199 条は「人を殺した者」を罰するが、こ

こにいう「人」に胎児は含まれるだろうか（含まれない25）。野球の審判がフェア／ファー

ルの判定を行う場合、明確に引かれたラインを基準にして、ボールがどこにどう落ちたか

を見て判断する。しかし、ラインがぼやけている部分があるとしたらどうだろうか。この

場合、審判は、ボールが落ちた場所に関わる判断だけでなく、ラインの位置をも判断しな

ければならない。法的判断においては、このような事態が頻繁に起こるのである。 

 法解釈が必要となる大きな要因の 1 つは、法的言語26の曖昧さにある。法学と言語哲学

の密接な結びつきを指摘した H.L.A. ハートの説明は、次のようなものである（Hart 1961, 

pp.124-129）。 

法的決定では、一般的な行動基準が個別場面での適用に先行して伝達されている。そし

て、「言語の本性からして、一般的用語が指針として提供しうるものには限界がある」こと

から、境界事例が生まれる。例えば、「公園に乗り物（vehicle）で進入することを禁止す

る」という条例は、子どもが補助輪付きの自転車で公園に入ることを禁止しているのだろ

うか。この場合、おそらく、公園の広さや構造、条例制定時の事情などを勘案しつつ、ル

ールを解釈することになるだろう。ただ、その結論が言葉の一義的意味から導かれるわけ

ではない。行動基準の伝達のために、立法などの手段が用いられ、多くの事例について円

滑に伝達がなされたとしても、当該基準の適用に関する問題が生じ、不確定性が現れる場

合がある。これをハートは、「開かれた構造（open texture）」と名付けた。法的言語はし

ばしば「開かれた構造」を有しているのであり、境界事例での法的ルールの不確定性は、

一般的な分類用語を使うことに伴う代償として現れる。 

法的ルールには、意味の確定した核心部分と周縁部分がある。公園に乗り物で入ることを

禁止するルール下で、エンジン付きで重さ 1 トンの四輪自動車を公園に乗り入れることが

できないのは明らかだが、電気で走る子供用の車での乗り入れも禁止されているかは、ル

ールの言葉のみから明確にわかるとは言えない。法的言語の不明確性は裁判所の決定によ

って克服されることになるのであり、その意味で裁判所には一定のルールの制定機能があ

るとされる。 

法的ルールには不明確なところがありその部分について裁判所が決めるという点を突い

て、法は裁判所の決定以前に存在しないとする見解もある（ルール懐疑主義。「法は裁判所

の裁判とその予測に過ぎない」。）が、それは法的ルールの不確定性を誇張しすぎていると、

ハートは言う。上記の例で、エンジン付きの自動車の進入が禁止されていることは明確な

のであり、そのようなことを考えれば、ルールは存在し機能していると言えるのである。 

                                                   
24 現実には法解釈と個別具体的な事実に関する判断の境界線は明確でないことが多いが、本稿

はそれを脇に置くことにする。 
25 前田編 2013、569 頁以下参照。 
26 ここに言う法的言語には、制定法だけでなく、判例も含む。制定法解釈の仕方を示した過去

の判決文の文言もまた、解釈の対象となることが多い。 



 26 / 103 
 

法的言語が曖昧となる原因の 1 つとして、人間が事実について全知ではなく、将来起こ

りうるすべての事例を考慮に入れることはできないことを、ハートは指摘する。これ以外

にも、法制定過程における様々な駆け引きの存在も指摘できるだろう。議会等で法の文言

を決める議論を行う際、明確な定めをして個別具体的な事例への適用の仕方について逐一

決めてしまわずに、抽象的な文言を用いることで合意を形成する場合もあり、その結果と

して法文が曖昧になるのである（Sunstein 1996, pp.35-36）。 

 法的言語の曖昧さ、法内容の不確定性に関わる議論を行っている哲学者もいる27。法内

容は言語で伝えられることから、意味論や語用論が法内容の確定に大きな役割を果たすこ

とも期待されるのである（Marmor 2011, p.136）。 

（2）司法裁量論と批判 

 とはいえ、具体的な適用の場面で問題とされる法の内容が、法文とその分析だけでは決

定できない場合、裁判官はどうすれば良いか。その場合は、裁判官が裁量を行使して決め

るというのが、ハートの回答である（Hart 1961, chap.7）。法的ルールの不明確性が解消

できない場合、裁判官は自らの権限で法の内容を決定する。 

このように理解すれば、法文の曖昧さを解消するために裁判官が行う法解釈に関わる決

定は「宣言型」であり、「主張型」の性質をもたないと言えるだろう。裁判官は、既に存在

する法内容を記述するのではなく、新たに法の内容を生み出しているのだ、と。したがっ

て、法的三段論法の大前提である法規範の内容について不明確な部分がある場合、その内

容を明確化する法解釈は「宣言型」の発話内行為であり、小前提である事実判断は「主張

宣言型」の発話内行為だということになる。つまり、1 つの判決に「宣言型」と「主張宣

言型」の発話内行為が混在するわけである。 

 ただ、法文が曖昧なときに行われる裁判所による法解釈が「宣言型」だとすると、裁判

所の法解釈に対する批判をどう捉えれば良いのだろうか。例えば、判決が下された後に法

学者が行う法解釈上の批判は、正しい（あるいはより良い）解釈の存在を前提としている

のではないか。そして、裁判官の裁量に関するハートの説明を正面から否定する、有力な

立場もある。ハートは法的問題に正しい答えが存在しない場合もあると想定しているが、

裁判官が解決すべき法的問題にはすべて正しい答えがある、という立場である。そして、

裁判官は新たな法をつくるのではなく、法的問題に対する正しい答えを探すのでなければ

ならないと主張するのである。 

そのような立場の代表がロナルド・ドゥオーキンである28。彼は、法的判断を行う際、

裁判官は、適用の有無がはっきりと決まる法的ルールだけでなく、「何人も自ら犯した不法

により利益を得てはならない」のような法原理（principle）をも考慮するという。ルール

は「この道路は時速 60 キロ以上で走行してはならない」というように、事案について白

黒はっきりさせる。自動車が時速 62 キロで走れば違反だし、59 キロで走れば違反ではな

い。これに対し、原理は法的判断を一定程度導くが、その適用により結論がオール・オア・

                                                   
27 例えば、Marmor & Soames 2011 所収の諸論文参照。また、Soames 2009, p. 401ff, Soames 
2011, Marmor & Soames 2011, Introduction, p.3 は、ハートの『法の概念』第 7 章での不確定

性に関わる議論は、法内容を決定する際の言語の役割に関わるより大きな問題を提起したとし

ている。 
28 Dworkin 1985, chap.5, Dworkin 1996.また、瀧川ほか 2014、249 頁参照。 
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ナッシングのかたちで出るものではない。参照される複数の原理が対立する場合もあり、

その場合は原理相互の重みづけを行いながら、裁判官は結論を導いていく。ドゥオーキン

によれば、法の内容は、制定法や判例の文言だけで決まるものではない。裁判官は、法原

理も参照しなければならないのであり、法解釈に関わる自由裁量を有しているわけではな

い。（Dworkin 1977, chap.1）。 

 法の文言が曖昧であるが故に必要となる法の解釈。その解釈に真偽はあるのか。あるい

は、法解釈の問題は世界との対応の問題に解消できるのか。法解釈には専門的な技術が必

要だとされ、裁判員裁判でも裁判員は「法令の解釈に係る判断」はできないと定められて

いる29。しかし、専門的な技術を身につけた人々の間でも、法解釈について意見が分かれ

ることは多い。これをどう理解すれば良いか。法解釈に関わる意見の相違は、既に存在す

る世界の記述の仕方の違いから生まれているのだろうか。 

 

１−４−３ 裁判上の「事実」 

 事実判断は、裁判所の重要な仕事の 1 つである。しかし、裁判上の事実のすべてが、現

実世界の事実との対応ないし一致不一致の問題として、真偽を語りうるとは限らない。 

まず、裁判所による事実判断の中には、明らかに現実世界に存在する事実との対応関係

をもたないものがある。例を挙げよう。刑事訴訟における重要な原則の１つである「違法

収集証拠排除原則」は、収集の過程に違法のある証拠の証拠能力を否定する30。つまり、

ある事実を証明する証拠が現に存在していても、それが違法に収集されたものであれば、

当該証拠は裁判上なかったものと扱われるのである。 

例えば、覚せい剤取締法違反の事件で、現に覚せい剤が存在し捜査機関がそれを押収し

た場合であっても、捜査機関の行為に違法があった場合は、押収された覚せい剤は証拠と

して使われない。具体例として、被告人が覚せい剤のありかを警察に自供し、現に供述通

りの場所に覚せい剤があったのだが、捜査に違法があり、様々な証拠が排除され、覚せい

剤所持について無罪判決が下された事案がある31。このような場合、明らかに現実世界の

事実とは対応しない判断を、裁判所はしている。これは、「そのような証拠はない」という

裁判所による「宣言型」の発話内行為がなされていると言うことができるだろう。 

 また、事実に関わる判断の真偽が確認できるか問題としうるものもある。例えば、憲法

14 条 1 項は法の下の平等を定めるが、これは合理的な根拠がある区別をも否定するもので

はない。ある区別について、裁判で憲法 14 条 1 項違反の主張がなされると、当該区別に

合理性（合理的な根拠）があるかどうかが問題となる。合理性があれば合憲、なければ違

憲。しかし、「合理性」は世界のどこにどう存在するのだろうか。そもそも、合理性の有無

は事実との対応の問題なのか。 

 裁判所による事実判断の問題は、第３章で詳しく論じる。 

 

１−５ 司法の言語行為と法制度 

１−５−１ 法の世界 
                                                   
29 裁判員の参加する刑事裁判に関する法律第 6 条。 
30 裁判所職員総合研究所 2012、74 頁。 
31 東京高等裁判所平成 25 年 7 月 23 日判決（判例時報 2201 号 141 頁）。 



 28 / 103 
 

サールに従えば、主張宣言型の発話内行為によって示された文は、既に存在する世界の

状態との対応ないし一致不一致を問題にできる。ここに言う「世界」は、どのようなもの

として理解できるだろうか。これ自体、大きな哲学的問題だと思われる。世界との対応は

事実との対応と同じなのか。そうだとしても、「事実」とは何か。道徳的事実や意味に関わ

る事実を自然的世界の中にどう位置づけるのか（Price 2013, p.6）。そして、法的判断に関

わる事実はどうか。 

ここで仮に、政治家たちの活動する場所を「政治の世界」と呼ぶように、法律家たちの

活動する領域を「法の世界」あるいは「法的世界」と呼ぶことにしよう。そうすると、「法

の世界」はどこにどのようにして存在するのか、法的世界に特有の事実はあるか、あると

すればどのようなものか、という問いが浮かぶ。 

 法的三段論法の大前提としての法規範の内容を明らかにするための法解釈や、小前提を

確定するための事実判断。これら法的判断に関わる裁判所の発話のすべてを主張宣言型に

分類できるのだろうか。主張宣言型の発話内行為を、既に存在する世界との対応を問題に

できるものと捉えると、この問いに対する答えは、法的な世界やそこに存在する事実をど

う理解するかに左右される。 

第３章、４章で見るように、法的判断には評価や価値判断を含むものがある。価値判断

が含まれる言明に真偽はあるのだろうか32。本章で見た裁判所による発話の分類に関わる

問いは、さらなる問いを生むことになる。 

 

１−５−２ 法制度に支えられた言語行為 

（1）構成的ルールと法制度 

 宣言型の発話内行為が遂行されるためには、それを支える制度が必要である（Searle 

1979, p.18）。そして、制度は構成的ルールの体系である（Searle 1969, p.51）。サールは

ルールを規制的ルール（regulative rule）と構成的ルール（constitutive rule）に区別し、

後者は、新たな行動形態を創造したり定義したりするものとする。例えば、チェスのルー

ルは、チェス競技における規制として機能するだけでなく、競技を行う可能性そのものを

創造する（ibid. p.33ff）。 

司法の言語行為は法制度を前提としそれに支えられているのであり、制度の定めや性格

から、法制度特有の言語行為が生み出されることになる。例えば、先述した違法収集証拠

排除原則に従い、「覚せい剤が見つかった」証拠があるのにその証拠をなかったことにする

のは、（日本の）法制度がそれを求めているからである。法的判断に関わる言語行為は法制

度の存在を前提としている。そのため、司法の言語行為に関わる議論は、法や法制度の存

在態様をも考察の対象とすることになる。 

法の存在態様については、第２章で検討する。先取りして言えば、サールは、制度の存

在を、自然科学によって記述される世界に位置づけようと試み、自然生物学的な現象であ

る集団的志向性を軸にして、制度的事実の創造と維持を説明する。その中で、サールは憲

法を持続的宣言型（standing Declarations）として機能する構成的ルールの典型例の 1 つ

                                                   
32 なお、オースティンは、価値に関わる言明を、真偽等とつながりをもつ「判定宣告型」に分

類している（Austin 1975, p.153ff）。また、サールは普遍的人権を制度的事実とし、これを自

然科学によって記述される世界に位置づけ可能だという立場をとる（Searle 2009, chap.8.）。 
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として挙げ、人々が受容することによって存在するものだとしている。例えば、憲法の一

部として受け入れられた構成的ルールによって、ある候補者が大統領とみなされることに

なる（Searle 2009, pp.13-14）。 

 サールの説明に従えば、法制度は自然的世界に位置づけ可能な事実であり、法の存在は

事実に即して真偽を問うことのできるものということになる。ただ、具体的な法の内容に

ついての主張は、どう理解すれば良いだろうか。例えば、憲法の規定の解釈が分かれるよ

うな場合をどう説明すれば良いか。合衆国憲法修正第 14 条が中絶の権利を認めているか

どうかは、連邦最高裁判所の裁判官の間でも見解が分かれる問題である。憲法の存在を共

通の前提としつつ、その解釈について見解が分かれるという状況を、どう説明すれば良い

のだろうか。法解釈の問題については、第４章、６章で扱う。 

（2）法的判断の客観性 

 世界との対応ないし一致の問題は、法的判断の客観性の問題とも関わる。もし、裁判官

の行う法的判断の中に世界との対応の有無を問えないものがあるとすれば、その判断は何

を根拠に行われているのだろうか。裁判官の主観的判断に過ぎないのだろうか。法的判断

は、実際は政治的判断に過ぎないという立場もある。法に固有の正解などなく、裁判官は

自己の政治的判断を法的な言葉で覆い隠している、と（Kairys1982）33。この議論は、「客

観性」の捉え方の問題を抜きに行うことはできない。この点は第５章で検討する。 

 なお、サールは、客観性について、認識論的な意義と存在論的な意義を区別している

（Searle 2009, pp.17-18, Searle 2015, p.16）。また、事実についても、生まの事実（brute 

fact）と制度的事実（institutional fact）を区別し、人間の制度の存在を前提とする事実を

制度的事実とする（Searle 1969, pp.50ff ）。そして、制度的事実は人間の主観的態度によ

って存在する客観的事実であるという立場をとる（Searle, 2009）。 

法的判断に関わる事実は、法制度の存在を前提とするので、法的な事実について探究す

るには、法制度やその存在の仕方について考える必要がある。法の存在がサールの言う制

度的事実に分類されるのは、確かだろう。つまり、法は、それぞれ異なる意味で、主観的

であり客観的な存在なのである。このような議論を参照しつつ、法制度における人間の判

断の客観性について論じることにも意味はあると思われる。 

 

１－５－３ 法制度の特質 

 その他の法制度の特質について触れておこう。 

（1）法的議論の戦略性 

 原告や被告ら裁判の当事者たちは、共同で真理を探究するわけではない。また、互いに

競ってより早く真理に到達しようとする競争相手でもない。彼・彼女らは、自分たちの利

益のために、自らに有利な結論を裁判官から引き出そうとする。そのため、法廷での主張

は訴訟当事者の利益を実現するためのものであるのが通常であるし、当事者たちは自分の

知っているすべての事実を法廷で示すとは限らない。法的な議論は、元来戦略的（strategic）

なのである（Marmor 2014, p.43ff.）。このような性格をもつ議論と真偽は、どのような関

係に立つのだろうか。 

                                                   
33 また、瀧川ほか[2014]、307 頁以下参照。 
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（2）組織としての言語行為 

 よく「裁判所の判断」という言い方がされる（本稿もそのような言い方をしている）。た

だ、裁判が合議体で行われる場合、判断を行うのは複数の裁判官であり、意見が分かれた

場合は、多数決をとる。そして、多数派の判断が「裁判所」という機関の判断とみなされ

る。したがって、例えば最高裁判決に示される「反対意見」は、多数決に敗れた少数派の

意見であり、宣言型発話内行為としての資格をもたない。 

多数決の結論が裁判所として出された結論とされ権威をもつのは、そのように定める構

成的ルール（多数決の結論を裁判所の結論とみなす）が存在するからである。 

 ただ、少数派の意見が時間の経過とともに多数派に転じる場合がある34。この場合、裁

判所による言語行為とみなされなかった発話が、多数決の結果の変化により、裁判所によ

る言語行為に転じたということになるだろう。 

（3）宣言型以外の司法の言語行為 

本稿では、宣言型の発話内行為を中心に検討しているが、裁判所の発話が（主張宣言型

を含む）宣言型発話内行為に限定されるわけではない。例えば、民事訴訟で裁判所が「被

告は原告に 100 万円支払え」との判決を下すとき、裁判所は指令型（Directives）の発話

内行為をしていると言いうるだろう35。裁判所の発話について全般的に検討して分類する

という作業は、本稿の課題の範囲外である。 

 

１−６ 司法の言語行為と法的世界 

 裁判所の判決は世界を変える。例えば、婚外子の相続分を定める民法の規定を違憲無効

とした決定36によって、日本の相続のあり方は大きく変わった。利息制限法に関わる諸判

例37は、数多の過払い金請求を生み、貸金業者を衰退させ、法律事務所の雑誌広告やテレ

ビ CM を大量に生んだ。 

司法の言葉が世界を変える。その変え方について真偽を問うことはできるのか。それと

も、真偽は問えず、司法権行使の結果として変化を捉えるのか。法内容が言語で伝達され

る以上、言語に関わる理論は、司法権行使のあり方に影響を与える可能性をもつと思われ

る38。 

本稿は問題提起を行うことを目的とするものであり、示した問題に関わる突っ込んだ考

察を行うものではない。本稿は、主として言語行為の観点から裁判所の決定について考察

する。そして、法的判断には様々な要素が含まれており、そこに含まれる発話の中には、

                                                   
34 一例として、拙稿「激流に立つ巌―石田和外―」法律時報 87 巻 9 号 97 頁（2015）、98 頁

参照。 
35この場合、100 万円の債権債務の存在が前提となっているので、判決には宣言型と指令型の

発話内行為の両方が含まれることになる。なお、原告の支払い請求が棄却される（被告の支払

義務が否定される）場合は、債権債務の不存在を宣言する宣言型発話内行為がなされるだけで

ある。 
36 最大決平成 25 年 9 月 4 日民集 67 巻 6 号 1320 頁。 
37 例えば、最一判平成 21 年 1 月 22 日民集 63 巻 1 号 247 頁。 
38 本稿は、法的言語の意味論や語用論に関わる分析や問題提起はしていないが、これらの問題

についても検討の価値はあると思われる。言語学からの分析の試みとして、例えば、Gibbons 
2003。 
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真偽を問うことができるか否かを問題としうるものがあることを指摘する。 

真偽を問うことができるかどうかは、裁判官の発話をサールのいう主張宣言型に分類す

るか、宣言型に分類するかの指標となる。例えば、法文の曖昧さの故に法内容が不明確で

ある場合、そこでなされる法解釈について真偽を問うことができるのだろうか。そして、

法的判断の真偽に関わる問いは、さらなる問い、すなわち、法的世界のようなものが存在

するのか、法的世界に特有の事実はあるか、それはどのようなものか、といった問いを生

むことになる。 
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第２章 法の存在態様 

 

 

 言語行為は社会制度を前提とするものが多い。この場合、言語を使った何らかの行為が

成立するためには、一定の制度や制度によって認められた権限が必要である。例えば、船

の命名は言語行為の代表例だが、その行為はしかるべき権限を有する人間によってなされ

ること、当該人間に権限を与える制度の存在が必要とされる。何の権限も持たない人間が、

船の進水式でワインボトルを割って「この船をエルドレッドと命名する」と述べても、そ

の船の名前はエルドレッドにはならない。 

 裁判所による言語行為は、裁判所に様々な権限を与えたり、裁判所の守るべきルールを

設定したりする法制度を前提とする。 

ところで、人間の作り出す法や法制度は、どこにどのようにして存在するのか。本章は、

この単純だが難しい問いに、サール（John R. Searle）とハート（H.L.A Hart）の理論を

整合的かつ相互補完的なものと捉えながら、答えることを試みる。 

 物質世界に法が存在することをどう説明するか。本章では、人間の心の働きの一種であ

る集団的志向性によって、様々な地位機能や構成的ルールが創造され、社会制度が創造、

維持されるというサールの社会存在論を見る。その上で、より具体的な制度である法制度

について、ハートの法理論がサール理論と整合的かつ相互補完的であると理解し、サール

の言う構成的ルールとしての法的ルールの組み合わせとして、法制度を説明する。 

 

２−１ 基本的な問い 

２－１－１ 本章の基本的問いと課題 

 人間の作り出す法や法制度は、どこにどのようにして存在するのか。この単純な問いに

答えることが、本章の課題である。ただ、問いは単純でも、答えるのは容易ではない。 

 現実世界に法や法制度が存在することに対する異論は、あまりないと思われる。法や法

制度が現に存在することを前提として、多くの人々は生活をしているし、法律家は各々仕

事をしている。では、現にあると想定されている法の存在態様はいかなるものか。 

 本章は、サール（John R. Searle）の社会存在論（social ontology）とハート（H.L.A Hart）

の法制度論を用いて、上記問いに関する説明を試みる。 

 本稿全体に当てはまることだが、ここでは「なぜサール、ハートなのか」という問いは

脇に置く。完璧な理論を目指すのであれば、サールとハートの理論に対する批判や代替案

をそれぞれ紹介し、競合理論との比較検討をして、サールとハートの理論が最も優れてい

ることを論証した上で両理論を用いるべきだ、という考えもあり得る。また、サールやハ

ートの理論の理解の仕方も 1 つとは限らないので、それぞれの理論に関する様々な理解の

仕方を並べて検討する作業も必要になるかもしれない。本章は、以上のような多くの作業

が課題として残ることを認めつつ、法の存在態様に関わる説明を、とにかく一度組み立て

てみようとするものである。 

 

２－１−２ サール理論とハート理論の整合性と相互補完性 

本稿は、サール、ハートの理論を整合的かつ相互補完的なものと捉える。こうすること
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で、法がどこにどのようにして存在するのかという問いに対する１つの答えを示すことが

できる。また、両者の理論に関わる問いに、一応の答えをそれぞれ用意することができる。 

まず、サール理論について。彼の社会存在論は人間の社会制度に関わる一般理論であり、

法制度その他のより具体的な制度に関わる議論はなされていない。サール自身、社会に関

わる彼の一般理論が社会科学の分野にどのような影響を及ぼすか、現段階では明確に言え

ないと述べている。考察を始める前からどう役立つかを述べることはできないのであるが、

それぞれの学問分野における基礎的な存在論について理解すれば、当該分野での議論はよ

り深まるだろう、とサールは言う（Searle 2009, pp.200-201）。 

社会制度に関わる一般理論である以上、サールの理論は法制度に関わる議論とも接続が

可能なはずである。それは本当に可能なのだろうか。可能であるというのが、本稿の立場

である。ハート法理論との接続を通じて、サールの残した上記の課題、すなわち社会存在

論の社会科学分野における有効性の検討という課題を、法学の分野で一歩進める可能性が

あると、本稿は考えている。 

次に、ハートの法理論について。ハートの法理論は、内的視点と外的視点の区別を導入

し、内的視点の重要性を強調する点で画期的であったと言われる。例えば中山竜一（2000）

は、ハート理論が法を自然的事実とも意思世界に属する当為とも異なる第３の領域に位置

づけるものだとし、「ハート以降の法理論にあって、（…）法はいまや言語によって制度的

に構築された社会的実践として捉えられるようになった」のであり、「この点こそがハート

理論の最大の功績であった」（45 頁）と述べる39。 

それでは、ここでいう「第３の領域」とは、より具体的にどのような領域なのだろうか。

内的視点から法を受容するということについて、さらなる説明はできないだろうか。また、

そのような領域は、主に自然科学で扱われる様々な事実と矛盾しないのか。これらの点に

ついて、サールの理論が１つの答えを用意していると、本稿は考える。 

 

２－１－３ 議論の条件 

 本章の問いと議論の前提は、基本的に、サールが社会存在論の議論を行う際に示した問

いと議論の条件に倣ったものである。 

（1）サールの問いと議論の条件 

(a) 問い 

サールの理論は、人間の「社会が、論理分析を許容ないし要請する論理的（概念的、命

題的）な構造をもつ」（Searle 2009, p.6）ことを前提に、言語行為論や心の哲学などの分

析哲学的手法を用いて、社会制度について説明を試みるものである。 

サールは次のような問いを立てる。「2018 年 9 月時点での、アメリカ合衆国大統領はド

ナルド・トランプである」というのは、客観的な社会的事実である。しかし、この事実は、

人間の主観的な思考や態度によって形成されている。「月が地球の周りを回っている」とい

う事実と異なり、「アメリカの大統領はトランプである」という事実は、一定の人間の行為

や思考、態度がなければ、存在しない。ドナルド・トランプの身体的特徴や DNA に彼が

                                                   
39 中山は、ハート理論によって法が「『社会的事実』という第三の世界に属するものと捉えら

れるようになった」と言うが、後述の通り、サールは第 3 の世界があるという想定は否定して

いる。 
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「大統領」であることを裏付けるものはないのである。人間の心の状態に依拠して存在す

る客観的な事実。このような社会的事実は、どのようにしてつくられるのだろうか。物理

学や化学その他の自然科学によって記述される物理的粒子から成る世界に、「合衆国大統領」

や「20 ドル紙幣」といった社会的実在をどのように位置づけるのか。（サール理論におけ

る主観／客観の意義については後述する）。 

(b) 議論の条件 

このような問いに対する答え方に、サールは条件をつけている。第 1 に、複数の世界を

想定しないこと。例えば、世界を精神世界と物質世界という２つの世界に分けたり、この

２つに文化に関わる第３の世界を加えたりするような想定はしない（Searle 2007, p.21）。

あくまで 1 つの世界における様々な現象や事態を説明することが目標とされる。 

第 2 に、心や社会に関わる理論は、物理学、化学、進化生物学その他の自然科学によっ

て確認される基本的事実（basic facts）と整合的でなければならない。もし、社会に関わ

る理論が基本的事実と矛盾するようであれば、基本的事実が優先する。（Searle 2009, 

pp.3-4） 

（2） 条件付けの意義 

 サールは、人間の社会制度や制度を前提とした制度的事実を、集団的志向性という人間

の心の働きに由来するものとして説明する。この説明は基本的事実と矛盾してはならない

というのが、サールが自らに課した条件である。そうだとすれば、人間の心を物理的世界

にどう位置づけるかという問題を、まずは解決しなければならなくなる。ただ、本稿では

この問題に深入りしない。 

 ここでは、以下のことを確認しておきたい。①サールの社会存在論が彼の心の理論に依

拠していること、②サールは心身（心物）二元論を採らない（Searle 2004）40こと、③サ

ールは、脳内の物理的粒子が心を生み出すとしつつも、意識は一人称的・主観的性質をも

ち三人称的・客観的な記述になじまないところがあると考えていること（ibid. p.84, p.115）。

これらは当然に吟味の対象となるが、本稿ではその当否について検討は行わず、これらが

サールの社会存在論の前提となっていることを確認するだけにとどめる。 

 サールの示す条件は、特に②と関わる。二元論は物質的世界と心的（精神的）世界の 2

つに世界を分割する。しかし、物質的世界と心的世界の二元論は、心身問題（心と体の相

互作用や因果関係をどう説明するか）というおなじみの問題を生じさせる（廣松ほか 1998, 

p.1205〔山田弘明〕）。サールは二元論を受け入れず、我々は唯一つの世界に暮らしている

という前提で説明を試みる41。 

少なくとも、人間の社会制度を、物質世界と心的世界のいずれか一方に存在するものと

理解するのは困難であろう。心的世界とも物質的世界とも異なる第 3 の世界（例えば、文

化的世界）を想定しそこに人間社会を位置づけたとしても、そこで説明されるのは社会が

                                                   
40 サールは自らの立場を「生物学的自然主義（biological naturalism）」と名付けている。Searle 
2004, p.79. 
41 サールは他の論者によって唯物論者だと言われたり性質二元論者（Property Dualism）だと

言われたりする（Searle 1992, p.248, note11.）が、二元論か唯物論という議論の枠組自体が誤

っているという立場を採る（Searle 2004, pp.1-2）。また、少なくともサール本人は、自分は性

質二元論者とは違うと考えている。Searle 2002a. 
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存在するのは心的世界でも物質的世界でもないということだけである。第 3 の世界に存在

する社会制度の運用によって物質的世界が受ける影響をどう説明するのか、という問題は

残る。 

以上のように考えると、複数の世界を想定しないという条件は、異なる世界間の相互作

用や因果関係など、二元論（ないし三元論）が抱える問題を社会の理論が抱え込まないた

めに必要だと言えるだろう。 

また、基本的事実との整合性を保つという条件は、現代においてはおそらく必須である。

自然科学の知見と矛盾するような社会科学が成立する可能性を最初から否定することはで

きないかもしれないが、その可能性について本稿では検討の対象外とする。 

 

２－１－４ 法制度の存在態様に関わる問いと条件 

 先に述べたとおり、本稿では法制度の存在態様について考える際、サールが社会存在論

の議論を行う際に示した問いと議論の条件に倣う。 

 サールの理論は社会制度一般に関わるもので、法制度について詳細な言及はない（所有

権、会社、憲法などについて若干言及があるだけである）。サールに倣って法や法制度に関

する問いを発するならば、次のようなかたちになるだろう。物理学などの自然科学で説明

される物質的世界に、法をどのように位置づければ良いのか。 

 サールの説明によれば、法制度を含む社会制度は人間の心の働きによって存在する。そ

して、人間の心が物質世界ないし物理的世界と矛盾なく説明できるのであれば、法を物理

的世界に位置づけることが可能となる。「自然科学で説明される物理的世界の中に、法をど

のように位置づければ良いのか」という問いに対する１つの答えを用意することができる

のである。 

法の存在の仕方は、太陽や水素原子の存在の仕方とは異なる。太陽（と呼ばれる物体）

は人間がいなくても存在するが、人間がいないところに法は存在しない。太陽とは異なる

存在の仕方とは、いったいどのようなものなのか。 

 例えば、日本国憲法の原本をもってきて、自然科学のやり方で分子、原子レベルに至る

まで詳細に分析しても、そこに「日本国憲法」は存在しない。確認できるのは、インクで

書かれた文字の形、紙やインクの素材、それらの分子構造などだろう。文字などに意味を

与えているのは、人間である。今この瞬間から、地球上から人間だけが消え去ると想定し

てみるとよい。日本国憲法の原本やその写し（書籍としての「六法」など）は、太陽と同

じように、物理的に存在し続ける。しかし、人間の心の働きに依拠せずに法が存在するこ

とはないとすれば、人間が消え去った世界に「日本国憲法」は存在しないはずである。太

陽の存在の仕方と日本国憲法の存在の仕方は違うのである。 

 社会は人間の心の働きによって存在する。法もそうである。その意味で、法は人間の主

観的態度によって存在する。しかし一方で、法の存在は客観的事実でもある。「日本国憲法」

その他の法は、私の意見や信念にかかわりなく存在する。物理学など自然科学で説明され

る世界の中に、法をどのように位置づければ良いのか。 

心的世界とも物質的世界とも異なる第 3 の世界（例えば、文化的世界）を想定しそこに

法を位置づけたとしても、そこで説明されるのは法が存在するのは心的世界でも物質的世

界でもないということだけである。第 3 の世界に存在する法の制定、執行、適用によって、
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物質世界が受ける影響をどう説明するのかという問題は残る。例えば、排ガス規制によっ

て大気中の物質のあり方が違ってきたり、死刑の執行によって 1 人の人間の生命活動が失

われたりするなど、法の制定や執行によって物理的世界は影響を受ける。このように考え

ると、少なくとも（実体的）二元論のように、相互に独立した複数の世界が存在するとの

想定は、法理論の基礎としてふさわしくない。 

 

２－２ サールの社会存在論 
２－２－１ 存在論的主観性／客観性と認識論的主観性／客観性 

 国家や貨幣その他の社会制度や社会的事実は、人間の主観的な思考や態度によって存在

する客観的事実である、とサールは言う。このような言い方は、主観／客観に異なる意義

があることを前提としている。サールは、存在論的な主観性／客観性と認識論的主観性／

客観性とを区別する（Searle 2009, pp.17-18）。サールによると、主観／客観の存在論的な

意味は存在物（entities）の存在様態に関わり、認識論的な意味は知識にないし主張（claims）

の認識的な地位に関わる。サールの用語法の是非は別の問題としてあるが、この区別によ

って、一方で心の主観性を認め、他方で心の働きによって生み出される社会的事実の客観

性を認めることができる。 

サールは、人間が心を持つことは自然科学によって説明可能だとする一方で、意識や志

向性など心の働きの主観性を認める42。意識などの心の状態は、脳内のニューロンのふる

まいから因果的に説明できる。ただ、「それによって意識がニューロンのふるまいにすぎな

いということが示されるわけではない」。「意識という概念をもつことのポイントは、その

現象の一人称的・主観的な性質をとらえることであるのだから、意識を三人称的・客観的

な言葉で定義しなおしたら、この論点は失われてしまう」（Searle 2004, p.84）。 

 ある紙片が「20 ドル」であるのは、人間の心の状態に依拠する。人間の心は主観的性質

をもつから、「20 ドル」紙幣という制度的事実は人間の主観的態度によって存在する。た

だ一方で、ある紙片が「20 ドル」紙幣かどうかは、個人の意見に左右されない。「あなた

はこれをお金だと思っていても、私がそれに従う必要はない」などと言うことはできない。

貨幣の存在は客観的な事実である。このような、存在論的には主観的な実在に関わる、認

識論的に客観的な言明が、社会存在論の主題となる（Searle 2009, pp.17-18, Searle 1998, 

p.112-113）。 

 

２－２－２ 物理的世界と志向性 

サールは人間の志向性の存在を、自然科学と両立可能な事実としてとらえる。我々が宇

宙と呼ぶ世界は、力の場に存在する物理的粒子から成る。太陽系や地球は、これらの粒子

を基礎として形成されたより大きな系の一部である。その地球上には、ほとんどが炭素ベ

ースの分子から構成される系が存在する。それは、長い年月をかけて進化した様々な生物

                                                   
42 「意識や志向性は、消化活動や血液循環と同様に、人間の生物学的なものの一部分」であり、

「脳が主観的な心的状態を伴ってこの世界に存在しているということは、世界についての客観

的な事実である」（Searle 1983, Introduction）。「意識と志向性の基礎的なあり方は、ニューロ

ンのふるまいによって引き起こされ、ニューロンから成る脳のシステムにおいて現実化する。」

（Searle 2004, p.115）。 
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種が生存する生物系である。生物系の一部に動物がいて、そのうちの一部の動物は神経系

を有し、神経系の中には意識を生み維持することを可能にするものがある。そして、意識

を有する動物は一般に志向性を持つ（Searle 1998, p.134）。 

志向性とは、様々な心の状態または心的出来事の性質である。考えるということは常に

何かについて考えることであり、喜ぶということは常に何かについて喜ぶということであ

る。信念、思考、願望 wishes、夢、欲求などなど。心は、世界の対象や事態に関わったり、

向けられたりする。このような心的状態が示す、何らかの対象「について」のものである

こと（aboutness）、または何らかの対象へ「向けられている」ということ（directedness）

を、志向性という（廣松渉ほか[1998], pp. 622-623; Searle [1983], p.1）。 

この志向性が、社会的実在の創造と維持を説明するための新たな出発点となる。 

 

２－２－３ 集団的志向性を基礎とする社会制度 

（1）集団的志向性  

 志向性は個人の思考や言動に関わるだけでなく、一定の集団的な思考や言動にも関わる。

これを集団的志向性（collective intentionality）と言う。例えば、二重奏で 1 人がピアノ、

1 人がバイオリンを弾くとき、2 人は二重奏という同じ目的のために行動している。そし

て、それぞれの演奏者は自分ともう 1 人が二重奏のために行動していると考えながら、行

動している。ピアノ演奏者の志向性は、自分が演奏するための体の動きだけでなく、二重

奏という 2 人の行動にも向けられているのである。これは、より多くのメンバーから成る

オーケストラによる演奏にも同様に当てはまる（Searle 2009, p.52, Searle 1998, p.120）。 

以上のことは、演奏以外の集団的な行為についても同じことが成立するはずである。例

えば、野球のピッチャーは、チームの一員として、競技の参加者として、ボールを投げる。

他の選手も同じく、自チームと相手チームのメンバーで野球という競技を実行しており、

自分以外の人間も野球をしている意識があると考えながら、行動する。集団的な志向性が

そこにはあるのだ。 

そして、集団的志向性は、能動的な行為だけでなく、受動的な承認（recognition）や受

容（acceptance）なども含む。例えば、野球の観戦者は、自分が競技に参加しなくても、

そこで野球という競技が一定のルールの下で行われていることを受け入れている。ある紙

片が通貨であるのは、一定規模の集団がそれを事実として受け入れたり、そう認めたりし

ているからである。個々人は、ある特徴を持った紙片を通貨として受け入れ、認めたりし

ながら、自分以外の集団の構成員も同じように受け入れ認めていると考えている。 

ある紙片が通貨であったり、ある人間が合衆国大統領だったり、ある自動車が私の財産

であったりするのは、集団的な承認（collective recognition）ないし集団的な受容（collective 

acceptance）がもたらす結果である。この承認や受容は消極的なものでも良い。つまり、

心からの納得や合意でなくても良い。承認、受容の仕方は熱狂的支持から嫌々の黙認まで

様々でありうる（例えば、ナチス体制を当時のドイツ人が皆支持していたわけではない）

（Searle 2009, p.8, p.58）。 

留意すべきなのは、サールは集団的志向性を、あくまで個々人の心にあるものとしてい

る点である。集団的な心的現象を論じると、個々人の心の働きとして説明できない、個人

の心の働きを超えた、集団的な精神的実体のようなものを想定する方に向かうことがある



 38 / 103 
 

が、その方向性は否定されている（サールは、ヘーゲルの「世界精神」を個人の心に還元

できない集団的精神的実体の例として挙げている（Searle 1998, p.118））。個人的な志向性

も集団的志向性も、すべての志向性は個々人の心の中に存在するのであり、集団的志向性

の構造は基本的事実と整合的に説明可能なのである（Searle 2009, p.60）。 

（2）地位機能  

 そして、集団的志向性によって地位機能（status functions）が創造、維持される。人間

には物や人に機能を与える能力がある。ある紙片が、その物理的構造だけで 20 ドル紙幣

となるわけではない。ある紙片が 20 ドル紙幣として機能するのは、その地位が集団的に

承認されているからである。例えば湯船は、液体を貯めることのできる物理的な性質を有

していないと、湯船として機能しない。しかし、通貨が通貨として機能するために重要な

のは、物理的性質より人間の集団による受け入れや承認である。 

そして、原則的に、地位機能は義務論的な力（deontic powers）を伴う。すなわち、地

位機能は、権利、義務、責務などを生じさせる。例えば「合衆国大統領」という地位機能

には、大統領という地位に付随する権限や責務などが伴っている。 

（3）地位機能宣言型  

 地位機能を創造、維持する受容や承認は、宣言型の言語行為に似たものとして説明でき

る。「トランプ大統領」は、トランプという人物を大統領とする宣言の結果生まれた地位機

能であり制度的実在である、と。ただし、ここで言う「宣言」は、厳密には「宣言型の言

語行為」ではないものも含む。ある対象を記述、参照する、あるいはその対象について話

す。これらは宣言型の言語行為ではないが、ある実在を存在するものとして表象し、それ

によって当該実在を創造、維持する。地位機能や制度的実在を創造、維持するものを、サ

ールは地位機能宣言型（Status Function Declarations）と呼ぶ。 

そして、すべての制度的事実は、地位機能の制度的実在をつくり出す言語行為である地

位機能宣言型（と同じ論理形式をもった表象）によって創造、維持されると、サールは言

う（Searle 2009, p.13）。制度的事実とは、人間の制度とは独立に存在する生の事実（brute 

facts）と区別されるもので、人間の制度がないと存在し得ない事実である（Searle 1969, 

p.50ff.）。これらの事実は客観的事実だが、人間の合意や受容があって初めて存在する。 

（4）構成的ルール、持続的宣言型  

 その上で、「文脈 C において X を Y とみなす」という構成的ルールは、持続的宣言型

（standing Declarations）だと説明される。構成的ルールは、ルールと独立になされる言

動を規制する統制的（regulative）ルールと区別されるもので、統制するだけでなく、統

制の対象となる言動自体の可能性を生み出す。例えば、一定の条件を満たした人物（X）

が、合衆国（C）の大統領（Y）とみなされる。構成的ルールが持続的宣言型として機能す

る典型例の 1 つに、憲法が挙げられている。例えば、合衆国憲法は一定の要件を満たした

人物を大統領にすると宣言し、その憲法の規定は持続的宣言型として機能する。この規定

が機能していれば、現に大統領に選ばれた人についてさらなる受け入れは必要ない（Searle 

2009, p.10, p.13）。 

（5）宣言型言語行為との共通点  

 以上の説明は、サール自身の発話内行為の分類を前提としている。宣言型の言語行為が

首尾良く遂行されれば、命題内容と現実の対応が生じる。例えば、「雪は白い」という言明
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は断定型に分類され、言葉を世界へ（word-to world）（↓）という適合方向をもつ。また約

束は行為拘束型であり、世界を言葉へ（world-to-word）（↑）という適合方向をもつ。これ

に対し、宣言型は両方の適合方向をもつ（↕）（Searle 1979, chap.1）。 

地位機能の創造について言えば、地位機能 Y が存在するという宣言が、そのような事態

を生じさせる。これが制度的事実を形成する最も一般的な形式であり、「C において X を

Y とみなす」という形式の構成的ルールは、持続的な宣言型言語行為である。したがって、

制度的実在が創造、維持されるための根本概念として、集団的志向性と機能の割り当てに

加えて、地位機能の宣言型言語行為を可能にするために十分な内容をもつ言語が、挙げら

れることになる（Searle 2009, pp.100-101）。（ただ、先に見た通り、地位機能宣言型は厳

密な意味での宣言型言語行為以外も含む。） 

（6）「トランプ大統領」  

 以上を前提とすると、「トランプ大統領」の存在は次のような論理構造を持つ。合衆国憲

法が集団的に受容、承認され、構成的ルールとして機能している。このルールは「文脈Ｃ

においてＸをＹとみなす」という持続的宣言型で、一定の対象に地位機能を付与するもの

である。合衆国憲法は一定の条件を満たした人（X）を合衆国（C）の大統領（Y）とする

ルールを定めており、その適用の結果、当該条件を満たしたドナルド・トランプという人

物に大統領という地位機能が付与される。この地位機能には義務論的な力が伴っており、

トランプは、大統領になる以前にはなかった権限や責務をもつことになる43。 

（7）構成的ルールの繰り返しと制度的事実の相互連関  

 以上は１つの地位機能の創造に関わる説明であるが、現実には社会制度はより複雑であ

る。大統領は他の様々な地位機能や制度を前提として初めて機能する。サールは一般論と

して、複雑な社会制度は、構成的ルールの繰り返しと、制度的事実の相互連関によって成

り立つという。構成的ルールによって生まれた地位機能の上に別の構成的ルールによって

生まれた地位機能が積み重なる。そして、様々な制度的事実が相互に関連するかたちで社

会は成り立つのである（Searle 1998, pp.129-130）。 

 

２－２－４ 法の存在論 

 さて、それでは、法の存在をどう説明すれば良いだろうか。ここでは、制定法などの人

為的な法を想定している。「自然科学で説明される物理的世界の中に、法をどのように位置

づければ良いのか」。法の存在の仕方は、太陽の存在の仕方とは異なる。太陽（と呼ばれる

物体）は人間がいなくても存在するが、人間がいないところに法など存在しない。法の存

在は、人間の思考や態度のあり方に依拠する。それはどのようなものなのか。 

サールは人間の心の働きである集団的志向性を軸にして制度的実在を説明する。言い換

えれば、人間の思考、態度などの心の働きを無視して、制度の存在を説明することはでき

ない。典型的な社会制度である法の存在も、同様に考えられる。サール自身、彼の理論が

                                                   
43 「文脈 C において、一定の条件を満たした人物（X）を合衆国大統領（Y）とみなす」とい

う時の X や C は実際にはより複雑である。地位機能を付与されるための条件 X を定めるのは、

正確には憲法だけでなく、選挙法、政党の予備選挙のルールなど様々なルールである。また、

文脈 C に含まれるのは、合衆国という国家の創造・持続や憲法、選挙法、政党の予備選挙のル

ールが受容され機能していることなど、様々なものが含まれるだろう。 
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当てはまる制度の例として、憲法や会社法を挙げている（Searle 2009, p.13, p.20）。法制

度は、集団的志向性によって存在する。すなわち、法の存在は人間の心の状態に依拠する。 

 ここで１つ問題がある。法的ルール、すなわち法として存在するルールと、法ではない

が集団構成員が受容するルールとの違いを、どう説明すれば良いだろうか。これは、集団

による受容というだけでは、その違いは区別できない。違いについてサールの理論で言え

ば、「X を法的ルールと見なす」という構成的ルールが、様々なルールを法的ルールとそう

でないルールとに分ける、ということになるだろう。では、その構成的ルールはどのよう

なものか。次に、H.L.A.ハートの『法の概念』で示された法制度論を見る。 

 

２－３ H.L.A.ハートの法理論――法制度 

２－３－１ 内的視点（internal point of view） 

 ハートの大きな功績の 1 つは、法の分析に際し、外的視点と内的視点（internal / external 

point of view）の区別を導入したことである。外的視点はルールを自分では受容しない観

察者の視点であり、内的視点はルールを受容し行動の指針として用いる集団のメンバーの

視点である。そして、法に関わる説明を行うには、内的視点への言及、すなわち集団構成

員によるルールの受容の仕方を考慮に入れることが不可欠だとされる（Hart 1961, 

pp.89-90）。 

 社会の多数派に属する構成員の生活におけるルールの機能の仕方は、外的視点、すなわ

ち観察可能な行動の規則性のみを見る視点からは、適切に描くことができない。多数派に

属する構成員とは、ルールを社会生活における行動指針として、主張、要求、承認、批判、

刑罰の根拠として用いる公職者、法律家、私人である。彼らにとって、ルール違反は敵対

的反応が生じるとの予測の根拠にとどまらず、敵対的反応をする理由でもある。 

 例えば、信号機について考察するとき、外的視点からの記述は、観察可能な行動の規則

性、予測、蓋然性、徴候に基づくものであり、「赤いランプが点灯するときは、車が停止す

る確率が高い」ことを明らかにするにとどまる。一方、集団構成員の内的視点から、ルー

ルの内的側面へ言及する場合、集団構成員が赤いランプの点灯を停止の合図（signal）と

捉えていること、すなわち、赤信号で止まることを行動の基準や責務にしているルールに

従って、赤信号を止まる理由と捉えていることが明らかにされる。内的側面への言及は、

集団構成員が自身の行動をいかに理解しているかを明らかにすることである。 

 

２－３－２ 一次ルールと二次ルール 

 法制度が存在する社会と、存在しない社会を分けるのは何か。ハートは二次ルールの導

入が「法以前の世界から法的世界への一歩」だと言う（ibid. p.94）。ハートは、一次ルー

ルと二次ルールの組み合わせとして法を描く（ibid. pp.80ff）。一次ルールは、人に直接一

定の行為を義務づけたり禁止したりする様々なルールで、二次ルールは、一次ルールの導

入や廃止、変更や適用範囲の確定などの権限に関わるものである。二次ルールには、承認

のルール（rule of recognition）、変更のルール、裁定のルール（rules of adjudication）が

あり、承認のルールが根本的なものとされる（ibid. pp.94ff）。 

まず、法制度が存在しているとは言えない、未発達な社会を想像してみよう（現実の未

開社会に二次ルールがあるかどうかは、また別の問題である）。その社会は未発達ではある
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が、暴力や盗みなどを禁止するルールや相続に関するルールなど様々なルールはあり、大

部分の人々は内的視点からルールに従って生きている。しかし、そこには弱点がある。第

一に、不確定性。権威ある法文のように依拠すべきものがなく、メンバーが現に受容して

いるという以外の標識がないため、従うべきルールは何か、ルールの射程範囲はどこまで

かが問題となったとき、問題に決着をつける手続が存在しない。第二に、静的（static）

性質。状況の変化に応じたルールの廃止や変更のための手段がない。第三に、非効率性。

ルールの適用について争いがあるときに、それを解決する機関がない。例えば、一定の行

為を禁止するルールに違反したかどうかの争いがあるとき、違反の事実を最終的、有権的

に確定する権限を付与された機関がない。 

 これらの弱点を補うために、二次ルールが導入される。二次ルールは一次ルールとは異

なるレベルの様々なルールであり、大きく分けると次の三種類となる。第一に、承認のル

ール。これは集団のルールであることが最終的に認められるために使われる。例えば、議

会が一定の手続を経て制定したものは法的ルールと認められる一方、何の公的権限ももた

ない私人が宣言したルールは、それがどれだけ大勢に支持されようと、法的ルールになり

得ない。これは、承認のルールの働きによる。他の二次ルールもそうだが、承認のルール

は 1 つではなく、発展した法制度における承認のルールは複雑である。一次ルール同士、

あるいは二次ルール同士が矛盾衝突する場合に備えて、優先順位も決められる。例えば、

法律よりも憲法が優先され、憲法に反する法律は効力を有しない。 

 第二は、変更のルールである。この主のルールの最も単純なものは、ある人や人々に新

しいルールを導入したり、古いルールの廃止や変更をしたりする権限を付与する。議会に

よる法の制定や廃止は、この種のルールに則って行われる。 

 第三に、裁定のルール。一定の事件において一次ルールの違反がなされたかどうかを有

権的に確定する権限を付与する二次ルールである。このルールは、公的機関（裁判所）に

司法権限を与え、ルール違反に関する司法的決定に特別の地位を与える。 

 これらの二次ルールは相互に密接に関連しているが、根本的なのは承認のルールである。

承認のルールは、当該集団のルールであることを最終的に確認するためのルールで、何が

法的ルールで、何が法的ルールでないかを決定するためのルールである。したがって、変

更のルールや裁定のルールも、承認のルールがなければ存在し得ない。 

 承認のルールはいくつもあり、複雑なかたちで存在している。しかし、承認のルールが

明示的に定式化されることは滅多にない。「…は法である」というのは、内的な言明であり、

内的視点を示している。この言明は、承認のルールを受容し、それが受容されているとい

う事実に言及することなく、法体系の特定のルールが妥当なものと承認する際にそのルー

ルを適用する人が用いる。承認のルールが受容されているところには一次ルールを確認す

るための基準がある。ただ、外的視点からのみで承認のルールを正確に記述することはで

きない。二次ルールとしての承認のルールは、集団構成員に集団的に受容されているので

あり、その事実が法体系の根本にある（ibid. pp.100-103）。 
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２－４ 法の存在態様 

２－４－１ 法制度と心の理論 

（１）サール、ハート理論の共通点と整合性 

ハートの説明によれば、「社会的ルールは、集団の外側からその存在が『観察』されるだ

けでなく、『社会的事実』として『内的視点』から『理解』され、判断の『基準（standard）』

として『使用』される」（中山 2000，p44）。このような状況を、自然科学と矛盾しないか

たちで説明することはできるだろうか。これも、サールの理論によって、一応の答えを用

意することができる。 

 法制度の存在を集団構成員の受容の仕方によって説明するハートの理論は、制度に関わ

るサールの説明と整合的である。ハートは「内的視点」を考慮に入れなければ、法体系の

存在を説明できないとしている。この視点は、人間の心の状態すなわち志向性に関わる視

点だと考えられる。ハートによれば法体系は承認のルールの集団的受容によって存在する

が、この集団的受容は集団的志向性の一側面だと言えよう。 

以上を前提とすれば、次のような理解の仕方ができるだろう。個々の集団構成員は、他

の集団構成員も同様に受け入れていると認めつつ、自らルールを受け入れる。つまり、構

成員自身の思考や行動に関わる志向性と集団に関わる志向性が、法的ルールを創造し、維

持する。内的視点への言及は、集団構成員の志向性への言及である。内的視点への言及な

しに法について説明ができないのは、法の存在が志向性という人間の心の状態ないし働き

に依拠するからである。 

また、ルールの承認や受容は、警察力や軍事力などの威嚇だけが理由ではないという点

で、サールとハートは共通する。ハートは、銃を持った男の要求に従うこととルールの遵

守の間、あるいは「強制された」と「責務を負っていた」との間には明確な違いがあると

言う。また、サールの言う地位機能には義務論的な力が伴うが、この力は単なる外部から

の威嚇ではない（Searle 2009, pp.106-107, Hart 1961, chap.2）。 

（２）物理的世界における法制度 

 ハートによる内的視点の導入は、法制度の存在を一定のかたちで人間の心と結びつける

ものである。人間の心の働きに着目して法を語る点で、ハート理論は法理論に大きな影響

を与えたと言い換えることもできるだろう。ただ、ハートは承認のルールの存在は事実の

問題だとしつつも、科学的、事実記述的な分析は外的な側面しか再現し得ないとして、法

の内的側面を科学的、事実記述的に分析することはできないと考えていたようである

（Hart 1961, p.99）。 

 サールは、心の理論は自然科学と整合的に構築可能だとする（Searle 1984, chap.1, 

Searle 2004, chap.4）（このような立場はサールに限らないが）。法的ルールを受容する

心の状態を科学的、事実記述的に分析できるとすれば、ハートの言う内的視点は、自然科

学と両立するかたちで（あるいは自然科学的に）説明できるかもしれない。また、サール

は心の存在を自然科学的に説明可能だとしつつも、意識の主観性を第三者的視点から記述

し尽くすことはできないという立場をとる。これをハート理論に当てはめると、内的視点

の存在は自然科学と矛盾しないかたちで説明できるけれども、内的視点からの見え方を外

部から記述し尽くすことはできないということになるだろう。 

 法は集団的志向性によって創造、維持されており、集団的志向性は自然科学と整合的に
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説明可能な現象である。そうだとすれば、法の存在および機能は自然科学と整合的に説明

可能だということになる。このとき、サール理論は物質世界に法を位置づけ、自然科学と

法学を橋渡しする。つまり、サール理論はハート理論を補完しつつ、物質世界に法制度を

位置づけるための理論として機能する。 

 

２－４－２ 法的ルールと集団的志向性 

（1）構成的ルールと二次ルール  

 以上の説明を前提に、実際の法的ルールについて考えてみよう。ここでは、殺人を犯し

た者に対する処罰を例にとる（ここでは単純化したモデルのみを示す）。 

日本の刑法 199 条は、「人を殺した者は、死刑又は無期若しくは 5 年以上の懲役に処す

る。」と定める。これは、日本国内（Ｃ）において人を殺した者（Ｘ）を処罰の対象（Ｙ）

とする構成的ルールである（また、殺人を禁止する統制的ルールの性格も有している）。こ

れは一次ルールとして人々の行動に直接関わるが、このルールが法的ルールとして集団構

成員を拘束するのは、刑法が、二次ルールによって法律の制定、改正の権限を与えられた

議会によって制定、改正された法律だからである。ここでは、議会が所定の手続を経て定

めたルール（Ｘ）が日本（Ｃ）における法律（Ｙ）であるという構成的ルールと改正に関

わるルール（変更のルール）が機能している44（刑法は制定以降何度か改正されている）。

そして、司法権を裁判所に与える裁定のルールに従って、刑法 199 条所定の行為をした者

の処罰が決定される。このルールは、所定の手続きを経た裁判所の決定（Ｘ）が日本（Ｃ）

における公的な法的決定（Ｙ）であるという形式をもつ。A という人物が B を殺したとき、

これらのルールを前提に、日本（C）において A（X）は処罰の対象（Y）となる（実際に

は、C や X には様々なものが含まれる。事件が刑法の適用される場所（原則、日本国内）

で起きたことや日本という国家や法制度の存在、維持等々。）。 

 承認のルールと変更のルールを前提に、現行刑法が存在、機能し、裁定のルールを前提

にして有罪判決が下される。ここでは一次ルールと二次ルールが階層を成し、相互に関連

している。実際には、法的ルールの階層や相互関連は上記の説明よりも複雑であり、その

明示は今後の検討課題としたいが、このような説明は、複雑な制度が構成的ルールの繰り

返しや制度的事実の相互連関によって成立するというサールの説明と整合する。 

（2）承認のルールの集団的受容 

 そして、二次ルールは憲法を根拠とするものがある（例えば法律の制定、変更の権限を

議会に与える規定）が、ここで憲法は二次ルールが集団のルールであることを示す承認の

ルールとして機能している（法律の制定について、憲法 59 条 1 項45など）。そして、これ

らのルールを定める憲法自体の妥当性の根拠は、集団の多数派による内的視点からの受け

入れである。 

 憲法が有効な法規範であり最高法規であることを示す究極の承認のルール。承認のルー

ルは滅多にルールとして明確に定式されることはないとハートは言うが、サール理論に従

                                                   
44 変更のルールは、内閣が法律の委任なく定めたルール（Ｘ）は日本（Ｃ）の法律（Ｙ）とは

みなされないという形式の構成的ルールも含む。 
45 日本国憲法第 59 条第 1 項：「法律案は、この憲法に特別の定のある場合を除いては、両議院

で可決したとき法律となる。」 
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えば、「日本国憲法（X）を日本国内（C）における最高法規（Y）とみなす」という構成

的ルールが、集団構成員による受容されていると言えるだろう。 

さらにサールの説明に従うと、法的ルールは持続的宣言型である。厳密な意味での宣言

型の言語行為が行われるだけでなく、様々な人々がそれを存在するものとして受け入れて

いる状態があれば、持続的宣言型としてルールは存在、機能する。実際、法的ルールにつ

いて宣言型言語行為をなしうる人間は限られている。集団的受容を根拠にするならば、単

なる受容も持続的宣言型に含むことになる。 

 

２－４－３ 法制度の存在の条件 

（1）多数派の集団的志向性  

 サールは、構成的ルールや地位機能の存在を集団的志向性に依拠させているが、ここに

いう集団的志向性は集団内のすべての人々の志向性なのだろうか。しかし、集団に属する

すべての構成員が受け入れていないと構成的ルールは機能せず、制度的実在も存在し得な

いとするのは現実的ではない。例えば、乳幼児に社会的ルール等を理解し受容することは

困難である。また、たとえ少人数でも集団構成員の中に構成的ルールや地位機能の受容を

拒否する人がいれば構成的ルールが機能しない、ということは現実問題としてないだろう。 

 ハートは集団の多数派がルールを内的視点から受け入れている、すなわち、集団の多数

派の受容ないし承認があれば、ルールは存在するものとして機能すると考えている。その

意味で、法制度を創造、維持する志向性は、集団の多数派の志向性だということになる。 

（2）多数派・少数派、公職者・一般市民 

ただ、法制度の存在を集団多数派の志向性に依拠させるとしても、問題は残る。 

(a) 少数者の権利 

第 1 に、少数者の権利保護をどう説明するか。例えば、少数派に属する人種には選挙権

がそもそも認められないと多数派が考えており、少数者を選挙から排除するというルール

が集団の多数派によって受容されている場合。アフリカ系アメリカ人の公民権獲得の歴史

を思い浮かべると、多数派の意識が変わらなくても、少数者の権利が保護されることがあ

ることがわかる。 

 多数派の意思に反する少数派の権利の保護。それが可能なのは、憲法その他の少数者の

権利を保護するルールが、集団として受け入れられているからである。ハートの言う二次

ルールを集団が受容している状態。例えば、新たに少数者の権利を保護する法律ができた

とする。その法律に多くの人が反対しているとしても、議会の多数派が法律と定めたもの

が法的ルールだという二次ルールが機能していれば、当該法律は法的ルールとして人々を

拘束する。あるいは、法律の解釈の仕方について意見が分かれた場合、裁定のルールによ

って裁判所の解釈が公的な決定となる。 

 現代国家においては、承認のルールその他の二次ルールは憲法に明記されることが多い。

議会が一定の手続を経て定めたものが法律であること、議会のみが法律の変更の権限を有

していること、裁判所が司法権を有すること等々。憲法が様々な二次ルールの妥当性の根

拠となっている。そして、立憲民主主義を採用する憲法は、少数者の権利保護を定めるの

が通例である。多数決であっても少数者の権利を不当に害することはできないというルー

ルを、憲法に規定するのである。そして、そのルールが受容され機能することになる。 
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(b) 公職者と一般市民 

第 2 に、法的ルールの創造、維持に関する集団的志向性が社会の多数派の志向性だとし

ても、その多数派は法的ルールのすべてを知っているという想定には無理がある。例えば、

日本に存在する無数の法律について知っている人はどれだけいるだろうか。法について詳

しく知っている人は、むしろ少数者ではないのか。例えば、刑法 38 条 3 項は「法律を知

らなかったとしても、そのことによって、罪を犯す意思がなかったとすることはできない。

（…）」として、「法の不知はこれを許さず」という立場をとっている。知らない法律を受

容することはできない。しかし、多数派に属する人々が知らない法律も存在し、違反があ

れば、その法律によって処罰される。憲法についても同様で、集団多数派による受容の事

実が、憲法をルールとして機能させるとしても、憲法について集団の多数派がどれほど詳

しく知っているのだろうか。 

ハートは、法制度が存在するための必要十分条件は、第１に、ルールが服従されている

こと、第２に、公職者たち（officials）が二次ルールを公職者としての行動の基準として

受容していることだと言う（Hart 1961, p.116）。そして、一般市民（private citizens）に

関わるのは第１の条件だけである。つまり、一般市民が二次ルールを知らなくても（受容

しなくても）、公職者の受容によって法体系は存在する。したがって、二次ルール（の一部）

を定める憲法について一般市民が知らなくても、一般市民が公権力に服従していれば、憲

法は存在する。砕けた言い方をすれば、一般市民は「偉い人たちの決めたことには従わな

ければならない」というルールを理解し受容していれば良い。「権力を有する人（々）の決

定（X）が従うべきルール（Y）とみなされる」という構成的ルールを一般市民が受け入れ、

自らの行動の基準としていると言っても良いかもしれない。 

そうだとすると、法実務について詳細な知識を持ち合わせ、法制度を実際に運用してい

る公職者と、法的知識が多くない一般市民とでは、集団的志向性のあり方（ルールの受容

の仕方）は異なることになる。「ハートの承認のルールの観念は、明らかに、法律家中心の

法の理解」を示すものである（中山 2000, p.48）とされるが、これが現実社会の説明とし

て正しいかどうかは、実際にどのようなルールが受容されているかによるだろう。法律家

たちに法制度運用を任せるルールがあり、それを一般市民が受容しているのであれば、法

律家中心の法理解は、現実の法制度を適切に説明するものとなる。 

 

２－５ まとめ 

 物理的世界（物質世界）に法が存在することをどう説明するか。この説明は、大きく分

けて次の 3 段階から成る。第１に、物理的世界に意識や志向性などの心の状態が存在する

ことを説明する段階。第２に、人間集団の心のあり方によって社会が成立することを説明

する段階。第３に、当該社会に法制度が存在することを説明する段階。 

 本章では、第 2 段階はサールの理論、第 3 段階はハートの理論を用いて、とりあえず一

度、法制度の存在態様に関する説明を組み立ててみた。自然科学と整合的に物質世界に心

を位置づけることができるというサールの立場を前提に、人間の集団的志向性の働きによ

って、様々な地位機能や構成的ルールが創造され、ルールの組み合わせによって社会制度

が創造、維持されるという説明を見た。その上で、より具体的な制度である法制度につい

て、ハートの法理論がサール理論と整合し相互補完的であると理解し、サールの言う構成
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的ルールとしての法的ルールの組み合わせとして、法制度を説明してみた。 

本章は、第 1 段階についてはサールの立場を簡単に見ただけであり、第 2、第 3 段階に

おけるサール、ハートの両理論に対する批判も扱っていない。よって、言うまでもなく、

ここでの説明は仮組みにすぎない。ただ、この仮組みの説明であっても、何かしらの意味

はあると思われる。例えば、物理的世界に心をどう位置づけるかという問題について、サ

ール理論に対する批判や代替案の提示をしたとする。もし、サール理論ではなく代替案の

方が適切だと言うのであれば、その選択は、社会制度の成立の仕方や法の存在態様の説明

にも影響を与える可能性がある。第 2 段階の社会存在論や第 3 段階の法制度論についても

同じで、それぞれの批判、検討、代替案の提示は、別の段階の説明に影響を与えると予想

される。 

 本章では大要次のようなことを確認した。サールによれば、社会制度は集団的志向性と

いう人間の心の状態によって創造、維持される。サールの説明は、法制度内にいる人々が

内的視点から承認のルールを集団的に受容するという事実を、法制度の基礎に置くハート

の理論と整合的である。両者の理論を結合することで、法制度の存在に関わる説明が可能

となる。  

また、サールは心の主観性を強調する立場であり、サールに従えば社会制度はある種の

主観的態度に基づいて存在する。 
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第３章 裁判上の事実と評価 

 

 

 第 1 章で見たように、法的三段論法は、①大前提としての法規範に、②小前提としての

事実を当てはめて、③結論が導かれるという構造をとる。例えば、①飲酒運転をした者に

処罰を与えるという法規範に、②A という人物が飲酒直後に自動車を運転したという事実

を当てはめて、③A を処罰するという結論が導かれる。 

 ただ、現実の裁判では、しばしば、①大前提としての法規範の内容や、②小前提として

の事実について、訴訟当事者で争いが生じることがある。その原因は、①については、法

が一般的な言葉を用いるが故に、個別具体的な事案への適用の仕方が不明確な場面が生じ

ることにある。そのような場面では、個別具体的事案を解決可能な程度にまで法規範を明

確化する作業が必要となる。それが法解釈である。 

今の所、法解釈を不要とする技術は存在しない。法制定時に当該法の解釈適用場面のす

べてを想定し、適用の仕方（適用があるかどうか）について答えを用意しておくのは、少

なくとも今の技術では不可能である46（法解釈の仕方に関わる哲学者の提案については、

第４章で検討する）。 

 本章では、事実判断、すなわち、小前提としての事実を確定する作業について検討を行

う。事実を認定するという作業は、基本的には、現実世界に存在する事実を記述する作業

である。真理の対応説を採るならば、事実との対応関係の有無によって、裁判所の事実判

断が正しいか誤っているかが決まることになる。しかし、すべての事実判断の正誤が、既

に存在する事実との対応関係の有無によって決まるわけではない。以下、違法収集排除法

則や「合理性」の有無の認定、心の状態の認定など、それぞれ性格の異なる事実判断につ

いて、取り上げる。 

 

３－１ 主張宣言型としての事実判断 

裁判所による事実判断が宣言型の特徴を有するのは、確かである。例えば、A という人

間が B という人間を、故意に殺したとして、検察官が起訴した事案があるとする（構成要

件、違法性など、細かい話はしない）。A がそれを認めなかった場合でも、裁判官は A を

殺人犯として処罰を与える決定をすることができる。それによって、A は公式に「殺人犯」

となり、処罰を受ける。 

しかし、この決定は単なる宣言型でなく、主張型の性質も持つ。冤罪が典型で、現実に

AはBを殺していない場合、事実判断は誤りである。宣言型の言語行為の結果であっても、

真偽を問うことができる。だからこそ、地方裁判所などの判決が上訴されて覆ったり、一

旦確定した判決が再審の手続を経て覆ったりすることがあるのだ。（現実の日本では、再審

が開始されること自体滅多にないことではあるが。） 

 ただ、事実判断のすべてについて既に存在する世界の状態との対応関係だけで真偽が語

                                                   
46 これは、法やその解釈の仕方を学んだ法律家にとっては当然の事実として受け止められてい

る。現実の法実践のあり方、すなわち法の規定やその制定趣旨、裁判所による解釈適用の積み

重ねなどを学んでいくうち、法制定時に、制定後の解釈適用に関わる見解の相違が生じないよ

うな規定をするのは不可能な場合が多いことを、実感として理解するようになる。 
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れるとは、断言できない。本稿が問題とするのは、明らかに世界の状態とは異なる宣言を

する場合と、既に存在する事実の記述だと言うことが難しい場面である。後者については、

「合理性」の有無を判断するような場合と、精神的苦痛などの心の状態を事実の問題とし

て議論する場合を取り上げる。  

 

３－２ 世界との対応関係がない事実認定 

 既に存在する事実との対応関係がない裁判上の事実がある。その典型例が違法収集証拠

排除法則である。これは第１章で見た。違法収集証拠排除法則により、収集過程に違法が

あった証拠は証拠能力が否定され、裁判上なかったことになる。この場合の「そのような

証拠はない」という言明は、少なくとも対応説を前提とする限り、偽である。ただ、裁判

所は「そのような証拠はなかった」と一定の場合に宣言する権限を、法制度によって与え

られている。このような場合の事実認定は、宣言型の発話内行為に分類されるはずである。 

 

３－３ 世界との対応関係があるか疑問のある事実認定 

次に扱うのは、言明以前に存在する世界の状態を後から記述していると、断言できない

タイプの事実判断である。本章の検討の中心は、このタイプの事実判断である。 

以下、現実の裁判例を見ることにする。例に挙げるのは、すべて何らかの憲法判断が行

われた最高裁判例である。本稿でいう「憲法判断」とは、立法府や行政府の様々な決定や

行為が憲法に違反しないかどうかについての司法府の判断を言う。また、「個人的判断」と

は複数の選択肢がある中での個人の選択のことを言う。 

最高裁判所の判決を例に挙げるのは、最高裁の裁判においては各裁判官の意見を表示す

ることが求められており（裁判所法11条47）、判決等において法廷意見（多数意見）とは別

個に、反対意見その他の個別意見が付されることがあるので、ある法的問題に対する答え

が人によって異なりうることがはっきりと見てとれるからである。 

なお、個別意見には、多数意見と結論および理由を異にする裁判官が表示する「反対意

見」、結論は多数意見と同じだが理由づけを異にする裁判官が表示する「意見」、多数意見

に加わった（多数意見の結論、理由づけに同意する）裁判官がさらに意見を付加する「補

足意見」の3種類がある。「反対意見」の存在は、唯一の答えが存在しない法的問題がある

ことを、「意見」の存在は、答えが同じでも理由づけの仕方は一つではない法的問題がある

ことを、それぞれ示している。 

 

３－３－１ 国籍法違憲判決48 

（1）事案の概要 

 この事案は、日本国籍の父親と外国籍の母親との間に生まれた X（原告）らが、法務大

臣に国籍取得届を提出したが国籍取得を認められなかったので、国を相手に日本国籍を有

することの確認を求めて提訴した事案である。X らが国籍取得を認められなかったのは国

籍法の規定に起因する。当時の国籍法では、父親が日本人、母親が外国人で父母に婚姻関

                                                   
47 「（裁判官の意見の表示）裁判書には、各裁判官の意見を表示しなければならない。」 
48 最大判平成 20 年 6 月 4 日民集 62 巻 6 号 1367 頁。 
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係がない人は、胎児のときに父から認知されるか、出生後に父に認知され父母が婚姻した

のでなければ、日本国籍取得が認められなかったのである49。X らは外国籍の母親から生

まれ、出生後に日本国籍の父に認知されたが、父母が婚姻しておらず、国籍取得を認めら

れなかったのである。同じように父が日本人、母が外国人でも、父母が婚姻している人、

出生前に認知された人は、国籍が取得できる。ここには一定の区別が生じており、平等を

定めた憲法 14 条 1 項に反するのではないかが問題となった。 

（2）最高裁の判断と個別意見 

 最高裁は、平成 20 年 6 月 4 日の大法廷判決で国籍法の規定を違憲とし、X らの日本国

籍取得を認めた。しかし、裁判官の意見は分かれた。15 名のうち 5 名は「反対意見」にま

わり、上告人の日本国籍取得は認められないとした。ただし、反対の理由が一致したわけ

ではない。3 名の裁判官が国籍法は合憲だと主張した一方、2 名の裁判官は、国籍法が憲

法 14 条 1 項に反することについては多数意見に同意しつつ、裁判所の判決によって本件 X

らに国籍取得を認めることはできないと述べている。議論の詳細は省くが、ここでは反対

意見の中でも立場が分かれたということを確認しておこう。さらに、結論には同意するが

理由づけが異なる「意見」を示した裁判官が 1 名いる。また、計 6 名の裁判官が 4 つの「補

足意見」を示している50。 

多数意見の結論には反対しない「意見」と多数意見の結論にも理由づけにも反対しない

「補足意見」を多数意見と一緒くたにしたとしても、15 名の裁判官たちは、国籍法が違憲

だとして X の請求を認める立場（多数意見・意見・補足意見）、国籍法は合憲であり X ら

の請求は認められないとする立場（反対意見①）、国籍法は違憲だが X の請求は認められ

ないとする立場（反対意見②）に分かれたことになる。 

国籍法の規定が違憲か合憲かの判断の分かれ目は、当該規定に「合理性」があるかどう

かにあった。憲法 14 条 1 項は法の下の平等を定めるが、「合理的根拠」に基づく区別まで

禁止するものではない。法律を違憲と判断した裁判官たちは区別に「合理性がない」と言

い、合憲と判断した裁判官は「合理性がある」と述べた。 

「合理性」の有無の判定は、既に存在する事実を後から記述する作業なのだろうか。 

 

３－３－２ 広島市暴走族追放条例事件判決51 

 これは小法廷の判決であるが、5 名の裁判官が意見を違え 3 対 2 の僅差で上告を棄却し

                                                   
49 前者について、国籍法 2 条 1 項は、子は出生の時に父又は母が日本国民であるときに日本国

民とする旨を規定しており、胎児認知された場合は出生時に父親と法律上の親子関係があるた

め、日本国籍を取得する。後者について、当時の国籍法３条１項は「父母の婚姻及びその認知

により嫡出子たる身分を取得した子で２０歳未満のもの（日本国民であった者を除く。）は、認

知をした父又は母が子の出生の時に日本国民であった場合において、その父又は母が現に日本

国民であるとき、又はその死亡の時に日本国民であったときは、法務大臣に届け出ることによ

って、日本の国籍を取得することができる。」と規定し、同条２項は、「前項の規定による届出

をした者は、その届出の時に日本の国籍を取得する。」と規定していた。 
50 泉、今井、田原、近藤裁判官が補足意見を書き、那須、涌井裁判官は今井補足意見に同調し

た。このように、ある裁判官が書いた個別意見に他の裁判官が同調することがあるので、個別

意見の数と個別意見の立場に立つ裁判官の人数が一致しないことがある。 
51 最三判平成 19 年 9 月 18 日刑集 61 巻 6 号 601 頁。 
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た事案である。しかも、本判決では法廷意見（多数意見）の他に 2 つの補足意見と 2 つの

反対意見が示されている。つまり、5 名の裁判官が 5 つの意見を表示したのである。 

（1）事案の概要 

 Y は、暴走族構成員約 40 名と公共広場で集会を行ったが、この集会は広島市暴走族条

例違反の行為であった。一審、二審で有罪判決を受けた Y は、条例が憲法 21 条 1 項およ

び 31 条に違反するなどと主張して上告した。本件条例52は、刑罰法規、特に表現の自由を

規制する法律の文言の明確さを求める憲法の要請に反しているという主張である。 

刑罰法規の明確性の要請は、国民に対する公正な告知、法規の執行者の恣意的な裁量の

制限の必要性から導かれる（憲法 31 条）。また、表現の自由を制約する刑罰法規が不明確

だと、表現行為に萎縮的効果（本来自由に行うことのできる表現行為を差し控えさせてし

まう効果）を及ぼすという点で、表現の自由の問題となる（憲法 21 条 1 項）。 

（2）同じ文言についての異なる判断 

 その他の論点もあるが、裁判官たちが意見を違えた中心的な論点は、本件条例が憲法上

要請される明確性を満たすかどうかであった。簡単に言ってしまえば、同じ条文の文言に

ついて、一方は「明確だ」と言い、もう一方は「明確ではない」と主張したのである。用

いた判断基準が違うわけではない53。「公衆に不安又は恐怖を覚えさせるようない集又は集

会」や「特異な服装」といった同じ文言について、同じ基準を用いて、異なる結論が導か

れたのである。 

 憲法問題に限らず、同じ法的問題に対し裁判官によって異なる答えが出されるという事

                                                   
52 Y に適用された条例は、１６条１項において、「何人も、次に掲げる行為をしてはならない。」

と定め、その１号として「公共の場所において、当該場所の所有者又は管理者の承諾又は許可

を得ないで、公衆に不安又は恐怖を覚えさせるようない集又は集会を行うこと」を掲げる。そ

して、１７条は、「前条第１項第１号の行為が、本市の管理する公共の場所において、特異な服

装をし、顔面の全部若しくは一部を覆い隠し、円陣を組み、又は旗を立てる等威勢を示すこと

により行われたときは、市長は、当該行為者に対し、当該行為の中止又は当該場所からの退去

を命ずることができる。」とし、本条例１９条は、この市長の命令に違反した者は、６月以下の

懲役又は１０万円以下の罰金に処するものと規定している。 
53 那須補足意見は次のように述べる。「どのような場合に限定解釈をすることが許されるのか

については，最高裁昭和５７年（行ツ）第１５６号同５９年１２月１２日大法廷判決・民集３

８巻１２号１３０８頁（札幌税関検査違憲訴訟事件）が示す以下の二つの要件を満たす必要が

あると解すべきことは所論のとおりである。 
（１）その解釈により，規制の対象となるものとそうでないものとが明確に区別され，かつ，

合憲的に規制しうるもののみが規制の対象となることが明らかにされる場合であること。 
（２）一般国民の理解において，具体的場合に当該表現物が規制の対象となるかどうかの判断

を可能ならしめるような基準をその規定から読みとることができるものであること。」 
 藤田反対意見も同じ基準を用いている。「合憲限定解釈をすることが許されるのは、その解釈

により規制の対象となるものとそうでないものとが明確に区別され、かつ合憲的に規制し得る

もののみが規制の対象となることが明らかにされる場合でなければならず、また、一般国民の

理解において、具体的場合に当該表現行為等が規制の対象となるかどうかの判断を可能ならし

めるような基準を、その規定自体から読み取ることができる場合でなければならないというべ

きである。」 
 多数意見その他は上記基準を明示していないが、これと異なる基準を用いているとは思われ

ない。 
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態は珍しいことではない。人によって意見が異なり、最終的に多数決で決める54。このよ

うなやり方は数学や論理学的な論証とは違う。例えば、「答えはいくつか考えられ、様々な

異なる主張がされているが、私はこの答えが正しいと思う。なぜなら、…」というような

説明の仕方で数学的証明ができたとは言わないだろう（数学を可能にする基礎を問うよう

な議論などは、別かもしれないが）。また、数学的、論理学的な正しさを決めるのは多数決

ではない（はずである）。しかし、裁判所が通常用いるのはこのような説明や決定の仕方な

のであり、これは法的判断一般に共通するのである。そして、その点に個人的判断混入の

可能性が指摘される。 

 本件では、明確性の有無にかかわる判断が分かれたのだが、そこでは、通常の判断能力

を有する一般人が当該条文を読んで、何を知ることができきるのかに関する、裁判官たち

の評価の仕方の違いがあるのだと思われる。 

 それでは、意見が分かれなかった場合はどうだろう。裁判官全員の判断が一致するのは、

適切な論証の手続を踏めば答えが一つしかありえないからなのだろうか。おそらく、違う。 

 

３－３－３ 非嫡出子相続分違憲判決55 

平成 25 年 9 月 4 日の最高裁決定は裁判官全員一致の結論であった（ただし、3 つの補

足意見がある）。しかし、そこで用いられたのは、唯一つの答えしか導くことができないよ

うな厳密な論理的手続ではない。 

（1）平成 25 年決定 

 2013（平成 25）年 9 月 4 日、最高裁大法廷は、ある法律が憲法に違反し無効だと述べ

た。民法 900 条 4 号ただし書の規定のうち、嫡出でない子の相続分を嫡出子の相続分の 2

分の 1 とする部分（以下、「本件規定」という。）が、法の下の平等を定める憲法 14 条 1

項に反すると述べたのである（以下、「平成 25 年決定」という）。本件規定については、

不当な差別を生むものだとして以前から国内外で強い批判があり、憲法学者たちの間でも

本件規定は違憲だとする主張されていた56。これに対し最高裁は、平成 7 年 7 月 5 日の大

法廷決定57（以下、「平成 7 年決定」という。）以来、本件規定を合憲と判断してきた58。

しかし、今回遂に、最高裁が違憲の判断を下したのである。 

（2）憲法 14 条と民法 900 条 

 今回違憲とされた民法の規定は、次のように定めていた。 

民法 900 条 同順位の相続人が数人あるときは、その相続分は、次の各号の定めるとこ

ろによる。 

  一～三（略） 

  四 子、直系尊属又は兄弟姉妹が数人あるときは、各自の相続分は、相等しいもの

                                                   
54合議体で行われる下級裁判所の裁判では個別意見が明示されないが、最高裁と同様のことが

起こっている可能性を否定することは難しいだろう。 
55 最大判平成 25 年 9 月 4 日民集 67 巻 6 号 1320 頁。 
56 例えば、高見勝利「非嫡出子相続分規定大法廷決定（最高裁平成７年７月５日）を読む 憲

法学の立場から」法学教室 183 号（1995）18 頁。 
57 最高裁大法廷決定平成 7 年 7 月 5 日民集 49 巻 7 号 1789 頁。 
58 最一判平成 12 年 1 月 27 日、最二判平成 15 年 3 月 28 日、最一判平成 15 年 3 月 31 日、最

一判平成 16 年 10 月 14 日、最二判平成 21 年 9 月 30 日。 
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とする。ただし、嫡出でない子の相続分は、嫡出である子の相続分の二分の

一とし、父母の一方のみを同じくする兄弟姉妹の相続分は、父母の双方を同

じくする兄弟姉妹の相続分の二分の一とする。 

嫡出でない子とは父母が法律上の婚姻関係にない男女の間に生まれた子であり、一般に

非嫡出子とか婚外子と呼ばれている。そして、民法 900 条 4 号は嫡出子と嫡出でない子と

の間に相続分の区別を設けていた。法律によって差別的取り扱いが定められていたのであ

る59。 

 そして、憲法 14 条 1 項は次のように定める。 

憲法 14 条 1 項 すべて国民は、法の下に平等であって、人種、信条、性別、社会的身

分又は門地により、政治的、経済的又は社会的関係において、差別されない。 

 ただ、法的な差別的取り扱いがすべて違憲となるわけではない。憲法 14 条 1 項に反す

るのは、「事柄の性質に応じた合理的な根拠」に基づかない差別である。例えば、飲酒、喫

煙に関して大人と子供で区別を設けるのは、それが合理的な根拠に基づいているから憲法

上許されると説明される。 

 平成 25 年決定は、（争いの種となった相続の開始時である）「平成 13 年 7 月当時におい

ては、立法府の裁量権を考慮しても、嫡出子と嫡出でない子の法定相続分を区別する合理

的な根拠は失われていた」として、「本件規定は、平成 13 年 7 月当時において、憲法 14

条 1 項に違反していた」と述べている。 

 しかし、平成 7 年 7 月 5 日、最高裁大法廷は本件規定を「合憲」と結論していた。その

判断は先例となり、以後、最高裁の小法廷で何度も本件規定は「合憲」だと繰り返された

のである。そして、平成 25 年決定は、平成 7 年大法廷決定及びその後の小法廷決定が「本

件規定の合憲性を肯定した判断を変更するものではない」と明言している。つまり、最高

裁に拠れば、平成 7 年決定が間違っていた訳ではないのである。 

 本件規定も憲法 14 条 1 項も、文言はまったく変わっていない。では、何が原因で「合

憲」のものが「違憲」となったのか。簡単に言えば、嫡出子と嫡出でない子の法定相続分

を区別することに、「合理的根拠」がなくなったからである。「平成 13 年 7 月当時におい

ては、（…）嫡出子と嫡出でない子の法定相続分を区別する合理的な根拠は失われていた」。

だから、憲法 14 条 1 項に違反する。 

 平成 25 年決定の論理の概要を三段論法のように言い表すなら、次のようになる。 

 大前提（法規範）：合理的根拠のない差別を定める法律は、憲法 14 条 1 項違反である。 

 小前提（事実）：本件規定は、合理的根拠のない差別を定める法律である。 

 結論：ゆえに、本件規定は憲法 14 条 1 項違反である。 

（3）合理性と総合的判断 

                                                   
59 ただ、遺言による相続分の指定や遺産分割の協議によって民法の定める法定相続分とは異な

る相続分を決めることは可能である。つまり、法定相続分の定めは、相続人の遺産分割の協議

が調わないような場合に、補充的に機能するものである。とはいえ、遺言による相続分の指定

がない場合や遺産分割の協議がまとまらないような場合に、家庭裁判所に遺産分割の請求がな

されると、法定相続分の定めに従って遺産分割がなされることになる。その意味で、やはり本

件規定は、嫡出子と嫡出でない子（やその相続人）の相続分に区別を設ける法律だったのであ

る。 
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 しかし、平成 7 年決定で最高裁は、本件規定は合理的根拠のない差別ではないとしてい

たのである。なぜ、今回は、本件規定に合理的根拠がないとされたのか。一言で言えば、

事情が変わったのである（最高裁自身の言葉遣いとは異なるが、「立法事実が変化した」と

も表現される）。平成 25 年決定法廷意見は次のように述べる。「相続制度を定めるに当た

っては、それぞれの国の伝統、社会事情、国民感情」、「さらにその国における婚姻ないし

親子関係に対する規律、国民の意識」などを、総合的に考慮して決められる必要がある。

ただ、「これらの事柄は時代と共に変遷するものであるから、その定めの合理性については、

個人の尊厳と法の下の平等を定める憲法に照らして不断に検討され、吟味されなければな

らない。」。つまり、一度合理性があると判断されても、その判断は変わりうるのであり、

時代の変化の仕方によっては、不合理との判断もなされうる。例えば、家族のあり方など

に関わる国民の意識は変化したし、平成 7 年決定の時点ではドイツやフランスにおいても

嫡出子と嫡出でない子の相続分に関する差別が存在したが、ドイツは 1998（平成 10）年、

フランスは 2001（平成 13）年に、それぞれ撤廃している。状況が異なるのであれば、判

断も異なりうる。平成 25 年決定はまさにそのケースなのである。 

 では、以前は合理的根拠があるとされた本件規定に、合理的根拠がなくなったとする決

定的な理由は何か。法定意見は言う。本件規定の合理性判断には、昭和 22 年民法改正か

ら現在までの社会の動向や国民の意識の変化、諸外国の立法のすう勢、我が国の法制度の

変化等々、様々な事柄が考慮に入れられるが、「その中のいずれか一つを捉えて、本件規定

による法定相続分の区別を不合理とすべき決定的な理由とし得るものではない」、と。平成

25 年決定は、平成 7 年決定とは結論が異なるが、結論を変えることになった要素を個別具

体的に示すことをしない。結論は、あくまでも「総合的」な考察の結果である。 

 

３－３－４ 意見の相違と個人的判断 

（1）答えは唯一つではない 

 判断を行う際に考慮すべき種々の事柄を挙げた上で、事案に関連する様々な事柄につい

て検討し、総合的な判断を行って結論を導く。これは、日本の裁判所が好んで用いる確立

した手法であり、本件でもそのような手順で判断が行われている。 

 問題は、このような判断の手法の結果として出てくる結論が 1 つとは限らないというこ

とである。平成 25 年決定は 14 名の裁判官全員一致の結論だった（1 名は法務省民事局長

などを務めた経歴があるため、審理に加わらなかった）。しかし、これは論理的に他の結論

を選びようがなかったからではない、と考えるべきだろう。法廷意見の言う総合的判断は、

多岐にわたる詳細な証明のステップを省略したものではない。最高裁の判断手法は、それ

を用いれば必然的に一つの答えが出てくるようなものではないのである。 

 例えば、平成 7 年決定では 5 名の裁判官が結論に反対している。反対意見は、憲法 14

条 1 項は「一切の差別的取扱を禁止しているものではなく、事柄の性質に応じた合理的な

根拠に基づく区別は許容される」との前提をとりつつ、本件規定には合理性がないと述べ

ていた。「合理性がある」「ない」。どちらかの立場が証明の仕方を間違えているというわけ

ではない。平成 7 年決定の反対意見は、合理性の有無について多数意見とは異なる判断基

準を用いている。ただ、この判断基準も必然的に一つの答えを導くようなものではないし、

そもそも採用すべき判断基準は多数意見のものではなく反対意見のものだというのも、証
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明に基づくものではない。もし、厳密な論理的証明に基づいているのであれば、多数意見

は反対意見が用いた判断基準を用いるほかなかったはずである。 

 どのような判断基準を用いるか、ある 1 つの判断基準を採用したとして事案についてど

う結論するか、それぞれに意見の対立があり得ることは法律家にとっては常識だと考えら

れるし、だからこそ最高裁の個別意見の制度があるのだとも言える。重要とされる最高裁

の判断が下されると、それに対して法学者たちが様々な評価を行うのは一つの恒例行事で

あり、そこで結論や理由づけに対する批判が行われるが、ここでも最高裁の「証明の間違

い」を指摘しているのではなく、法学者がより説得的だと考える意見とその理由が提示さ

れているのである。 

（2）評価を含む事実判断 

平成 7 年決定の可部補足意見は、「およそ法律婚主義を採る以上、婚内子と婚外子との

間に少なくとも相続分について差等を生ずることがあるのは、いわば法律婚主義の論理的

帰結ともいうべき側面をもつ」と述べていた。ここで用いられている「論理的帰結」とい

う言葉は、論理学にいう「論理的帰結」とは明らかに意味が異なる。「①人間はいつか死ぬ。

②A は人間である。③したがって、A はいつか死ぬ。」このような推論において、③は①と

②の論理的帰結である。前提①②が変わらないのに結論③が変わることはありえない。も

し、論理学的な意味で婚内子と婚外子の相続分の差が法律婚主義採用の論理的帰結である

なら、法律婚主義を採用しつつ相続分を同じにするのは、論理的には間違っているという

ことになる（もちろん、論理とは別の要素を考慮に入れることによって婚内子と婚外子の

相続分を同じとするのは、現実の政策として可能である。）。法律婚主義は廃止されていな

い。前提が変わらないのに結論が変わるのであれば、そもそも以前の結論は論理的帰結で

はなかったのである。 

 一方、平成25年決定の違憲の結論が論理学的な意味での「論理的帰結」であったのかと

いうと、それも違う。理由の1つに「国民の意識の変化」が挙げられているが、根拠となる

統計資料のようなものが示されているわけではない。何を根拠に、多数意見は国民の意識

が変化したと述べたのだろうか。国民の意識と言いつつ、自ら価値判断ないし評価を行っ

たのではないか。 

もちろん、仮に資料があったとしてもその信頼性は問題となり得る。例えば、世論調査

を行ったとしても、恣意的な操作や誤りが含まれる可能性はつきまとう60。しかし、根拠資

料が示されないのでは「国民の意識の変化」が本当に生じているのか検証のしようもない61。 

 また、ドイツやフランスが相続分の区別を撤廃したとしても、論理必然的に日本での区

別が不合理になるわけではない。平成25年決定は「現在，我が国以外で嫡出子と嫡出でな

い子の相続分に差異を設けている国は，欧米諸国にはなく，世界的にも限られた状況にあ

る。」とするが、外国の例を日本にそのまま当てはめることはできないと言うこともできる

し、現に最高裁は以前そのように述べたことがある。国家公務員の政治的行為を禁止し違

                                                   
60 谷岡一郎『「社会調査」のウソ』（文藝春秋、2000）参照。 
61 また、そもそも憲法判断は、多数派の意見に沿って行われてはならない場合が多い。立憲民

主主義の下では、多数決の結論でも覆ることがある。例えば、多数派の不当な差別意識を基礎

とした法令が定められた場合のように、多数決によって少数者の権利が不当に害される場合は、

多数決で決めた法律であっても、憲法を根拠として違憲無効とされる。 
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反に対して刑事罰を科す国家公務員法の合憲性が問題となった猿払事件で、一審判決は国

家公務員法を違憲だと判断し、「米合衆国においては勿論その余の近代民主主義国家におい

て公務員の政治活動禁止違反の行為に対し刑事罰を科している国はない」などと述べた62の

だが、最高裁はそのような判断の仕方を批判し、合憲判断を下している63。「外国の立法例

は、一つの重要な参考資料ではあるが、（…）それをそのままわが国にあてはめることは、

決して正しい憲法判断の態度ということはできない。」と。 

裁判官の判断には、事実の評価が含まれる。平成 25 年決定で言えば、ドイツやフラン

スで嫡出性に基づく相続分の区別がなくなったことや国民の意識の変化その他についての

事実の確認、それらは区別の合理性を失わせる事実だという事実の評価が行われている。

事実の評価について、平成 25 年決定を例にとると、事実から直ちに区別の合理性は失わ

れたという結論が導かれるわけではない。例えば、海外で相続分区別が廃止された事実を

認めれば自動的に区別が不合理となるわけではない。海外の事情以外の国民の意識の変化

その他の事実についても同じである。事実を積み重ねただけで区別の不合理性が結論され

るわけではなく、それらの事実が区別は不合理であるとの結論の根拠となり得るという評

価が加わっているのである64。 

そもそも最高裁は、事実認定を行わない。下級審が確定した事実を前提に判断を行う。

事実認定に不備があるとして下級審に差し戻す場合はあるが、基本的には下級審が確定し

た事実を基に法的な問題について判断する。上に見た事案では、同じ法規定について同じ

基準を用いて憲法判断が行われているにもかかわらず、合理性や明確性の有無について意

見が分かれた。このような判例は枚挙に暇がない。 

他にも例えば、政教分離原則違反かどうかが争われ、最高裁多数意見は憲法違反と判断

したが、合憲だとする反対意見が示された事案がある（最大判平成 22 年 1 月 20 日民集

64 巻 1 号 1 頁）。この事案で多数意見は、市有地を無償で神社の敷地として貸与すること

が憲法の定める政教分離原則に違反すると判断した。一方で、反対意見は、本件市有地の

利用提供行為を政教分離原則違反とする「多数意見は、日本人一般の感覚に反するもので

あり、到底賛成することはできない。」と言う。両者ともに、「一般国民の意識」を持ち出

すが、統計資料などはなく、一般国民とは誰なのかも不明である。 

裁判官達は、司法的決定を導く小前提としての事実の判断の際、何らかの評価を加えて

いる。そして、その評価は人によって異なる場合がある。事実の評価について裁判官の意

見が一致しない場合、裁判官の多数決で、裁判所の判断が決まる。そして、裁判所の事実

認定は宣言型の性質を有するので、それによって世界が変わる。 

 これに対し、「裁判官による事実認定は、あくまで裁判所の判断を導くためのものであっ

て、裁判限りの事実である」と言う向きもあるかもしれない。確かに、「一般国民の意識」

について裁判所が何らかの判断をしたからと言って、現実に国民の意識が代わる（生まれ

                                                   
62 旭川地判昭和 43 年 3 月 25 日下刑集 10 巻 3 号 293 頁。 
63 最大判昭和 49 年 11 月 6 日刑集 28 巻 9 号 393 頁。 
64 本稿は、以上のすべての場面において裁判官の個人的判断の余地があり、そこで裁判官は司

法権という権力を用いて決定を行っているという立場に立つ。事実についても、裁判で認定さ

れる事実が現実に起きたことと同じであるとは限らない（例えば、違法に収集された証拠は裁

判上の証拠となりえない（違法収集証排除原則））。 
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る）訳ではない。しかし、裁判所による宣言が世界を変えてしまう場合もある。例えば、

「A は B という人物は殺人を犯した」という事実認定を根拠に A に死刑判決が下されると

A は死すべき人となる（刑が執行されると、A は現実に死ぬ）。事実に関わる裁判官の判断

が現実の世界を変えることが、実際にあるのである。 

 

３－４ 心の状態の認定 

 裁判官は、人の心の状態も事実として認定する。この認定について、現に存在する状態

との対応関係で真偽が語れるだろうか。 

裁判では、犯行の動機や精神的損害（心の痛み）など、心の状態が事実として認定され

ることがある。公判廷における自白が問題となった古い事案で、最高裁は「被告人の発言、

挙動、顔色、態度並びにこれらの変化等」から、自白の真実性や任意性を判断できると述

べた65。いかにも行動主義的な発想に見えるが、この前提は今でも維持できるのだろうか。 

裁判官（裁判所）は様々な場面で、他人の心の状態を事実として認定している。そこで

は、心理的に強い圧迫を感じた、苦痛を感じた、自発的に本当のことを言っている等、人

の心の状態が事実として語られている。 

ただ、現行の日本の法制度では、裁判官は心理学等、人の心に関わる理論を一切学ぶ必

要がない。裁判官による心の状態の認定は、誤りの可能性を含むのではないか。裁判官は、

今のところ、完全とは言えない方法の下で、心の状態を認定していると思われる。 

それでは、心理学などの心に関わる研究が発達し、裁判官がそれを学べば心の状態の正

確な認定はできるのだろうか。 

サールは、心的状態 mental state の特徴の 1 つは、主観性にあると言う。「この主観性

をはっきり示すのは、私の痛みを私は感じることができるが、あなたは感じることができ

ないといった事実である。」（Searle 1984, p.16）。「意識状態――主観的、一人称的存在論

をともなった意識状態――は、現実世界における現実の現象である。（…）また、意識は神

経生物学的な基盤にも還元できない。なぜなら、そのような三人称的な還元は、意識の一

人称的な存在論を切り捨ててしまうからだ。」。「心的過程が一人称的な存在論を備えている

以上は三人称的な現象へと存在論的に還元できない」（Searle 2004, p.79）。 

サールの理解に従えば、心の状態を第三者的視点から認定できないとされる可能性がな

いだろうか。一人称的な性質をもつ意識が、三人称的な現象へ還元できないとすれば、他

人の心の状態を客観的事実として認定することは難しいのではないか。 

ここでは問題提起のみにとどめる。裁判官が主観的な心の状態を認定するとき、その言

語行為は主張型の性質をもつと言えるだろうか。 

 
                                                   
65 最大判昭和 23 年 7 月 29 日刑集 2 巻 9 号 1012 頁。 
公判廷における本人の自白が憲法 38 条 3 項にいう「自白」に含まれるかが問題となった事案

である。 
「なお、公判廷の自白は、裁判所の直接審理に基くものである。従つて、裁判所の面前でなさ

れる自白は、被告人の発言、挙動、顔色、態度並びにこれらの変化等からも、その真実に合す

るか、否か、又、自発的な任意のものであるか、否かは、多くの場合において裁判所が他の証

拠を待つまでもなく、自ら判断し得るものと言わなければならない。」。なお、本判決には複数

の少数意見が付いている。 
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３－５ まとめ 

 以上、事実認定が基本的に主張宣言型の性質を持つことを確認しつつ、その真偽を事実

との対応関係で捉えるのが難しいものがあることを見た。既に存在する事実との対応関係

がないもの、あるかどうか疑問が生じる事実認定がある。ここでは、認定者による一定の

評価が加わっていると考えざるを得ない。 

 既に存在する事実との対応を真偽のメルクマールとすると、裁判官が何かを生み出して

いる、主張型の性格を持たない宣言型の言語行為をしている場面が、事実認定にもあるこ

とになる。ただ、対応説にこだわらず、真偽が想定されていることを主張型の特徴と捉え

れば、主張型の性格を否定せずに済むかもしれない。 
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第４章 制定者の意図と法文の内容 

 

 

 法の文言を読むだけでは法の内容がはっきりしないとき、法を解釈するという作業が必

要となる。法解釈によって法内容（法規範）が明確化され、法的三段論法の大前提が確定

する。ただ、法解釈の結論は、解釈主体によって異なることが多々ある。それは、法の文

言の理解の仕方が複数ありうるからである。そして、個別事案における法解釈だけでなく、

解釈の方法一般についても、論争が生じる。 

 法文だけでは法内容が明確ではない場合に、手がかりの一つにできそうなのが、法文を

作った人の意図である。命令が下されたとき、命令の言葉が不明確であっても、命令者の

意図を鑑みることで、命令の具体的内容が明らかになることがあるかもしれない。 

 確かに、話し手が意味することが、発話された文の意味に限られない場合はある。例え

ば、騒々しい訪問客に向かって「ドアはあちらです。」と述べた人が、相手に本当に伝えた

いのはドアの場所ではなく、「あなたは今すぐ出て行きなさい」という内容である場合が挙

げられる（Lycan 2008, p.157）。このような、グライス（Paul Grice）の言う会話の含み

（Grice 1989, chap.2）は、法にも当てはまるだろうか。 

 本章では、法解釈の方法について、法の制定者（立法者）の制定時の意図の視点から検

討する。検討の素材は、哲学の視点から法解釈方法について論じているスコット・ソーム

ズ（Scott Soames）の議論である。なお、以下では、「立法（者）」「法制定（者）」を同義

のものとして、相互互換的に用いる。 

 

４－１ 法文の曖昧さと解釈の必要性 

４－１－１ 法的ルールと法解釈 

 まずは、法解釈に関わる問題を再確認しておこう（第 1 章で詳述した）。一定の法的ル

ールを前提に裁判が行われる場合、ルールの内容が明確でないことがしばしばある。法は

一般的、抽象的な規範であり、適用されるかどうかがはっきりしない境界事例が必ずと言

っていいほど生まれる。H.L.A ハートは、これを法的言語の開かれた構造（open texture）

と呼んだ(Hart 1961, p.124ff.)66。このような性質を法文が持つ場合、法的ルールの内容に

関わる議論は法文を持ち出すだけでは決着がつかず、その法の文言を解釈する必要が出て

くる。そして、その解釈の仕方が人によって異なるという事態が多発する。 

 

４－１－２ 憲法解釈（Roe 判決） 

多くの憲法条文も同じく解釈を必要とするが、一般に、憲法の条文の多くは抽象的な文

言を使っており、解釈の幅が大きい。また、違憲判決は議会や行政府の決定を覆すもので

あることから、政治的、社会的影響が大きい。 

裁判所による憲法解釈が大きな政治的、社会的問題となっているアメリカの例として、

Roe 判決（Roe v. Wade）67がある。この判決は、合衆国憲法修正 14 条１節を根拠に、プ

                                                   
66「境界事例での不確定性は、（…）一般的な分類用語を用いることに伴う代償である」。ibid.128.  
67 Roe v. Wade, 410 U.S. 113 (1973). 
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ライバシー権の一内容として女性が中絶を選択する権利が保障されていると判断した判決

である。Roe 判決は、主に宗教的理由から中絶の禁止を訴える人々から大きな批判を受け

ており、判例変更すべきかどうかが、未だ大統領選などで争点となっている。 

合衆国憲法に「プライバシー権」という文言は存在しない。プライバシー権の根拠は、

合衆国憲法修正 14 条１節の中の「（…）いかなる州も、人から法のデュープロセス〔適正

手続〕によらずして生命、自由もしくは財産を剥奪してはならない。（…）」という文言で

ある。この文言を根拠にプライバシー権を認め、さらにプライバシー権の一内容として女

性の中絶権が保障されていると、連邦最高裁判所は判断した。 

この法文がプライバシー権を保障していると捉え、プライバシーの一内容として女性に

中絶を選択する権利を認めたことが、「裁判所による解釈の限界を超えた。」と批判される。

批判の根本には、批判者の宗教的信条があるのかもしれないが、少なくとも法律家は、神

の教えを持ち出したりはしない。法律家による批判は、修正 14 条には「プライバシー権」

も「中絶を選択する権利」も明示されていないことを手がかりとする。 

違憲審査権が行使され、憲法の曖昧な文言を根拠として、法律等が違憲とされると、政

治的、社会的に大きな問題が起きる。Roe 判決はその代表例である。論争が生じる主な要

因は憲法の規定の曖昧さであり、曖昧な文言の解釈の仕方について意見が分かれることに

ある。 

そして、Roe 判決のように曖昧な文言を根拠としてなされた決定に対しては、「裁判官が、

憲法解釈の名の下に、憲法の文言の抽象性を利用して、裁判官自身の道徳的信念や価値判

断を混入させている」という批判がなされることが多い68。（価値判断が客観的でありえな

いという立場が当然に採用できるものではないことについては、第５章で検討する69。）。 

 

４－２ ソームズの法解釈理論と判例批判 

ソームズも、Roe 判決を批判する立場をとる。 

４－２－１ 法制定者の意図 

「連邦憲法は中絶権を保障していない」という主張の代表的な例として、連邦憲法を起

草、制定、採択した人々の頭には、中絶権の保障などなかったというものがある。そして、

ソームズの批判は基本的にはこのラインに乗っている。 

ソームズの論法は、簡単に言えば、「命令の内容について、命令の受け手は命令者の意図

に反する解釈をすることはできない」のと同様に、裁判所は、法の内容について、立法者

の意図に反する解釈をすることはできない、というものである。 

あなたは、私の発言をあなた自身の道徳的、政治的見解に沿うように再解釈する資格

を持たない。それは単純に、私の発した文の意味は、私の発言の内容を完全に決定する

                                                   
68 ただし、この批判に対しては、憲法解釈によって中絶権を認めることはできないという主張

もまた、ロー判決の批判者自身の中絶は認めるべきではないという道徳的信念や価値判断に基

づくという反論もなされる。 
69 彼らの言い分はこうである。「憲法に明示されていない権利が憲法解釈によって導かれると

裁判所は言うが、実際に裁判所が行ったのは憲法解釈ではなく、プライバー権や中絶を選択す

る自由を人々に保障すべきだという価値判断ないし規範的判断から導き出している。しかし、

価値判断は客観的でありえないから、中絶権の保障は結局、裁判官たちの主観的判断の産物で

ある。」。 
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わけではないからである。それと全く同じように、法を適用する裁判官は、法を再解釈

する資格を持たない。それは単純に、関連する法のテクストの言語的意味は、法の内容

を完全に決定するわけではないからである。(Soames 2009, p.404.) 

法文の言語的意味が法の内容を完全に決めるわけではない。そして、足りない部分は法

文を作成した人々、すなわち立法者の意図が補う。修正１４条が定められた１８６８年の

段階で、中絶権の保障など政治的論点にすらなっておらず、修正１４条１節の制定者達は

中絶権を保障する意図などなかった。また、例えば、「修正１４条１節の制定者達は、憲法

制定によって市民の自由を公権力から守ろうとした」という一般的な言い方をすることで、

憲法の明文にないプライバシー権が憲法によって保障されているという結論を導くことも

できない。したがって、中絶権を含むプライバシー権が保障されているという修正１４条

の解釈は誤っている。 

もし、以上のような論法が成功すれば、Roe 判決を誤りだと結論できることになる。 

 

４－２－２ ２種類の曖昧さ 

 以下、ソームズによる Roe 判決批判の前提となる理論的立場を見ていこう (Soames 

2011a)。 

文の曖昧さについて、ソームズは 2 種類の曖昧さがあると言う。第 1 に、文が提供する

情報が不十分であるが故の曖昧さ。文それ自体が提供する情報だけでは文の意味は不明確

だが、文に関わる情報を追加することで文の曖昧さを解消することができる。第 2 は、「若

い」とか「美しい」といった言葉を含み、必然的に境界事例が生まれる文がもつ曖昧さで

ある。この類いの文は、文それ自体が提供する情報以外の情報を追加することで文の意味

を明確化することができない。 

ソームズは法文の曖昧さは第 1 のものであると想定している。法文の意味論的内容、字

義通りの内容だけでは曖昧でも、情報を追加することで法の内容は明確化する。具体的に

は、立法者の意図を考慮に入れることで法の内容は明確になるというのが、ソームズの立

場である。 

４－２－３ 命令者の意図と命令の内容 

ソームズは次のような仮想事例を挙げている（Soames 2011a, p.36）。この事例では、

10 代の女生徒が父親に「知らない人（stranger）の車に乗るな」と命じられている。その

女生徒が、学校が終わってアルバイト先に向かう途中、話したことはないが何度か見かけ

て会釈をしたことのある親切な初老の女性に、「車で送ってあげましょうか」と言われた。

ここで女生徒が初老の女性の車に乗せてもらうことは、父親の指示を破ったことになるの

だろうか。 

この場合、「知らない人」という言葉は確かに曖昧だが、父親の指示の理由を鑑みること

によって、その意味を具体化することができる。父親が「知らない人の車に乗るな」と娘

に命じたのは、娘が性犯罪の被害者にならないためである。そうだとすれば、全く知らな

いわけではない初老の女性の車に同乗することは、父親の命令を破ったことにはならない、

と言えそうである。 
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４－２－４ 法制定者の意図と裁判所による法解釈 

（1）発話媒介的意図 

そして、同様のことは法文の曖昧さについても当てはまる。子供が知らない人の車に乗

ることを禁じる法律があったとしよう。この場合、「知らない人」等の法律の文言の曖昧さ

は、例えば性犯罪防止という制定者の意図や目的を考慮に入れることで、解消に向かう。

つまり、法の文言は、その文言を作った人の意図や目的を鑑みることで、意味が明確化す

るのであり、その点で、「美しい」などの、最初から境界事例が生まれる可能性を含む言葉

とは違うのである。 

ソームズは、法の内容を明らかにする際、法文の意味論的内容だけでなく、語用論的観

点から、法文の作成者すなわち立法者の意図を考慮に入れるべきだとの立場をとる。ここ

で言う立法者の意図は、主張意図を超える、理由やより大きな目的とされている。別の言

い方をすれば、法を制定する際の発話内意図（illocutionary intentions）だけでなく、発

話媒介的意図（perlocutionary intentions）にも着目すべきだと、ソームズは言うのであ

る（Soames 2011a, p.43）。 

 そして、曖昧な法文の解釈をする際、裁判官はあらかじめ存在する法内容と制定目的に

よって厳しく制限されている。また、法を制定する目的を特定することは多くの場合可能

で、しかもそれは主として記述的な作業で規範的判断ではないと、ソームズは言う

（Soames 2011a, p.53）。裁判官が、法的議論とは別に、例えば女性の中絶の権利を認め

るべきかどうかという規範的判断を行うことはできないし、裁判官が規範的判断を行う場

面があるとしても、それは事実として存在する法制定者の意図ないし制定目的に拘束され

るのである。 

 ただ、現代の立法者は議会などの集団である。したがって、立法の動機は個人的で多様

である可能性があること、それらを集計したり集団ないし多数者の最大の動機を特定した

りするのが困難な場合もありうる。ソームズは、「ある法ないし法規定の目的は、法または

規定の制定を実際に導いた要因ではなく、（…）採択を正当化するために公然と（publically）

示された主要な理由である。」という（Soames, 2011b, p.250）。つまり、解釈の根拠とな

る立法理由は、外部から確認可能なかたちで表に出されたものである。 

（2）一般化の限界 

 また、立法目的は一般化しすぎてもいけないとされる（Soames 2011a, p.55）。先に見

た知らない人の車に乗ることを禁じる法律の目的は「性犯罪防止」であったが、この目的

はより一般的に「犯罪防止」だという言い方もできる。しかし、女生徒のアルバイト先の

店のある地域の治安が悪く、店が強盗の標的になるかもしれないとの理由で、そこで働く

ことが、知らない人の車に乗ることを禁止する法律を破るというのは、誤った解釈である。 

 

４－２－５ 判例批判 

 以上を前提として、ソームズは合衆国連邦最高裁の判例を批判する。Roe 判決は憲法が

プライバシー権を保障していると判示した Griswold 判決70を前提としている。この判決

（避妊具の使用を禁止する州法を違憲と判断した。この判決もまた、宗教的信条から受け

                                                   
70 Griswold v. Connecticut, 381 U.S. 479 (1965). 
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入れられない人々がいる。）は、様々な権利保障がプライバシーの領域をつくり出すと述べ

ている。例えば、不合理な捜索や逮捕・押収に対して住居等が保障されるという人民の権

利（修正 4 条）は、住居に不当に立ち入られないという意味でプライバシーに関わる規定

である。その他、修正 3 条（平時における兵士の家宅宿営の禁止）や修正 5 条（刑事手続

において自己に不利な証言を強制されない権利）も持ち出され、様々な保障からプライバ

シーの領域が生み出されると説明されている。 

しかし、ソームズは、避妊具の使用の自由や中絶権を含むプライバシー一般を保障する

一般的権利の規定は、アメリカ憲法にはないとして、判例を批判する。プライバシーを保

障するとして持ち出された諸規定（修正 4 条など）の元々の規定内容は、Griswold 判決や

Roe 判決で問題となった法律を違憲とすることを意図していないと言うのである。 

 

４－３ 言語行為としての法制定 

４－３－１ ソームズ理論の分析 

以上のようにソームズは、法文が曖昧であっても、立法者の意図を特定することで、法

の内容を一定程度明確化することが可能で、法を適用する裁判官は立法者の意図に反する

解釈を行うことはできないと言う。この主張は、ソームズの次のような複数の（相互に重

なり合う）想定ないし主張に裏づけられている。 

(ア)法の制定は言語行為であり、制定者の意図を伝達する。 

(イ)法の内容は法文の意味論的内容だけでは決まらない。立法者の意図も法内容の重要な

要素である。 

(ウ)立法者の発話媒介的意図が、発話された文（法の規定）の解釈の仕方を拘束する。 

(エ)法文の曖昧な文言は、立法者の意図を明らかにすることで、その意味が明確化する。 

(オ)立法者の意図の探求は、既に存在するものを記述する作業である。立法者の意図はそ

れを探求する人の評価によって左右されない。 

(カ)裁判官は、法解釈の際、制定者が意図していなかった内容を読み込むことは許されな

い。 

(キ)法解釈を拘束する立法者の意図を一般化しすぎてはならない。 

 

 このような想定が法制度の外で行われる発話に妥当するかどうかの問題はある。例えば、

（イ）（エ）（オ）は次のように言い換えることができる。（イ）「発話された文の内容は、

文の意味論的内容に限定されず、発話者の意図が文の内容の重要な要素となる」、（エ）「曖

昧な文言は、文の発話者の意図を明らかにすることで、その意味が明確化する」、（オ）「発

話者の意図の探求は、既に存在するものを記述する作業で、発話の受け手の評価に左右さ

れない」。これらは当然に前提としうるものではなく、その想定の適切さは議論の対象とな

る。 

 ただ、ここではソームズの主張が（アメリカの）法制度を前提としたものであることか

ら、法制度に関わる主張として妥当かどうかを問題とする。 

 

４－３－２ 法の制定は制定者の意図の伝達か ―― Marmor の見解 

 法解釈は、立法者の発話内行為意図だけでなく、発話媒介的意図にも拘束されるという
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ソームズの議論は、法の制定が言語行為であり、制定者の意図を伝達するものであること

を前提としている。ただ、この前提をとれるかどうかは議論の余地のあるところである。 

（1）明示されていない意図 

ソームズの主張を検討するにあたり、まずは法文などに明示されている法の制定目的と

そうでないものを区別する必要がある。ここで扱う立法者の意図は、法文に表れていない

ものである。法令の中には、立法目的が明文で示されているものも多い71。そのような法

令の、個別の法規定の解釈に際して、目的規定を考慮に入れて個別の法規定を解釈するこ

とは当然可能であるし、むしろそうすべき場合が多いだろう。問題は、法文に表れていな

い立法者の意図を、法解釈の仕方を拘束するものとして扱うことにある。そして、法文に

明示されていない立法者の意図は特定が難しい。 

（2）集団としての法制定者の意図 

立法者の意図の特定が困難であることの主な原因の 1 つは、立法者が集団であることに

ある。例えば、行政府の関係省庁が様々な利害関係人と議論しつつ、新しい法律の原案を

書き、内閣の閣議を経て国会に法案が提出され、国会の委員会や本会議での議論の結果、

法律が制定された場合を考えてみよう。この過程のどこかで複数の修正がなされたような

場合、当該法規定の、具体的な適用場面に関わる制定者の意図が明確に特定できないとい

うことが頻繁に起こる。 

ソームズによれば、言語行為の主体が集団であることから生まれる複雑さなどはあるが、

法文の内容は法以外のテクストや言語運用と、本質的には同じ方法で決定されると言う。

（Soames 2011b, p.232.）。そして、彼は、立法者の意図が明確である場合を想定して議論

を進める。しかし、法解釈に関わる論争が起こる場面で、立法者の具体的意図が明確であ

ることは少ない。法解釈に関わる論争のほとんどは、法の文言が大なり小なり抽象的で、

具体的事案において立法者だったらどう解釈適用したかが明確でない場合に起こる。 

ある法令の制定者の発話媒介的意図を重視せよ、という要求自体が不合理だというわけ

ではない。しかし、法制定者の、法文に表れていない発話媒介的意図を法の意味内容の確

定に用いるには、制定者が 1 人で、その 1 人の意図が制定過程で揺らぐことがなかった（か

つ、その意図が詳細かつ明確に記録されている）ような場合に限られるのではないか。現

代国家、少なくとも議会制を採用する国家は、誰か 1 人の意思のみで法ができるような制

度を採用していない。法文の解釈に関わる問題は、法制定者が集団であり、そこから複雑

な事態が生じることを原則として考えるべきなのである。 

では、そもそも、集団としての立法府が法を制定することを言語行為と捉えることはで

きるのだろうか。できる、とする立場の議論を見てみよう。 

 
                                                   
71 例は無数にある。例えば、薬事法は第 1 条で「この法律は、医薬品、医薬部外品、化粧品及

び医療用具の品質、有効性及び安全性の確保のために必要な規制を行うとともに、医療上特に

その必要性が高い医薬品及び医療用具の研究開発の促進のために必要な措置を講ずることによ

り、保健衛生の向上を図ることを目的とする。」と規定する。 
 また、合衆国憲法の前文は次のように定める。「われら合衆国人民は、より完全な連邦を形成

し、正義を樹立し、国内の平穏を保障し、共同の防衛に 備え、一般の福祉を増進し、われらと

われらの子孫のために自由の恵沢を確保する目的をもって、ここにアメリカ合衆国のためにこ

の憲法を制定し、確定する。」。 
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（3）言語行為としての法制定 

以下では、法の制定を言語行為と捉え、法制定を制定者の意図を伝達するものとするア

ンドレイ・マーモー（Andrei Marmor）の議論（Marmor 2014, pp.11-22）を見る。なお、

マーモーは、以前（2014 年まで）南カリフォルニア大学の研究所（Center for Law and 

Philosophy）でソームズと同僚であった。２人の共編著もある72。 

 マーモーは、次のようなシンプルな見解を擁護する。立法者の法制定、裁判官の法的決

定、行政官が行う規制、これらのすべての法形成（lawmaking）は言語行為である。そし

て、「立法者たちが法を制定する集団的行為は、一つの集団的言語行為 （collective speech 

act）である。」（ibid. pp.11-12） 

言語行為は、通常、個人によって遂行される。一方で、法の制定は、個人ではなく議会

という組織ないし集団が行う。そのため、法の制定は言語行為と解することができるかに

関わる第一の問題は、言語行為が人々の集団によって遂行されうるのかどうかである。 

 そもそも、集団が行為するということがありうるか。例えば、（アメリカン）フットボー

ルという競技では、文字通り、集団（チーム）が得点し、試合に勝つ。パスやタックルは、

個々の選手によって遂行されるとしても、その行為は集団の行為と見なされる。集団は、

一定の条件の下で、１つの行為主体として行為する73。 

 ただ、フットボールのプレイは言語行為ではない。もし、言語行為に、集団によって行

うことができない特有の事情があれば、言語行為は集団によって遂行することができない

ことになるだろう。しかし、そのような事情はない。集団のために言語行為を遂行する個

人の発話者は存在するが、一定の仕組みがあれば、集団的言語行為（collective speech act）

は成立する。立法機関（議会）における投票手続は、規則に則って集団的言語行為が遂行

できるよう作られた仕組みである。 

 以上のように、Marmor は、集団は１つの行為主体として行為することができるし、一

定の仕組みがあれば、集団による言語行為の遂行は可能であると、主張する。 

（4）批判的見解 

 グリーンバーグ（Mark Greenberg）は、法の制定が制定者の意図を伝達するものとは

理解できないという立場を採る（Greenberg 2011）。その理由の中心は議会が集団から成

る点にある。 

議会の構成員（議員）が法案に投票し、賛成多数の場合に法が成立するが、投票者の意

図や投票理由は同一ではない。反対票を投じた投票者もいれば、賛成票を投じた人々も多

種多様な意図や理由を有していることが多い。例えば、2000 年の大統領選では多くの人々

がラルフ・ネーダーに投票し、二大政党の候補者のいずれも好ましくないという考えを伝

えている。しかし、これらの人々の意図と、選挙が示した結論（ジョージ・W・ブッシュ

を大統領として選ぶ）は同一ではない。 

また、現実の多くの議員は投票の対象となる法案の文面を読まないことがある。法案の

                                                   
72 Marmor & Soames ed. 2011. Marmor 編著の法哲学論集にもソームズが寄稿している。

Marmor ed. 2012. 
73 サールに従えば、一定の条件とは「C において、X を Y とみなす」という構成的ルールが存

在する場合だと言うことになるだろう。構成的ルールの存在によって、ボールを持った１人の

選手がラインを超えることが「タッチダウン」となる。 
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多さを考えると、投票手続に参加した全ての議員が全ての法案の文面を読んでいると考え

るのは現実的ではない。法案を読まずに賛成票を投じる議員は、その法文について特定の

意図を持っていないと考えるのが自然である（Greenberg 2011, pp.233-241）。 

（5）マーモーの反論 

 これに対し、マーモーは次のように反論する。選挙制度においてカウントされるのは、

投票理由ではない。選挙がカウントするのは選択である。民主主義的制度における投票手

続は、制度の構成員の主観的心理状態を集計するよう作られていない。投票手続は、制度

的決定を生み出す（generate）するよう作られているのであり、必ずしも投票者の主観的

選考を反映しない。立法者たちが一定の議案を承認する投票を行うとき、彼・彼女らは、

機関ないし組織の公的決定としての議決の内容を、伝達する意図を表明しているのである

（Marmor 2014, pp.16-18）74。 

（6）法制定は制定者の意図の伝達か 

 マーモーの主張に従うならば、法の制定は議会という集団による言語行為であり、そこ

には一定の内容を伝達しようとする制定者の意図がある。したがって、法の制定は言語行

為であるという前提で議論を進めることは可能である。しかし、それでもなお、ソームズ

の理論には欠点がある。 

 

４－４ ソームズ理論の難点 

４－４－１ 発話内意図と発話媒介的意図 

ソームズは、発話内意図と発話媒介的意図を区別し、発話媒介的意図も発話された文の

内容を決める要素だという立場をとる。言語行為論においては、発話行為と発話媒介行為

が区別される（Austin 1964, p.94ff）が、ソームズは、発話内意図は発話行為を遂行する

意図、発話媒介的意図は発話によって実現しようとする意図（ないし目的）だと捉えてい

る。 

 発話された文が通常意味する内容と発話者の意図が異なる場合は、確かにありうる。例

えば、パーティー会場で A が B に「出口はあちらです」と述べた時、発話された文は出口

の場所について意味しているが、A はその発話によって B が退出することを望んでいると

いう場合である。また、発話された文が不明確な場合に、発話者が有していた目的（発話

媒介的意図）を考慮に入れることで文をより明確化できる場合もある。 

ソームズが論じるのは、後者である。「知らない人の車に乗るな」と娘に命じる父親は、

「知らない人の車に乗るな」と発話する意図と、娘が性犯罪の被害者になることを回避す

るという意図（ないし目的）を有している。そして、「知らない人」に該当するかどうか不

明確な事案が生じたときは、命令を発した父親の発話媒介的意図（娘を性犯罪の被害者に

しない）を考慮に入れて、「知らない人」という文言を解釈する。「知らない人」という文

言は曖昧であっても、父親の発話媒介的意図という情報を追加することで、その意味は明

                                                   
74 マーモーは、グリーンバーグの立場を法の制定は言語行為ではないと主張するものと理解し

ている。ただ、グリーンバーグの議論の主眼は、法の内容と法制定者が言語によって伝達しよ

うとした内容を同一視する立場に対する批判を行うことにある。法の制定は言語行為であるが、

法内容は法制定者の意図と同一ではない、と主張することが可能であれば、その立場をグリー

ンバーグは否定しないと思われる。 
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確化する。 

 これが法的ルールにも同様に当てはまると、ソームズは言う。「知らない人」の車に同乗

することを禁止する法令が制定されるとき、立法者は「知らない人の車に乗ってはならな

い」という文言を用いる法を制定する意図と、青少年が性犯罪の被害者になることを回避

するという意図ないし目的を有している。「知らない人」に該当するかどうか不明確な事案

が生じたときは、法制定者の発話媒介的意図（青少年を性犯罪の被害者にしない）を考慮

に入れて、「知らない人」という文言を解釈する。「知らない人」という文言は曖昧であっ

ても、法制定者の発話媒介的意図という情報を追加することで、その意味は明確化する。 

 しかし、このような論法はうまく機能しない。以下、ソームズの主張の弱点を指摘する

が、その前に確認しておくべきことがある。ソームズが挙げるのは目的や意図が明示され

ていない命令である。父親が娘に「知らない人の車に乗るな」と命じる場合、「性犯罪に遭

わないように」という意図ないし目的も伝える（あるいは、命令を聞いた娘が父親の意図

を尋ね、父親が返答する）ことが多いように思われる。ただ、この場合は命令の一部とし

て目的が示されているので、文として明示されていない意図や目的を考慮に入れて命令文

を解釈する例には該当しないはずである。 

ソームズの主張には、大きく分けて 2 つの難点がある。第 1 に、意図の特定の困難さを

過小評価している点、第 2 に、明示されていない命令者や立法者の意図に、受け手が従う

べきことを当然の前提としている点である。 

 

４－４－２ 制定意図の特定の困難 

（1）意図の特定の困難 

娘に命令する父親と立法者を同様に考えることは難しい。現代国家における立法者は議

会という組織ないし集団であり、法解釈に関わる問題が生じている法の制定者の意図は、

娘に命令する父親の意図のように具体的に特定できないことが多い。 

そもそも、法解釈の問題は、事案の判断に際し法の内容が明確とは言えず、立法者の意

図もはっきりしない場合に起こることが多い。この場合に、立法者の意図に従うべきだと

主張しても、役に立たない可能性がある。ただ、これは、「立法者の意図を探求し、その意

図に従うべきだ」という主張を排除するものではないだろう。そうは言っても、法を制定

した人々の意図は特定しづらい。その要因の１つは、現代国家において、立法者は１人の

人間ではなく、集団であることにある。 

議会のみが立法府として法を制定する現代国会において、法文に表れない制定者の意図

を特定するのは難しい。議会は議員の集団から成り、法制定時の各議院の主観的意図には

多種多様なものがある。マーモーはこれを認めつつも、法の制定を言語行為と捉え、議会

という集団であっても１つの行為主体として言語行為を遂行することができると言う。そ

こには、法を制定するという議員集団の意図がある。 

それでは、法制定者の意図と法の内容との関係はどうなるのだろうか。マーモーによれ

ば、可決された法の内容の一部は、集団的言語行為によって伝達される。立法者が成功裡

に明示した（successfully asserted）内容が、法内容である。立法者によって示された内

容と法内容との間に隔たりはない。法とは、法が述べていることである。 

ただし、これは、制定法の解釈に関わる問題が、すべて制定行為によって伝達された内
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容によって決定されるということを意味しない。日常の発言と同様、発話者が伝達した内

容によって決まる内容もあれば、未決定のまま残される内容もある（Marmor 2014, 

pp.12-13）。 

マーモーの説明に従えば、法の制定を言語行為と捉えることはできる。しかし、言語行

為を遂行する議員集団の意図として特定できるのは、実際に制定された法の文言を使うこ

とぐらいではないか。法の文言に明示されたものとは別個の具体的意図があり、その意図

が特定されるという想定は、少なくとも現実の法実践を前提にするならば、困難であろう。 

また、議会が意図的に抽象的な法の文言を採用することもある。例えば、ある法案の具

体的事案における解釈適用の仕方について議会で論争が起こり、意見が一致しないため、

法の文言を一般的、抽象的なものにし、具体的事案における結論を特定しないことで、合

意を得るような場合である（Sunstein 1996, pp.35-36）。このような場合、立法者の意図

は、法の解釈適用の仕方を含む具体的事案におけるや結論を特定しないというものだった

と解することになる。では、具体的事案に関する結論を特定するのは誰か。この問いに対

する答えは、法制度のあり方や法によって異なるが、法を執行する行政機関や、法を適用

して法的決定を下す裁判所であることが多いだろう。 

（2）法的議論の戦略的性質 

 法的な議論の戦略的（strategic）な性質も、立法者の意図の特定を困難にする。原告や

被告の裁判の当事者は、協力して真理を探究する訳ではなければ、互いに競ってより早く

真理に到達しようとする競争相手でもない。彼・彼女らは、自分たちの利益のために、自

らに有利な結論を裁判官から引きだそうとする。法廷での主張は訴訟当事者の利益を実現

するためのものであるのが通常であり、裁判当事者は法の解釈や事実認定について、それ

ぞれ異なる主張を展開することになる。法的言説の戦略的性質は、法の制定時や法解釈そ

の他様々な場面で見られる（Marmor, p43ff）。また、法解釈や事実認定について異なる主

張を行うのは、意見の対立する裁判官同士でも同じである。 

（3）憲法の起草者の意図に関わる理解が分かれた一例 

制定者の意図を引用しながら全く異なる結論を主張した例は多々ある。例えば、アメリ

カの連邦最高裁で、公立学校の卒業式で宗教家が祈祷を行ったことが国教樹立禁止（政教

分離）条項に違反するかどうかが問題となったとき、裁判官たちの意見は割れ、両方とも

に憲法の起草者たちの言動を引用しつつ、異なる結論を支持した（Lee v. Weisman, 505 

U.S. 577 (1992). 法廷意見は憲法違反と判断したが、憲法に違反しないとする反対意見が

ある。評決は 5 対 4 の僅差であった。）。違憲だとする立場は、ジェファーソンらが、憲法

は統治機関が宗教を支援することを禁止していると理解し宗教性を帯びた宣言などを拒否

したと述べた。一方、憲法に違反しないとする立場は、祈祷をアメリカ建国以来の伝統だ

とし、起草者たちもそれを認めていたと言う。例えば、ジェファーソンやマディソン、ワ

シントンらが公の場で神の導きに言及したり祈祷を行ったりしていたと指摘している。こ

こでは、互いに持ち出す歴史的事実が異なるし、歴史的事実の評価も違っている。 

制定者の意図を尊重すべしという主張自体が誤っているわけではない。しかし、制定者

の意図の特定は、ソームズの挙げる例（父親の娘に対する命令）のように簡単ではないの

が現実である。そして、制定者の意図が具体的に特定できないときに、どのように法を解

釈するかが問題となったとき、「制定者の意図に従うべきだ」と述べても、問題解決の役に



 68 / 103 
 

は立たない。 

（4）ソームズの想定 

ソームズの法解釈モデルは、法解釈者は多くの場合、一定の法律の目的を識別すること

ができる、という想定に依拠している。繰り返すが、その想定には無理がある。ソームズ

も立法者の動機は個人的で多様である可能性があること、それらを集計したり集団ないし

多数者の最大の動機を特定したりするのが困難なことは認める。その上で次のように言う

のである「ある法ないし法規定の目的は、法または規定の制定を実際に導いた要因ではな

く、（…）採択を正当化するために公的に示された主要な理由である。」（Soames 2011b, 

p.250）。しかし、法解釈に関わる多くの問題は、そのような理由が明示されていない場合

に起こるのである。 

 

４－４－３ 法制定者の意図に従うべき理由 

（1）明示されない意図に従うべき理由 

ソームズ理論の欠点の第２は、法文に明示されていない立法者の意図に従わなければな

らないことを、当然の前提としている点である。 

ソームズは、娘に対する父親の命令を例に、命令者の意図が命令内容の解釈の手がかり

となると言う。しかし、娘が父親の命令時の、明示されていない意図に従うべきことを当

然の前提とはできないのではないか。そもそも、父親の命令に娘が従わなければならない

のは、なぜか。 

同様に、なぜ、法文に示されていない制定者の意図に従わなければならないのか。この

答えは自明ではないのであり、制定者の意図に従うことを、当然の前提とすることはでき

ない。 

法文に明示された以上の立法者の意図に従うべきかどうかは、それ自体議論の対象とな

る。命令者の意図に従うべきかどうかは、命令が前提とする制度がいかなるものであるか

に左右される。同様に、法解釈に際し、法文に明示されていない立法者の意図に従うべき

かどうかは、法解釈の問題が生じている法制度がいかなる制度であるかに左右される。 

（2）法制度理解と法解釈 

 ソームズは、法解釈に際し、法文の意味論的観点だけでなく語用論的観点をも重視して、

立法者の意図を考慮に入れるべきだという立場をとる。語用論的観点の導入自体に、不合

理な点はない。ただ、語用論的観点から法解釈について考えるならば、法解釈が行われる

法制度がいかなる制度かについて考える必要がある。そして、現実にいかなる法制度が確

立していて、そこでの法的実践がどのようなものであるかというのは、それ自身議論が分

かれる問題である。現実の法制度の理解の仕方もまた、解釈問題なのである。 

 ソームズは、Roe 判決につながる重要な先例となった Griswold 判決（憲法がプライバ

シー権を保障していると判示）などの判決を、法解釈は政治的に公平であるという伝統的

モデルにそぐわないと言う。民主主義における裁判所の役割に関わる伝統的理解とは異な

る司法哲学に基づいた判決だと批判するのである（Soames 2011b, 236）。しかし、（アメ

リカの）法制度の伝統的モデルとは何か、法解釈における政治的公平とは何か、なぜ「伝

統的モデル」に従う必要があるのか、民主主義とは何か、民主主義における裁判所の役割

は何かといった問題は、それ自体、議論の対象となる問題であって、特定の理解を当然の
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前提とすることはできない。しかも、第６章で見るように、その議論は政治道徳的に中立

な立場から行うことはできない。アメリカで積み重ねられてきた法実践を政治道徳的に正

当化しつつ、その制度理解に基づいて Roe 判決や Griswold 判決を支持する見解もある。

このことをもってソームズの主張が誤っていると結論することはできないが、ソームズが

自己の見解を擁護するには、一定の政治道徳的議論を展開しなければならない。 

（3）先例拘束性原理 

 また、法文の意味を語用論的観点から明らかにしようとするならば、先例拘束性原理

（doctrine of precedent, stare decisis）を無視することはできない。 

先例拘束性原理とは、裁判所が事案について判断をする際、それ以前の裁判所の判断に

拘束されるというものである。（Williams 2016, p.95）この原理の中心には、「同様の事案

は同様に判断すべきだ」という要請がある。以前に判決が下された事案と同じような事案

なのに、以前とは異なる判決が下されるとか、同様に判断されるとは限らないというので

は、法的安定性や予測可能性を害する。また、法の適用を受ける市民の不平等取扱いにも

つながる（田中 1977）。 

 この原理は、判例法主義／制定法主義という古典的な区別に関係なく、大抵の法治国家

で通用する75（以下、先例と判例を同義に用いる）。沿革的に制定法主義に分類される国々

でも、先例（判例）は拘束力を持っている。法的安定性や予測可能性、平等原則といった、

先例に従うべき理由は、法制度の歴史に関わりなく当てはめるといって良い76。現代の判

例は、議会制定法から独立して存在することは稀で、議会制定法を前提に、その解釈適用

の仕方に関わる先例であることが多い。 

例えば、日本国憲法の条文のどこを探しても、「報道の自由」や「大学の自治」という文

言は見当たらない。しかし、現在では報道の自由は憲法 21 条で、大学の自治は憲法 23 条

で保障されると言われている77。これは、最高裁判所の過去の憲法解釈が拘束力を有する

からである。 

先例拘束性原理はアメリカでも通用している。アメリカ憲法の法文内容について語用論

的観点から考えるならば、過去の裁判所の解釈（先例）の積み重ねで法文の意味が明確化

ないし変容する可能性を考慮に入れる必要がある。もちろん、判例変更はありうる。ただ、

憲法解釈に関わる先例が拘束力を有している状況で、語用論的観点を重視すべきだといい

つつ、先例を考慮せずに憲法解釈について論じるのは、適切ではないと思われる。 

 

４－５ まとめ 

 ソームズが挙げる父親による娘への命令の例は、話し手が１人で、近い将来のことにつ

                                                   
75 判例法主義の国と制定法主義の国の対比が行われることがあるが、現代の法の解釈適用に関

わる問題において、この区別にあまり意味はない（各国の法制度の歴史的沿革の違いの説明に

は役立つ。）。現代国家の法制度には、制定法と判例の両方が存在する。判例法主義の代表とさ

れるイギリスでは、過去に、裁判所が独自に発見した法（コモン・ロー）が議会制定法と同等

の効力を持つものとみなされることもあった。ただ、議会制度が発展するにつれ、法は議会で

制定されるのが原則となっている。 
76 詳細は、拙稿「裁判官が判例に拘束される理由」千葉大学法学論集 29巻 1・2号 558頁（2014）。 
77 最大決昭和 44 年 11 月 26 日刑集 23 巻 11 号 1490 頁（博多駅事件）、最大判昭和 38 年 5 月

22 日刑集 17 巻 4 号 370 ページ（東大ポポロ事件）。 
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いて、述べるものである。一方、法の制定は、複数の人間が行い、またその発話は遠い将

来にも通用している可能性がある。（他にも違いはあるが、）ソームズの論法は、発話行為

の主体や性質の違いを過小評価しているために、法理論として不完全である。 

 法解釈の仕方について言語哲学の観点から論じること自体が、誤りだというわけではな

い。法の制定や法解釈は言語を用いる活動でありながら、法学が言語学や言語哲学を参照

することは、これまでほとんどなされていない。また、憲法解釈方法論についても、「起草

者の意図に従え」とか「制定時のテクストの意味に従え」といった主張がなされ、日本で

も紹介されているが、「意図」や「テクストの意味」に関わる哲学的な議論はほとんどなさ

れていない。このような状況を考えると、ソームズの議論は新しい視点を法学に持ち込む

ものである。ただ、法解釈方法論としては、未だ不完全であると言うしかない。 

 そして、法解釈について論じるには、法制度のあり方を考慮に入れる必要がある。ただ、

この議論は、不可避的に政治道徳の問題と関わることになる。第６章で、それを見る。 
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第５章 価値判断と客観性 

 

 

前章では、アメリカの判例に関わる議論を見た。アメリカにおける憲法判断をめぐる議

論のパターンの 1 つに、価値判断の混入の指摘がある。このパターンは何度も繰り返され

ている。Roe 判決などの論争的な連邦最高裁の判決やそれを支持する学説には価値判断が

含まれていると指摘し批判する。次いで、裁判官が自己の価値判断を議会の価値判断に優

先させてはならないと主張される。そして、憲法解釈が依拠すべきは、価値ではなく、憲

法制定時のテキストの通常の意味であるとか、起草者の意図だとの代替案が提示される。

しかし、それらに依拠する憲法解釈もまた、結局何らかの価値判断を含むことが指摘され

反論される。このような議論が繰り返されているのである。 

 

５－１ 法的判断と事実／価値二分法 

５－１－１ 価値判断を含むことに対する批判 

 まずは、そのパターンの一部を見てみよう。なお、法学の議論においては、客観、価値

中立、正しさなどの言葉が厳密な定義なしで用いられ、論者によってそれぞれの言葉の意

義が異なることがある。 

 ここでは、法的判断に価値判断や評価を含むことに対する否定的見解とそれに対する反

論を紹介する。 

（1）イリィの主流学説批判 

 イリィ（John Hart Ely）は、裁判所が、何らかの定式によって、真に重要なあるいは

基本的な価値を同定して、憲法の開かれた諸規定に内容を与えようとする諸理論を、「主流

学説」と名付け、批判した78。具体的には、自然法や理性（reason）、コンセンサス等を基

礎とする価値に依拠する理論が、司法権による価値の執行を認めるものとして、批判の対

象とされる（Ely 1980, chap.3）。 

イリィは、自然法や理性などから導かれる価値は抽象的で一義的な具体的内容を示すも

のではなく、その内容の具体的確定に際して、裁判官による操作の余地があることを指摘

する。裁判官が価値について語るとき、それが客観的価値であるかのように述べていても、

実際に述べているのは、その人自身の価値であることが多い（Ely 1980, p.44）。自然法な

どを基礎とする価値の同定方法を使うとしても、価値の具体的内容を確定するためには、

最終的には判断を行う者の個人的選択に依拠せざるを得ない。 

イリィが問題視するのは、何らかの価値に依拠することによって憲法解釈が個人的・主

                                                   
78 ここでの「主流学説」という定式化は、イリィの理論が従来の学説とは異なる新しい理論を

提示していることをイリィ自身が強調するためであって、この枠組で憲法学の議論が行われて

いるわけではない。同様に、Ely は、憲法判断の中に価値判断を含ませる理論を「非解釈主義」

と分類し、憲法典に含まれていない規範をも執行しようとする立場だと捉える（Ely1980, p.1）。
しかし、彼が非解釈主義に分類する立場も、憲法の解釈方法を提示しているのであって、憲法

解釈では確定できない何らかの価値を憲法解釈とは別個の方法（例えば、道徳哲学）によって

同定し、憲法判断に用いようとするものではない。憲法解釈の方法に関わる論争は、憲法典を

解釈するかしないかではなく、憲法典をいかに解釈すべきかという解釈内部の争いである（Cf. 
Dworkin1986, p.360）。 
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観的性質を帯びることである。裁判所の憲法解釈が価値に依拠している場合、その解釈は

解釈者の主観的判断の産物であると言える。したがって、裁判官が憲法の解釈適用によっ

て違憲判決を下したとき、その解釈が何らかの価値に依拠しているとすれば、裁判官が自

己の主観的判断によって政治部門の決定を覆したことになる。議会などの政治部門を担う

のは、選挙によって選ばれた人々が中心である。政治部門を担う人々は、自分たちの決定

が憲法に違反しても構わないと考えているわけではない。例えば、議会が法律を制定する

とき、その法律は憲法に違反しないと考えたのである。その法律を裁判所は違憲と言う。

そこにあるのは、憲法の解釈適用に関わる裁判所と議会との見解の相違なのである。この

場合、民主主義的正当性の観点から、選挙によって選ばれた人々から構成される議会の判

断を優先させるべきである。選挙によって直接選ばれていない裁判官の判断を優先するこ

とは、民主主義の観点から正当化できない。 

条項の文言とそれに関わる立法史だけを根拠にして、内容を確定できない場合がある。

そのような条項の内容を確定する際に、意見の対立が生じる。裁判官がこのような条項を

解釈適用する際、何らかの価値に依拠するとすれば、その最終的判断は裁判官自身の価値

判断になってしまう。イリィの批判は、裁判所が主観的判断を行うことに対する批判であ

る。 

それでは、裁判官はどのように憲法解釈を行うべきなのか。イリィの憲法解釈理論はプ

ロセス理論と呼ばれる。これによると、裁判所の役割は結果に着目した実体的価値の選択

と調整ではなく、政治プロセスに生じた機能障害の除去である。（Ely 1980, p.87）。プロ

セス理論は、実体的価値とその決定手続を区別し、裁判所が行うのは手続の矯正だという。

価値の決定は、選挙で選ばれた代表者が行うべきである。代表者による価値の選択に不満

があるなら、投票によって代表者の地位を奪えば良い。 

ただし、このことが言えるのは、代表民主制が健全に機能している場合である。政治プ

ロセスに機能障害が生じている場合は、裁判所がその障害と取り除くことになる。裁判所

に与えられた役割はプロセスの維持であり、実体的価値の選択ではない。裁判所による違

憲審査は、プロセスの維持という役割に適う限りで正当化される。そして、プロセスの機

能に障害が生じているかどうかの判断は、価値判断ではなく手続に関わる判断なので、裁

判官の価値判断ないし主観的判断が混入しない。 

しかし、イリィのプロセス理論が価値判断を免れているわけではない。その指摘は多く

の論者によってなされている79。マーク・タシュネットもその一人である。 

（2）タシュネットのイリィ批判 

 タシュネット（Mark Tushnet）は、イリィによる主流学説批判は支持しながらも、そ

の批判が同じ理由でイリィ自身の理論にも当てはまると言う。イリィは裁判所による違憲

審査は価値中立的でなければならないと主張し、イリィ以前の学説は価値中立的判断を導

くことができないと批判した、とタシュネットは理解する（Tushnet 1980, 1037ff）。 

 しかし、イリィのプロセス理論もまた、イリィが批判の対象としている理論と同じよう

に、価値判断の混入を防げない（Tushnet 1980, 1045ff）。政治プロセスで生じる機能的な

障害を特定し除去しようとするならば、判断の前提として、あるべき政治プロセスを想定

                                                   
79 例えば、Tushnet 1980, Dworkin 1985, chap.2。 
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する必要がある。しかし、政治プロセスがどのようなものであるべきかについて、憲法の

規定を根拠にした一義的な解答が導かれるわけではない。また、その答えは一定の守られ

るべき政治参加の価値を前提とする。あるべき政治プロセスとは何かは不確定であり、そ

の故に、政治プロセスの機能の障害除去に関わる裁判官の判断には、主観的判断が含まれ

ることになる。また、一定の政治参加の価値を前提とした議論から導かれた結論は、価値

中立的ではありえない。 

イリィは、裁判官は実体の問題ではなく手続の問題にのみ関与すべきだと言うが、これ

が純粋に形式的な手続の問題ならば、すべての人々が平等に政治プロセスにアクセスでき

るのであれば、政治参加に関わる要請は満たされることになる。すなわち、政治的主張を

行う自由が認められ、投票の機会が平等であれば、平等な政治参加の権利が保障されてい

ることになる。 

しかし、これだけでは、敵意や偏見によって永続的に少数者の立場に置かれる人々を救

うことはできない。例えば、黒人が白人と同様の発言権と投票権を有していたとしても、

黒人に対する偏見を持った白人が多数者であれば、いつまでも黒人に不利な決定が下され

続ける。これが、「切り離され孤立した少数者」の問題である。 

 イリィは、このような場合も民主的プロセスが信頼に値しない場合として、司法審査の

行使を認めている（Ely 1980, chap.6）。そして、イリィの理論が価値判断を免れていない

という批判は、主にこの判断領域での不確定性についてなされている。つまり、多数者と

同様の政治参加の権利を有しながらも抑圧され続ける少数者をなぜ救済する必要があるの

か、どのように救済するのかの議論を、価値判断抜きで行うことは不可能だと批判される

のである。 

 イリィは、価値判断を含むことになる憲法解釈方法論を批判した。その批判は、裁判官

に価値判断をさせることは裁判官の主観的判断を許容することと同じだ、という点に向け

られていた。しかし、タシュネットの言うように、イリィの理論も一定の価値を前提とし、

裁判官の主観的判断を許容するものであるとすれば、イリィによる学説批判は、そのまま

自己の理論に跳ね返る。タシュネットにしてみれば、イリィは批判には成功したが、代替

理論の提示には失敗したのである。 

 タシュネットは、裁判官の判断を拘束するための一般理論の提示は行わない。むしろ、

そのような理論は不可能だという（Tushnet 1980, p.1057, p.1060ff）。タシュネットは、

裁判官も他の統治部門の構成員と同様に、自分勝手な存在であり、裁判官の裁量を理論に

よって拘束することはできないと言う。「我々には、裁判官の意思がグランドセオリーの合

理主義によってコントロールされうると、考える理由がほとんどない。」（Tushnet 1981, 

pp.415-424）。 

 タシュネットは、イリィのプロセス理論と同様、原意主義や中立性原理、道徳的価値理

論に基づく司法審査理論も採用し得ないものとして批判する（Tushnet 1988, chap.1-4）

が、そこに一貫してあるのは、判断の不確定性に対する批判である。例えば、憲法解釈は

憲法の規定の制定者や起草者の意図に従って行うべきだと主張する原意主義は、過去の

人々の信念や意図を確定的で同定可能なものとして想定しているが、過去の人々の考えて

いたことを異論の余地なく同定することはできない。過去の事柄について語るには、解釈

の作業が不可避である。しかし、解釈の作業は複数の答えを生むことがあり、しかもそれ
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らの内どれがより正確かを決めることはできない。この不確定性の故に、原意主義者は、

自分たちが求めるようには、裁判官の判断を拘束することができない（Tushnet 1988, 

pp.23-45）80。 

 

５－１－２ 法学における二分法の弊害 

 イリィとタシュネットは、価値判断などを含む言明の客観性を否定する。ここに繰り返

されるパターンの原因がある。他者の法解釈に価値判断や評価が含まれていることを指摘

し、客観的でないと批判する。しかし、自分が提示する解釈方法もまた価値判断が含まれ

ると指摘される。このような議論は、価値判断や評価を含む言明は客観的ではありえない

という前提を採っている。ただ、その前提は当然視できるものではない。 

 イリィらの法学者が想定する客観性は、人間の主観的判断から完全に独立した「そこに

ある（out there）」（Ely 1980, p.48, p.63）何かを参照することで実現されるものである。

この意味での「客観性」を達成した理論や解釈は、個人的な考え方を異にする者同士でも

同じように受け入れざるを得ない。反対に、ある程度合理的な異論・反論が可能な理論や

見解は、個人的・主観的なものでしかなくなる。 

 「価値判断の正しさは証明不可能である。したがって、価値判断は客観的ではなく主観

的である。価値判断を含む法的判断は客観的ではない。」。イリィに限らず、法学ではこの

ような前提が当然視されることが多い。しかし、現実の法的判断には価値判断や評価が含

まれる。そして、価値判断や評価を必要としない法的判断の方法が発見される見込みは、

ない。 

 法的判断における客観性の問題は、毎度のように、同じ壁にぶち当たる。本稿は解決法

を示すものではないが、１つ指摘できるのは「価値判断は主観的である」という前提は、

絶対ではないということである。 

以下、パトナムの事実／価値二分法批判を見る。 

 

５－２ パトナムの事実／価値二分法批判 

 ヒラリー・パトナム（Hilary Putnam）は、論理実証主義流の事実／価値二分法、すな

わち（分析的言明を除いて）検証可能性をもつ言明だけが有意味であって価値判断等に関

わる言明を無意味だと断じる事実／価値二分法を批判した。彼は、事実と価値を区別する

こと自体は否定しないが、両者が完全に切り離され二者択一関係にあることは否定する。

                                                   
80 裁判官の主観的判断を排除する理論は存在しえないと、タシュネットは言う。そもそも、彼

は、法的判断の政治的判断からの自律性ないし独立性を否定する学派に属する。 この学派は批

判的法学研究（Critical Legal Studies）を自称し、法的判断の公正中立性や客観性を否定する。

（中山 2000、第 4 章も参照）。 
 タシュネットは、憲法判断の客観性の存在を否定し、憲法判断は政治的判断と切り離すこと

ができないという立場をとる。ただし、タシュネットの議論は、裁判官は好きなように主観的

判断や政治的判断を行えば良いという方向に進むわけではない。彼は、裁判所から憲法を取り

上げるべきだと言う。すなわち、裁判所に憲法の意味に関する最終的な決定権を与えることを

やめ、裁判所の外にいる人々、特に人民による憲法解釈を重視すべきだと主張する（Tushnet 
1999a）。（この主張は、違憲審査権が憲法に明示されていない（違憲審査権を憲法解釈によっ

て導いている）という、アメリカの事情を前提とする議論である）。 
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例えば、「残酷な」のような濃い倫理概念の適用場面のように、事実と価値が絡み合ってい

て相互依存的な場合が数多くある。また、世界の記述を目的とする自然科学も首尾一貫性

などの価値を前提としている。したがって、論理実証主義流の事実／価値二分法は擁護で

きない。また、この二分法を前提として価値判断は客観的でありえないと主張する立場も、

放棄されなければならない。 

 パトナムは、事実／価値二分法（二元論）が現実世界に重大な影響を与えているとして、

経済学における二分法の影響について検討している。その理由は経済学が政府機関などの

決定に直接関与するからであり、二分法から生じる問題が現実の死活問題だからである。

そして、このことは経済学だけでなく、法学にも当てはまると、パトナムは言う（ただ、

パトナムは法学に関する自らの限界を認めており、法学における二分法の影響に関する検

討はほとんど行われていない）。 

 以下では、パトナムの事実／価値二分法批判の概要を見る。ここで「事実」と対置され

るのは、価値（判断）、評価、倫理である（パトナムは、少なくとも事実／価値二分法批判

の場面では、価値判断（value judgment）と評価（evaluation）を特に区別していない

（Putnam 2002, p.185(index)）。価値、評価、倫理をそれぞれ厳密に定義し、区別すべき

場面もあるかもしれない。ただ、ここでパトナムが批判の対象としているのは、（分析的言

明を除いて、）検証可能な事実言明とそれ以外を区別し、価値判断や評価を一切含まない事

実の記述のみを有意味だと主張する立場である。 

 客観的な価値判断や評価がどのようにして可能となるのかは、また別の問題として存在

する。ただ、その問題を検討する前に、まずは、価値判断や評価を含む言明や倫理に関わ

る主張を「主観的」だと断じ、価値判断等を含む言明の客観性を否定する二分法を、批判

しておかなければならないのである。問題は検証可能性を有する言明とそれ以外という二

分の仕方であるから、本章でも価値、評価、倫理を厳密に区別することはしない。 

 

５－２－１ 論理実証主義流の事実／価値二分法 

 論理実証主義の考えによれば、価値判断を含む言明は、真偽を問うことができない。以

下、カルナップ（Rudolf Carnap）とエイヤー（Alfred J. Ayer）の立場を見ておきたい。

彼らは、真偽を問うことのできる言明を二種類に限定し、形而上学を排斥しようとする。

二種類の言明の内の一つは、論理分析のみによって形式的に真偽を問うことができる言明

で、数学、論理学が扱う言明はこの種類のものである。もう一つは、検証可能性（verifiability）

のあるもの、つまり経験的事実によって真偽を問うことができる言明である。これら以外

の言明は自動的に無意味となるのであり、形而上学はどちらにも含まれないから、無意味

な疑似言明となる（Carnap 1959, pp.73-78）81。検証可能性のない文章は、まがいもので

ある。文章の表現する命題を検証する方法が知られていなければ、言い換えれば、一定の

条件の下において、どのような観察をしたら当該命題を真あるいは偽と判断できるかが知

られなければ、その文章は無意味である（Ayer 1946, p.35）。 

そして、以上のことは、価値に関わる言明にも当てはまる。「価値とか規範の客観的妥当

                                                   
81 See also, Carnap 1934, p.26. 形而上学、規制倫理学などに属する言明は「検証不可能であ

り、したがって、非科学的である」。 
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性は（…）経験的に検証可能でもなく経験的言明から演繹可能でもない」。価値判断に関わ

る述語に関する経験的基準が示される場合は、そのような述語を含む言明は事実判断にな

るのであって価値判断にはならない。一方、述語に関わる経験的基準が示されないのであ

れば、それらの述語を含む言明は疑似言明となる。「つまり、価値判断を表現する言明を作

ることは全く不可能なのである。」（Carnap 1959, p.77）。 

倫理的価値についての言明は経験的事実についての言明へと翻訳できないから、価値の

問題について論じることは不可能である。したがって、関連事実について意見が一致して

いる状況で、ある行為の道徳的価値に関して意見が一致しない場合は、論証によって自分

の考えを相手に納得させようとする試みは放棄しなければならない。この場合、論争の当

事者のいずれかが間違っているのではなく、それぞれが異なった価値の組み合わせを使っ

ているだけなのである（Ayer 1946, pp.102-113）。 

 

５－２－２ パトナムの事実／価値二分法批判 

 パトナムは、事実と価値、客観と主観を二者択一的に理解し、事実に客観、価値に主観

を対応させる論理実証主義流の事実／価値の二分法を放棄すべきだと訴えた。以下、パト

ナムの主張を見る（Putnam 2002, chap.1, chap.2. Putnam 1981, chap.6）。パトナムによ

れば、事実と価値の二分法はヒュームの二分法、存在から当為を導くことはできないとい

う説の中に暗に含まれていたが、ヒュームには哲学者が道徳について論じることを排除す

るつもりはなかった。これに対し、カルナップの提案は、倫理学を、再構成するのではな

く、知識の領域から追い払おうとするものである。このような意図を有した論理実証主義

者たちが哲学的な仕事をしているのは、「事実」的なものの捉え方についてだけだ、という

のがパトナムの診断である。 

一定の「事実」概念を固定した上で、「事実」によって検証できるかどうかを有意味性の

基準とする見解は、価値に関する真剣な検討に基づいていない。彼らが検討したのは「事

実」の本質だけであり、しかも、その「事実」概念は偏狭な科学主義的、経験主義的なも

のであった。論理実証主義の事実／価値二分法は、「事実」に関する偏狭な科学主義的図式

に基づいていたのであり、価値や価値づけの本質については真剣に検討されていなかった。

「客観性」を事実の記述と同視すべきではない。記述ではないが正しさや真偽を問題とす

ることのできる言明は存在するのである。 

事実と価値の区別は、両者が二者択一関係にあることを意味しない。「残酷な」のような

「濃い倫理概念」について検討すれば明らかになるが、事実と価値、記述と評価は絡み合

っており、相互依存的である。濃い倫理概念とは、記述的な意味と規範的な意味の両方が

分解不可能なかたちで結びついているものである。濃い倫理概念は、事実／価値二分法を

端的に無視する（Putnam 2002, p.34ff.）。「残酷な」などの語について、記述的な使い方

と評価的な使い方を厳密に区別し、事実の記述の場面では純粋に記述的な使い方をすれば

良いとの立場もあるが、その区別は不可能である。「残酷な」の「記述的」な使い方も、評

価に依存している。 

科学との関連では、価値を純粋に「主観的」といい、科学を純粋に「客観的」だという

人々は、ある重要な事実に目をつむっている。首尾一貫性、もっともらしさ、理にかなっ

ていることなど、科学の理論選択に用いられる諸規準は、認識的価値なのであり、科学は
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これらの価値を現に前提しているのである82。そして、科学が「価値中立的」ではないと

しても、少なくともいくつかの価値は客観的でなければならない。一定の客観性をもつ価

値の存在を否定することはできないのである（Putnam 1981, pp.135-137）。 

 それにしても、なぜ、事実／価値の二分法、しかも価値は合理的議論の対象となり得な

いとするような分け方が、人を惹きつけるのだろうか。パトナムは、「それは価値判断だ」

と述べ、「それは主観的好みの問題にすぎない」とした方が、価値について徹底的に吟味す

るより、はるかに楽だということを、理由の 1 つに挙げる。しかし、事実／価値二分法が

議論停止装置、さらには思考停止装置として機能するのは、避けるべき最悪の事態である

（Putnam 2002, pp.43-44）。 

 極端な二分法は、「価値判断は主観的である」とか「事実言明は客観的に真となりうる（正

当化しうる）が、価値判断は客観的に真となりえない（正当化しえない）」という立場を生

む。そして、これらの見解は 20 世紀の「現実世界」に重大な帰結をもたらしたと、パト

ナムは言う。その上で彼は、経済学における二分法の影響を検討している。それは、経済

学が政府機関や非政府機関に直接的に関与するからである。事実と価値の問題は、「象牙の

塔」の問題ではなく、文字通り「死活問題」なのである（ibid. pp.1-2）。 

パトナムによれば、以上のことは経済学だけでなく、法学にも当てはまる。ただ、パト

ナムの法学に関わる議論は少ない。彼自身、法学に関する自らの限界を認めている（ibid. 

p.42, p.64）。 

 

５－２－３ 概念の行使と法的事実 

ここで、パトナムが法について述べていることを見ておこう。 

彼は、価値事実を知覚する感覚器官はないという価値／事実二分法の擁護論に対し、次

のように反論する。例えば、人が「友好的」であるのは、どのように知覚されるのだろう

か。友好的な人を見るためには、あらかじめ我々が「友好的」という概念を獲得していな

ければならない。知覚は無垢ではない。友好的という概念を獲得して初めて、我々は人が

友好的であるのを見ることができるのである（ibid. p.102）。これは、法的事実にも当ては

まる。 

パトナムによると、法的事実は、意味論的事実や倫理的事実と同様、物理主義的な処理

の仕方になじまない。もし、真理として存在するのは物理学の真理だけだとして、物理学

の世界像になじまない真理を否定するのであれば、現に存在することが前提とされている

多くの意味論的事実や法的事実は存在しないことになる。法的事実は、意味論的事実と同

様、物理的な処理ができないが現に存在する事実である。 

そして、法的な問題に対する答えが複数あるとき、それらの答えの優劣をつけることは

不可能だと考える理由はない。我々は様々な探求の際、無から（ex nihilo）出発するわけ

                                                   
82 また、パトナムは、ヨーロッパにはマックス・ウェーバーに由来する社会科学に伝統がある

ことを指摘しつつ、これは事実と価値を区別しつつ、ある種の相互依存関係も承認していたと

述べる。社会科学者がどのような問題を研究するかは価値を含む決定であるが、ひとたび選択

がなされれば、科学的問題に対する答えが科学者の価値体系に導かれてはならないとされたの

である。ただ、ウェーバーは、社会科学における記述に用いられる語も、常に倫理的に色づけ

されているという点は捉え損ねたと、パトナムは言う。Putnam 2002, p.63. 
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ではない。我々が参加する科学、道徳、法の言語ゲームの主要部分は、新しい様々な概念

を考案し、それらを一般的な使用に供することである。新しい諸概念は新しい真理の定式

化を可能にする。概念を獲得して初めて見ることのできる事柄があり、法的問題に関わる

答えもそうした事柄の一つなのである。 

 ただし、より優れているとされる答えの可謬性がなくなるわけではない。パトナムは可

謬主義と反懐疑主義を結合させる立場をとる（この結合はアメリカのプラグマティズムの

主要な特質だと、彼は言う。）（ibid. pp.106-110）。 

 

５－２－４ 法概念と裁判上の事実 

パトナムの言うことは正しいと思われる。確かに、ある 1 人の人間が特定の日時にどこ

にいて、どのような体の動きをしたかという事実のように、法とは無関係に成立しうる事

実は存在する。ただ、それが法的な判断にとって意味のある事実として認定されるときに、

当該事実を人間の評価抜きで確定できるかは、また別の問題である。そして、例えば「正

当な業務行為」や「合理的な根拠」のように、先に概念が存在し、その概念を前提としな

ければ存在しえない事実もある。これらの事実は、人間による概念の行使によって存在し

うるのであり、存在するかどうかの判定には、記述だけでなく評価も必要とされる。この

ことを、日本の法を例に見てみよう。 

 法的事実の多くは、法概念の存在を前提として初めて存在しうる。訴訟で問題となるの

は法的決定にとって意味のある事実であり、法概念と関わりのない事実を語ったとしても、

法的にはあまり意味がない。例えば、刑法の適用のために考案された「未必の故意」とい

う概念を前提として初めて、裁判官は「未必の故意」の有無を検討することができる。 

 そして、法概念の中には、パトナムの言う濃い倫理概念と同様の性質を持つもの、すな

わち規範的意味と記述的意味の両方を分解不可能なかたちで有する概念も数多くある。例

えば、憲法 36 条は「残虐な刑罰」を禁止し、刑法 35 条は「正当な業務による行為」は罰

しないと定める。これらの文言は記述的意味だけで用いられていない。例えば、ある刑罰

が「残虐な」ものかどうかを、価値判断や評価なしで決定することはできないのである83。 

ただし、法文はそのままで用いられるのではなく、解釈という作業によって意味内容が

確定される。憲法 36 条の例で言えば、「死刑は『残虐な刑罰』かどうか」が直接に問われ

るのではなく、「残虐な刑罰」という文言を解釈によって具体化するという作業が、法規定

の適用に先行する。とは言え、解釈によって法の文言が純粋な事実的概念に変貌するわけ

ではない。現在の判例では、憲法 36 条が禁止する「残虐な刑罰」とは、「不必要な精神的、

肉体的苦痛を内容とする人道上残酷と認められる刑罰を意味する」84とされているが、「不

必要な精神的、肉体的苦痛」や「人道上残酷」という文言もまた、規範的、評価的側面を

含む85。 

                                                   
83 パトナムは濃い倫理概念の例として「残酷な cruel」を挙げるが。「残虐な刑罰」の英訳は cruel 
punishment である。日本法令外国語訳データベースシステム

（http://www.japaneselawtranslation.go.jp/law）〔法務省〕参照。 
84 最大判昭和 23 年 6 月 23 日刑集 2 巻 7 号 777 頁、779 頁。 
85 なお、最高裁は、死刑は残虐な刑罰に該当しないと判断している。最大判昭和 23 年 3 月 12
日刑集 2 巻 3 号 191 頁 
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 パトナムの説明に従うならば、第３章で見た「合理性」も濃い倫理概念の１つであり、

規範的意味と記述的意味の両方を有すると考えることができる。「合理性」の有無は事実の

問題であると同時に、価値判断や評価の仕方の問題でもある。 

例えば、憲法 14 条 1 項は法の下の平等を定めるが、これは合理的な根拠のない区別（差

別）を禁止するものだと解釈されている。したがって、憲法 14 条 1 項違反かどうかを論じ

る際に「合理性」の有無の判断は必須なのであるが、「合理性」概念を前提とせずに「合理

性」の有無を判断することはできない。 

そして、「合理性」ないし「合理的根拠」があるかどうかの判断は、価値判断や評価を含

まない記述ではありえない。第３章で見たとおり、最高裁は、婚外子の法定相続分を嫡出

子の半分と定めていた民法旧９００条４号ただし書前段を、「嫡出子と嫡出でない子の法定

相続分を区別する合理的な根拠は失われていた」として、憲法 14 条 1 項に違反すると判

断した86。この決定は、法律婚「制度の下で父母が婚姻関係になかったという、子にとっ

ては自ら選択ないし修正する余地のない事柄を理由としてその子に不利益を及ぼすことは

許されず、子を個人として尊重し、その権利を保障すべきであるという考えが確立されて

きている」と述べて、このことが法定相続分の区別の合理的根拠を失わせていると判断し

ている。ここでは国民の意識の変化が指摘され、上記の考えが確立しているとされている

が、国民の意識や考えの確立について統計的調査などのデータが持ち出されているわけで

はない。ここには裁判官自身の価値判断ないし評価が含まれている、という結論を否定す

る材料はないと思われる。 

最後に、裁判で問題となる証拠について見ておこう。自白や証言、物的証拠などの証拠

が事実認定の根拠となるには、それらが信頼できるものでなければならない。訴訟当事者

は証拠の信頼性（や証拠価値の有無）について議論し、裁判官はその議論を見て、示され

た証拠が信頼できるかどうかを判断する。ここでの「信頼性」は、事実的意味と規範的意

味の両方をもつのであり、評価抜きで信頼性について判断することはできない。伝聞証拠

に証拠とすることはできない（証拠価値がない）とする刑事訴訟法 320 条のように、証拠

として信頼できないものを類型化する法的ルールもあるが、いくら細かくルールを設けて

も、裁判官による評価を必要とする場面はなくならない。 

例えば、殺人事件が起きたとき87、殺害行為が撮影、保存されていることなど、ほとん

どない。裁判上の事実認定は、物事がすべて終わった後に、そして、歴史的事実の記述と

同様、同じことは二度と起こらず、時間的制約もあるという状況の中で、様々な物的証拠

や証言に基づいて事実を確定しようとする試みである。 

そもそも、裁判官は訴訟に関わる事実の多くを自分の目で見ていない。裁判官の仕事の

多くは、訴訟当事者の示す証拠が信頼できるかどうか、証拠から何が言えるかを評価する

ことなのである。そして、その評価の仕方が裁判官によって異なる場合が、現実にある。

最高裁に個別意見の制度（裁判所法１１条）があるのは、裁判官によって同じ事案につい

て意見が異なることがあり、それが容認されているからである。 

                                                   
86 最大決平成２５年９月４日民集６７巻６号１３２０頁。 
87 「殺人」という事実自体、「殺人」という法的概念を前提とする。人間の行為（不作為も含

む）によって人間が死亡する結果が生じた場合がすべて法的な意味での「殺人」なのではない。

刑法には、その他「傷害致死」や「過失致死」など、様々な概念（構成要件）が存在する。 
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５－２－５ 法解釈と価値判断 

 第４章で扱った法解釈もまた価値判断を含む。再度確認すると、法を根拠とした裁判所

の決定は、基本的に法的三段論法の形式をもつ。すなわち、①法的ルール（大前提）と②

事実（小前提）から、③結論が導かれる。例えば、人を殺したものを処罰する法的ルール

（刑法の殺人罪の規定など）が大前提、「A は B を殺した」という事実が小前提となり、「A

を処罰する」という結論が導かれる。 

 ただ、①大前提としての法的ルールも、②小前提としての事実も、形式的機械的プロセ

スによって確定されるわけではない。何度も見てきたとおり、いずれについても、人によ

って見解が分かれることがしばしばある。その原因の 1 つは、①法的ルールの内容の確定

作業（法解釈）や②事実認定に、価値判断ないし評価が含まれるからである。このことは

以前から指摘されてきた。裁判の結論は、評価等を含まない事実の記述と形式的推論だけ

で結論が出るものではないのである。問題は、事実／価値二分法を前提とすると、法的判

断に価値判断や評価が含まれることを認めることが、法的判断の客観性の否定に直結する

ことである。 

 法解釈はしばしば価値判断を含む。法の制定時に一定の価値判断ないし価値の選択がな

されているが、だからといって法制定以後の価値判断が不要となるわけではない。法解釈

と価値判断の問題は法哲学上の大問題であるが、ここでは要点のみを述べる。 

 パトナムはアメリカ人であったが、そのアメリカでは連邦最高裁の判決が政治的、社会

的に大きな論争の的となることがある。その代表例が第４章で見た Roe 判決で、この判決

はアメリカ合衆国連邦憲法修正第 14 条を根拠に女性が中絶を選択する権利を認めた。こ

の判決に対する批判と擁護は、宗教的信条とも密接に結びつくことで非常に激しい論争と

なり、アメリカ社会を二分している。 

 Roe 判決に対する批判の代表は、この判決が、中絶に関わる女性の決定権を認めるべき

だという価値判断に基づいている、という主張である。合衆国憲法には中絶を認める権利

などどこにも明記されていない。裁判官達は、憲法解釈の体裁をとりつつ価値判断を行っ

たのであり、自らの価値判断を根拠として政治部門の判断を覆した、と批判するのである。

そして、憲法解釈は、裁判官の主観的な価値判断が混入しないように行われるべきで、解

釈をするときは、憲法の起草者の意図や制定当時の法文の意味などの客観的な根拠に従う

べきだ等と主張される。 

 しかし、「起草者の意図」や「制定当時の法文の意味」を、価値判断や評価抜きで確定す

ることはできない。仮にできたとしても、今度は、なぜ現在のアメリカの人々が、過去の

起草者の意図や法文の意味に従わなければならないのかを説明する必要が出てくる。そし

て、この説明ないし正当化は、価値判断抜きで行うことはできない。憲法解釈に価値判断

が混入していることを批判する立場も、同じように価値判断をしているのである88。この

ように、アメリカの憲法学は、同じことを何度も繰り返している。まず、一定の憲法判断

の方法が「価値判断を含みうる」という理由で批判される。そして、その批判者が代替案

としての判断方法を提示する。しかし、その方法も同じく価値判断を免れないと論難され

                                                   
88 Dworkin 1985, chap.2. 
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る。この繰り返しである。 

一方で、法解釈に価値判断が含まれることは避けられないとしつつ、その故に法解釈（を

含む法的判断全般）は客観性を持ち得ないとする立場もある。裁判所による法解釈は、そ

の実、裁判官の価値判断、社会的政治的判断の産物であり、客観的に正しい答えなどあり

えない等と結論するのである（e.g. Kairys (ed.) 1982, Introduction.）。 

これら二つの立場、すなわち、法解釈に価値判断が混じることを批判し価値判断を要し

ない解釈方法を模索する立場と、法解釈に価値判断が含まれることを認めて法解釈に関す

る客観的な答えの存在を否定する立場に共通するのは、客観的な価値判断の存在を否定す

る思考である。ここでは、法解釈に価値判断が含まれることを認めつつ、法解釈の客観性

ないし正しさを探究するという道筋はないものとされている。また、これらの立場の多く

は、主観と客観を二者択一的に理解し、ある言明が主観的な要素を含むことの指摘から直

接に、当該言明の客観性を否定する。しかも、法解釈と価値判断の関わり方の態様や程度

を問わず、価値判断が含まれることのみを根拠として、法解釈の客観性を否定する。 

こうした立場の背後に事実／価値二分法があることは明らかだろう。というより、二分

法を前提としないと、価値判断が含まれるからという理由だけで法的判断の客観性や正し

さの存在を否定することはできない。 

 

５－３ 法学における二分法の弊害 

法的判断に価値判断ないし評価が含まれることは、法学において以前から指摘されてき

た。また、裁判が担当裁判官の能力や思想によって左右される部分があるのも、良く知ら

れた事実である89。 

このことを認めた上で、価値判断等の客観性を否定する事実／価値二分論を前提とした

場合、次のような立場が導かれる。すなわち、価値判断等が含まれるのだから法的判断は

主観的であり、法的な問題に関する答えが人によって異なった場合、そこに優劣はない、

という立場である。先に見たように、実際そのような立場はある。 

しかし、少なくとも各国の法実務は、裁判所の決定は裁判官の単なる主観的判断ではな

いという前提をとっている。また、法的判断には一定の客観性ないし正しさがあるべきで、

法的な問題に対する答えの優劣はあること、法的判断に含まれる評価に関連する裁判官の

能力の優劣があることを前提にしている。裁判所の決定は、司法権力を有する人間の独断

ではない。裁判官の判断について、裁判官の好みによって左右される部分があることを認

めることと、すべてが好みの問題だと言うのは同じではない。可謬性を指摘することは重

要である。しかし、その指摘が懐疑主義に直結するわけではない。 

また、何より、「裁判所の決定は裁判官の主観的判断にすぎない」と言うことは、現実の

法的問題の解決に役立たない。現実の法実務を肯定するかどうかは別の問題としてあるが

（例えば法制度改革の提案など）、少なくとも、法的判断の客観性を完全に否定する立場は、

今現在法的解決が望まれている事案に対して適切な助言ができないのである。 

さらに、法的判断の客観性を否定した上で新たな裁判像を描き出そうとする立場を、二

                                                   
89 日本における例として、渡辺ほか 2017。裁判官の思想、信条と最高裁判決との結びつきの

考察も行われている。 
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分法を前提に正当化するのは困難である。例えば、裁判所の判断は社会的政治的判断であ

り、法的思考の独自性や客観性、中立性などないという立場自体、一つの思想的立場であ

る。少なくとも、論理実証主義の言う検証可能性の条件を満たす言明だとは思われない。

法の領域でも、価値相対主義の自己論駁のアポリアという事態が生じるのである。 

あるいは、別の対応として、法的判断から価値や評価に関わる議論を排除しようとする

試みもある。しかし、先に見た通り、この試みは成功したためしがない。価値判断が含ま

れていることを責め立てている批判者の主張もまた価値判断を含む。事実／価値二分法を

前提とする限り、このような議論がいつまでも続くことになる。 

 二分法を前提とすると、法的判断に価値判断が含まれていること自体が非難の対象とさ

れることから、人々は自らの意見の根拠となっている価値判断を隠そうとする。そうする

と、公の場で価値に関わる議論を真剣に検討することができなくなる。そのような事態を

避けるためには、法的判断に価値判断が含まれることを認め、価値に関わる議論を公の場

で行えるようにすべきであろう（Dworkin 1996, p.37）。（このような試みは現に存在する

のだが、お約束のように「価値判断を含む」という攻撃がなされている。） 

法的判断に価値判断が含まれることを認め、人によって結論が異なることを前提としな

がら、法的判断に客観性や優劣があると考えるためには、論理実証主義流の事実／価値二

分法を採用することはできない。価値判断について可謬主義をとりつつ懐疑主義（相対主

義）を否定するパトナムの立場の方が、現実の法的実践に哲学的な理論的基盤を与えるこ

とができるだろう。 

 

５－４ まとめ 

パトナムは、価値判断は客観的でないと主張する立場が擁護できないことは示したが、

様々な価値判断のどれが客観的に真なのかを決定する方法は示していない（Bernstein 

2010, pp.166-167 ）。法実務にとっても、価値判断の客観性の存在や実現方法は重要であ

る。本章では、その検討課題に取りかかる前の問題として、論理実証主義流の事実／価値

二分法を批判するパトナムの主張を見た。 

 本章で示したのは、事実／価値二分法が法学に悪影響を与えることである。事実／価値

二分法が法学（特に日本の）に対し現実にどのような影響を与えてきたかは、別途考察が

必要な課題である。また、論理実証主義批判は法実証主義批判に直結しないことに注意が

必要である。法実証主義を標榜する理論も様々であり、立場によっては、法実証主義の採

用が価値判断を含む言明の客観性の否定につながらない場合もある。 

 裁判の結論は、事実の記述と形式的な論理操作のみで、価値判断や評価を一切含まずに

下されるというイメージは、裁判の現実と一致しない。法解釈や法的事実の認定などの法

的判断に価値判断や評価が含まれることは、法学においても以前から指摘されてきた。こ

こで、パトナムが批判する種類の事実／価値二分法を前提とすると、「価値判断が含まれる

法的判断は主観的なものにすぎず、客観性をもたない」という考えが導かれる。 

そして、そのような考えを前提として、例えば、判決を裁判官のイデオロギーの表出と

して扱い、法的判断の客観性や公正中立性を検討すること自体を無駄な試みだと断じる立

場が生まれる。しかし、このような立場は現実の裁判を適切に説明できない。また、価値

判断の客観性を否定しつつ、法的判断から価値判断を排除しようとする試みも成功しない。
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実際、アメリカの憲法学は、同じことを何度も繰り返している。まず、一定の憲法判断の

方法が「価値判断を含みうる」という理由で批判される。そして、その批判者が代替案と

しての判断方法を提示する。しかし、その方法も同じく価値判断を免れないと論難される。

この繰り返しである。こうした議論状況は、法的判断から価値判断を一切排除すべしとい

う、現実には不可能なことを目標としていることから生じるのだと思われる。 

 事実／価値二分論を前提とすると、法的判断に価値判断が含まれることを前提としつつ、

法的判断の客観性や正しさを追求するという議論の方向性が封じられてしまう。この点で、

二分法が法学にも悪影響を与えるというパトナムの見解は正しい。 
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第６章 ドゥオーキンの法理論 

 

 

 最後に、法哲学者ドゥオーキン（Ronald Dworkin）の法解釈論を見る。 

６－１ 内的視点と懐疑論 

 ハートの内的視点と外的視点の分類を前提とすると、ドゥオーキンが法理論を展開する

際の基本的視点は、内的視点の方である。ドゥオーキンは、現実の法的実践に関わる議論

を純粋な観察者的視点から行うことに否定的である。その姿勢は、彼による外的懐疑論批

判によく表れている（Dworkin 1986, p.78ff）。 

 

６－１－１ 外的懐疑論 

 ドゥオーキンによれば、法的な問題に対する正しい解答はないとか、法的判断は客観的

でありえないという主張には、内的懐疑論と外的懐疑論の二種類がある。内的懐疑論は、

議論内在的な懐疑論である。すなわち、議論の場で前提とされている評価基準を受け入れ

た上で議論に参加し、その上で正しい解答や客観的な答えは存在しないと結論する。一方、

外的懐疑論は、議論にまともに参加しない立場から、正しい解答や客観的な答えは存在し

ないと述べる。 

 何らかの言説や議論について「客観性を有しえない」という批判がなされた場合でも、

批判者の想定している「客観性」と、当該言説や議論を行う当事者が想定している「客観

性」とが異なるのであれば、その批判にとっては意味がない。外的懐疑論は、議論に参加

する人々の視点とは異なる視点から、その議論の客観性について批評するものであり、批

判としての意味を持たないと、ドゥオーキンは言う。 

 ドゥオーキンが定式化し批判している「証明可能性（demonstrability）テーゼ」は、法

や道徳に関わる議論に無関係な基準を論じるものであるとされる。このテーゼは、「命題の

真理性に関わるすべての動かしがたい事実（hard fact）が知られるか規定された後で、あ

る命題を真だと証明できないのであれば、それは真ではありえない。」（Dworkin 1985, 

p.137）と主張する。ここでは、道徳や法に関わる問題の正しさを構成する分子のような

ものが我々の世界に存在し、それらを認識することによって正しさが証明されると想定さ

れている。（Cf. Dworkin 1996b, p.104） 

このテーゼに従えば、「法的ないし道徳的問題について何らかの主張や判断が下されたと

き、その正しさが証明不可能であれば、それらの主張や判断は正しいとは言えない、また

は客観的ではない。」ことになる。ここに、主観と客観の二者択一図式を導入して、ある主

張や判断が個人的・主観的反応に過ぎないとか、法や道徳に関わる問題について正しい、

あるいは客観的な答えは存在し得ないという結論を引きだすこともできる。 

しかし、そもそもなぜ証明可能性テーゼを受け入れる必要があるのか（Dworkin 1985, 

p.137）。世界には動かせない事実しか存在せず、それに基づく証明ができなければ命題が

真になりえないと、なぜ想定しなければならないのか。「法の問題に正しい答えがあるかど

うかは、どのような法的事業がなされているかに、決定的に依存する」（ibid. p.136）。法

的議論が、例えば物理学的証明のようなかたちで行われていないのであれば、物理学のよ

うな客観性を法的議論は持たないと述べても、何の意味もない。 
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６－１－２ 内的懐疑論 

 一方、内的懐疑論は、「一般的な解釈的態度の妥当性は認め、これに依拠した上で、ある

特定の解釈対象についての可能なあらゆる解釈を疑問視」するものである（Dworkin 1986, 

pp.78－79）。これは外的懐疑論のように法解釈に関わる議論の外側で「正しい答えはない」

と論じるものではない。法的議論に参加した上で、つまり法的議論内在的な基準に従った

上で、あらゆる解釈を否定する。つまり、正しい答えの存在は認めるが、それはすべてを

整合的に説明できる解釈など存在しないという答えである。 

 

６－１－３ 正しい答え 

（1）法的実践と正しい答え 

ドゥオーキンは、裁判所が判断する法的な問題に正しい答え（right answer）があると

主張する。例外的に正しい答えがない事案は、あるとしても、アメリカやイギリスのよう

に先例の積み重ねが十分にある国では、ごく稀である、と。 

彼は「裁判事案において提起された法的な問題には、正しい答えがない場合がある」と

いう主張は正当化できないと言う。法的問題には正しい答えがある。この擁護論は、法に

関わる事業・仕事（enterprise）が、正しい答えがあるという想定の下に行われ成功して

いるという事実に依拠している。 

ドゥオーキンの複雑な議論をかなり単純化すれば、彼は次のような主張をしていると言

える。すなわち、対立する立場の説明より、自分の説明の方が法的実践の有り様を正確に

表している、と。特定の法的問題に正しい答えがあるかどうかは、法的事業がどのような

かたちで実行されているかに大きく左右される（Dworkin 1985, p.136）。正しい答えがな

い法的問題があるという立場は、現実の法的実践を上手く説明できないというのである。 

（2）反対説 

ドゥオーキンは、ある種の法的問題には正しい答えがないとする説は単一ではなく、大

きく分けて 2 つの見解があるが、いずれの見解も妥当ではないという議論を展開している

（Dworkin 1985, chap.5）。 

そこで彼は、「神聖を汚す（sacrilegious）契約は無効である」という架空の法律が成立

した場合を、例に挙げる90。この法律の施行後、ある裁判が起こったとする。この裁判で

は、日曜日に署名された契約が、日曜日に署名されたからという理由だけで、神聖を汚す

契約と言えるかどうかが問題となった。裁判の原告と被告は日曜日に契約に署名し、原告

は契約を履行するよう求めているが、被告は、契約が日曜日に署名されたことを理由とし

て、その契約は神聖を汚すものであって無効だと主張している。さて、この契約は有効か

無効か。 

神聖を汚す契約を無効とする法律を通過させた議員たちはどう考えていたかを調べれば

良いかもしれない。しかし、議員らが議決したとき、日曜日に署名された契約の問題を念

頭に置いていた議員はほとんどいない。そして今、その問題に関わる解釈の仕方について

議員の意見は分かれている。どちらが優勢とも言えない。法律の効力が及ぶ地域に住む人々

                                                   
90 現実には、このような立法は憲法の政教分離原則に反する疑いがあろうが、それはここでの

問題ではない。ドゥオーキンは、解釈について意見が分かれる例を提示している。 
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の間でも、やはり意見が分かれている。 

（a）第 1 の見解 

このように、答えを見つけるのが難しい事案（hard cases）では法的問題には正しい答

えがない。そのように主張する第 1 の見解は、当該契約は有効か無効かという問いの設定

自体に誤りがあると言う。実際には、「有効」「無効」の可能性のほかに 3 つめの可能性が

ある。それは「トムは青年か老人か」という質問が「トムは中年である」という可能性を

無視しているのと同じ間違いを犯しているのだ。契約の有効無効の問題も、実際には 3 つ

めの可能性、すなわち契約は有効でも無効でもなく「不完全である inchoate」というよう

な別の可能性があることを無視しているのである。 

言い換えれば、「契約は有効である」を p とすると、第 1 の見解にとって、「p ではない」

を~p で表すことはできない。「p ではない」は r（契約は無効である）や q（契約は不完全

である）を含むからである。裁判官は「有効」か「無効」の二者択一で決定を下すことが

求められるが、現実にはその他の可能性がある。契約が「有効」でも「無効」でもない 3

番目の領域に属する場合、裁判官は自分の裁量で「有効」「無効」を宣言する。その決定は、

法的問題に対する正しい答えではない。裁判官の裁量の行使の結果なのである。 

しかし、この見解は誤りである。法律家は契約について「有効」か「無効」か「不完全」

かというような言葉の使い方をしていない。例えば、テニスのサーブは「イン」か「アウ

ト」（フォールト）かの二者択一が前提とされている。ラインの内側を「イン」、外側を「ア

ウト」と定めた場合、ライン上は「イン」と「アウト」の間にある 3 番目の空間のように

も思われるが、ボールがライン上に落ちたときでも、審判は「イン」か「アウト」のどち

らかを宣言することを求められている。第 1 の見解に従えば、ライン上にボールが落ちた

場合は「イン」でも「アウト」でもないので、審判が自分の裁量で「イン」か「アウト」

を決めて良いということになる。しかし、判定の際に審判が従うのは、ライン上にボール

が落ちた場合は「イン」であるというルールである。「イン」か「アウト」を自分で決めて

良いというルールではない。もちろん、ライン上にボールが落ちた場合は「アウト」であ

るというルール変更はありうるが、変更が可能であるという事実から 3 つめの空間の存在

は導き出されない。 

それと同様に、法律家が契約の効力の問題を議論するとき、その結論は「有効」か「無

効」の二者択一であることが前提とされている。そして、裁判官が従うのは、「有効」でも

「無効」でもない可能性（例えば「不完全」）があり、そこに当てはまる場合は自分の裁量

で自由に「有効」か「無効」を決定できるという規則ではない。ある契約を有効無効とす

るのは法であり、裁判官ではないのである。 

その証拠は、法律家の実践に求められる。法律家たちは、契約が無効だという主張を契

約は有効だという主張の否定として扱っている。有効でも無効でもない「不完全な」契約

というような言葉を使ってはいない（ibid. p.120）。 

（b）第 2 の見解（ibid. p.121ff） 

 正しい答えはないとする第 2 の見解は、第 1 の見解と違い、3 つめの可能性を想定しな

い。法的問題に対する答えは、契約が有効か無効か、ある人に賠償責任があるかないか、

ある行為は犯罪か否かといった二者択一的なものである。しかし、答えが常にどちらか一

方だとは限らない。例えば、「トムは中年か否か」という問いを考えてみよう。この問いに
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正しい答えがない場合というのは、「中年である」と「中年でない」以外の 3 つめの可能

性があるからではない。答えがないのは、境界事例では、ある人について中年だとも中年

でないとも言えないから、すなわち、中年だと言うことも中年でないと言うことも誤りと

なるからである。同様に、法的問題においても、問題の答えは二者択一だが、どちらとも

決められない、あるいは決まっていない場合がある。この場合、裁判官は、自ら裁量を行

使して、どちらか一方の結論に決めることになる。 

 第 2 の見解の根拠として考え得るものとして、ドゥオーキンは、法的言語の曖昧さ、法

実証主義、証明可能性テーゼの 3 つを挙げて検討し論駁する。ただ、曖昧さや法実証主義

から議論は、結局のところ、証明可能性テーゼのような前提をとっているというのが、彼

の診断である（ibid. p128ff）。 

（ⅰ）曖昧さからの議論 

曖昧さを根拠にしてハードケースには正しい答えはないとする議論は、法律家たちが用

いる言語の曖昧さの故に、正しい答えのない法的問題が生じることが不可避だと言う。し

かし、この議論は、法に関わる言語に曖昧さがあるという事実と、曖昧さから生じる帰結

を区別していない。特定の法的な言葉に曖昧さがあるからといって、その言葉を前提とす

る法的な問題が曖昧になるとは限らない。契約の有効性に関わる法律に曖昧な文言がある

という事実は、その文言を前提とした契約の有効性の問題も曖昧だという帰結を導かない

のである。 

 実際に、法律家たちは、例えば一般的概念を用いる法律の文言のような曖昧な法的言語

を前提に、正しい答えを探している。問題は、法の条文その他の法的言語の曖昧さを前提

にしつつ、いかにして答えを探すのかである。法律家たちは、法の条文の言葉だけでなく、

様々な先例などを参照しながら、答えにたどり着こうとする（詳細は後に見る）。もちろん、

そのような方法を用いても正しい答えがない場合があるという立場はある。ただ、これは

法的言語の曖昧さの議論というよりは、後に見る証明可能性テーゼのような法的判断方法

に関わる議論である。 

（ⅱ）法実証主義からの議論（pp.131ff） 

法実証主義と一口に言っても、そこには異なる多様な立場がある。ただ、人間の行動以

外に法の存在を根拠づけるものはないとする点で、法実証主義は共通している。ある立場

は、法の存在を権力者の命令に根拠づける。また別の立場は、人々による慣習的ルールの

受容に根拠づける。どのような人間の行動が法の存在を根拠づけるのかという点に関する

意見の相違はあるが、法は人間の行為や決定によってのみ存在するとする点では一致して

いる。 

法実証主義から「正しい答えがない法的問題がある」と主張する場合、その理由は、過

去の人間の行動が当該問題に答えを用意していないことに求められるだろう。例えば、法

の存在やその内容を権力者の命令に根拠づける立場に立って、ある契約が有効か無効かに

ついて考えるためには、権力者が過去に当該契約について有効無効のいずれを命じたかを

探ることになる。そして、権力者が有効無効のいずれも命じていなければ、当該契約の有

効性に関わる問題に正しい答えはない。 

この場合、有効でも無効でもない第 3 の領域があると主張するのは先に見た第 1 の見解

である。そして、この見解は法的実践の記述として誤っている。 
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法実証主義の立場から第 2 の見解を支持するなら、ある契約について、有効無効のいず

れかを決定づけるような過去の人間の行動が見つからなければ、当該契約は有効とも無効

とも言えないということになる。 

実際には、法実証主義はここまで単純な立場ではない。また、そもそもドゥオーキンに

よる法実証主義理解は、かなり独特である。彼は、法実証主義を、法的問題に対する答え

を得るために、問題を解決しようと試みる人から独立した外的な事実を参照すると考える

立場と捉えている。 

ドゥオーキンによる法実証主義批判が正しいかどうかはともかく、彼は、法実証主義の

立場から「正しい答えがない法的問題がある」と主張する議論が、何らかの外的な事実に

法的問題に対する事実を依拠させようとしていると考える。答えの根拠となる事実が存在

しなければ、答えは存在しない。たとえ、過去の人間の行為や決定以外に、法で用いられ

ている言葉の意味なども重要視されるとしても、過去の人間の行動や法的言語の意見に関

わる事実など、法的問題に関わる答えを根拠づける事実が見出せない場合、その問題には

答えがないとする点では同じなのである。そして、これは、先ほど見た証明可能性テーゼ

につながる。繰り返しになるが、より詳しく見ておこう。 

（ⅲ）証明可能性テーゼ（demonstrability thesis） 

このテーゼは、ある命題の真理性に関わる可能性をもつすべての動かしがたい事実を知

ったり規定したりした上で、当該命題が真であることを証明することができない場合、そ

の命題は真ではありえない。ここに言う「動かしがたい事実（hard fact）」は、物理的事

実や人々の（思考や態度を含む）行動に関わる事実を意味する。また、「証明される」とは、

当該命題を形成する言語を理解する人であれば誰でも、その命題が真であることに同意せ

ざるを得ないような議論に支えられていることを意味する。 

 ドゥオーキンによる証明可能性テーゼ批判を簡単に言えば、法に関わる仕事は証明可能

性テーゼが想定するような活動ではないというものである。法的実践に携わる法律家たち

は、物理的事実や人々の行動に関わる動かしがたい事実のみを根拠として法的問題に対す

る答えを見つけ出したり証明したりしているわけではない。したがって、動かしがたい事

実に基づく証明ができない命題は真ではないという想定は、法的問題の答えに関わるもの

としては、誤っている。 

 ドゥオーキンによる法的実践の描き方については後に見るが、彼が強調するのは、ある

命題を真とする根拠は動かしがたい事実以外にもあるということである。これは法的実践

に関わる命題に限られない。例えば、奴隷制は不当であるという命題は真だとドゥオーキ

ンは考えるが、それは物理的事実や人々の思考や態度、すなわち、人々が奴隷制は不正だ

と考えているとか、人々の慣習によるとそれが不正であるといった事実に根拠づけられる

のではない。 

 ドゥオーキンは文学の例を好んで用いる。ある小説の登場人物 A と B が性的関係をもっ

たかどうかが問われたとする。ただ、その小説には、A と B が性的関係をもったかどうか

を直接に記述した箇所はない。そうだとすれば、A と B が性的関係をもったかどうかとい

う問題に対する答えはないのだろうか。そうではない。小説における登場人物の描き方を

手がかりにして、答えを提示することができるのである。ドゥオーキンは、物語の首尾一

貫性に関わる事実が存在すると想定する。それは、「A と B が性的関係をもたなかったと
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いう仮説に比べ、関係をもったという仮説の方が、それ以後の A の行動や思考を説得的に

説明する」というような事実である。このような事実は、通常科学の方法で証明可能な種

類の動かしがたい事実ではない。 

  

６－２ 法制定者の意図 

６－２－１ 抽象的意図と具体的意図 

 ドゥオーキンは、制定者達の意図の問題を論じる際、抽象的意図と具体的意図、概念

（concept）と概念の捉え方（conception）の区別を導入する（Dworkin 1977, chap.5, 

Dworkin 1985, chap.2） 

例えば、憲法制定（ないし改正）の手続によって「平等を保護する」条項が規定された

とする。このとき、「平等を保護する」条項の制定に賛成した人々の意図は、完全に一致し

ているのだろうか。ここでは、反対票を投じた議員の意図や、本当は他の文言を使うべき

だと思っていたが仕方なく賛成票を投じた議員の意図を脇に置き、「平等を保護する」とい

う文言を使うことには全員が同意したと仮定しよう。そうだとしても、条項の制定に賛成

票を投じた議員の意図が完全に一致していることは稀である。 

次のような状況が生じたとしよう。A という議員は、白人しか通えない公立小学校を設

けることは新たに規定される平等保護条項に反すると考えつつ、賛成票を投じた。一方 B

という議員は、有色人種用の公立小学校を設置するのであれば白人専用の公立小学校を作

っても平等保護条項には反しないと考えつつ、賛成票を投じた。 

このとき、A と B は共に「統治機関は人々を平等に取り扱わなければならない」という

考えを有している。この考えを抽象的意図、白人専用の小学校が平等保護条項に反するか

どうかに関する考えを具体的意図と言う。A と B は、抽象的レベルでは同じ意図を有して

いるが、人種別学のような個別具体的な施策が新たに規定される平等保護条項に反するか

どうかの点で、異なる意図を有する。 

現在の裁判官が過去に制定された憲法を解釈し適用する際、憲法の制定者達の意図を無

視してはならない。ただ、そこで従うべきは具体的意図ではなく抽象的意図であるという

のが、ドゥオーキンの立場である。（憲法の制定者が規定したのは平等の概念（conception）

であって、平等の概念の特定の場合の捉え方（conception）ではない。） 

この理屈は、上記のように法の制定過程で個別具体的な事案に関わる意見の相違があっ

ても、なお法が制定される場合を想定すれば理解しやすいだろう。個別具体的な事案にお

ける解釈適用の仕方について議員の間で意見の違いがあったとしても、法は制定されうる。

投票の対象は法文の規定の仕方であり、どのような文言を使うかについて合意ができれば、

法律の制定に必要な賛成票が得られ、法律は成立する（施行の時期などについて議論はあ

りうるだろうが。）。また、立法過程で個別具体的な事案にどのように適用されるかで意見

が分かれ、なかなか賛成が得られない場合に、法の文言をより抽象的なものとすることで

合意が形成され、法の制定や改正が可能となる場合も多い（第４章で指摘した）。 

 

６－２－２ 意図に従うべき理由 

ドゥオーキンは、法制定者（起草者）の意図について、抽象的意図と具体的意図を区別

し、後世の人々が従うのは抽象的意図の方だと言う。例えば、合衆国憲法の平等保護条項
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の起草者たちは「統治機関が人々を平等に取り扱うよう求める」という意図を有していた

が、白人専用の公立小学校を設けることを平等保護条項によって違憲とする意図は有して

いなかった。条文に明示されているのは前者の抽象的意図であって、後者の意図（具体的

意図）は明示されていない。後世の裁判官は前者の抽象的意図に従いつつ、裁判当時の状

況を鑑みつつ人種別学を憲法違反としたのである。 

ドゥオーキンによれば、起草者の意図に従うべき理由も、法解釈理論の一部として示さ

れなければならない。例えば、起草者の意図に従うことを当然の前提として解釈問題を論

じることはできない。ドゥオーキンは、起草者の意図も含め、統治機関の決定の首尾一貫

性ないし整合性を要請する政治道徳を、裁判所による法解釈の正当化理論とする。 

 

６－３ ドゥオーキンの法解釈理論 

６－３－１ 先例拘束性原理と連鎖小説 

現代では英米法に限らず、裁判所の判断に先例拘束性原理が当てはまる（第４章で説明

した。裁判所は、以前の裁判所の判断に拘束される。）。 

先例に従わなければ裁判官に制裁が加えられるわけではない。それなのに、裁判官はな

ぜ先例に従うのだろうか。先例拘束性は、内的視点によって説明が可能である。裁判官た

ちが裁判活動に関する一定の内的視点を採用するということは、彼らが一定のルールを受

け入れるということである。このルールは、自分や他の裁判官の振る舞いを評価するため

の基準として用いられる。裁判官たちが先例に従うのは、彼らが制裁を恐れるからではな

く、先例に従うことが彼らの間で正しい行いだと考えられており、逸脱に対する否定的評

価が予想される規範の一つとみなされているからである（Duxbury 2008, pp.20-21）。 

ドゥオーキンは、先例拘束性原理もうまく説明できる法解釈方法論を展開する。彼は、

先例に従いつつ新たな判断を行う裁判官の仕事を、連鎖小説（chain novel）になぞらえる。 

連鎖小説は、1 つの小説を複数の作者で順番に書くというものである。まず 1 人目の作

家が小説を書き起こす。第 1 章を書き終えると、別の作家が続きの第 2 章を書く。第 2 章

が書き終わると、第 3 章はまた別の作家が執筆する。2 人目以降の作家が前章に続けて書

く物語は、それまでに書かれた物語と整合的なものでなければならない。ただ、前章まで

と整合的な物語はたった 1 つではなく複数考えうる場合もある。この場合、後の作者は、

複数の選択肢の内どれを選べば、物語が最善のものとなるか考えることが求められる。今

書いている小説は何をテーマにしていると考えれば、小説全体が最善のものとなるのか。

既に書かれた物語と整合的な、そして小説全体をより魅力的なものとする物語を書くこと

を、後の作家は求められている。他人の手によって既に積み重ねられてきた物語の続きを

執筆する作家は、自由な発想で書くことが許される部分もあるが、その自由には限界があ

る。（どのような、あるいはどの程度の限界かは物語の内容や進み具合に左右されるだろう）。 

このような連鎖小説と同様のことを裁判官は行う。裁判官は、先人達が作りだした法文

と、その解釈適用の積み重ねを前提に、それらと整合的な判断を行わなければならない。

ただ、法文や先例と整合的な判断の仕方が複数ありうる場合もある。 

この場合、裁判官は、法制度全体が実現しようとしている（してきた）ものは何かを考

え、これまでの法実践の総体を最も善いものとして描くための説明の仕方を模索し、その

理解に沿う法的判断を行うことになる。この説明は、自分が今適用しようとしている法だ
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けでなく、法制度全体を視野に入れたものでなければならない。自らが属する法制度はこ

れまで何を目的とし、何を実現してきたのか。その趣旨に従って判断を行うならば、自分

の目の前にある事案をどう解決すべきなのかを考えるのである。 

 

６－３－２ ドゥオーキンの法解釈理論 

（1）インテグリティとしての法（law as integrity） 

 ドゥオーキンは、整合性や首尾一貫性を重視する法解釈理論を展開し、これをインテグ

リティとしての法と名付けた（Dworkin 1986）。インテグリティとは、公正、正義、手

続的デュー・プロセスと並んで価値を持つ政治理念であり、簡単に言うと、同様の事例は

同様に扱わなければならないと要求するものである（ibid. pp.164-167）。これは、統治機

関に対して原理に従い首尾一貫したやり方で行動することを求める。インテグリティの原

理には立法上のものと司法上のものがあるが、このうち、司法上のインテグリティの原理

は、法を統一体として扱い原理において整合的なものとして解釈し適用すべきことを要求

する。 

そして、裁判官が行うべき判断には、適合性の側面と正当化の側面という二つの側面が

ある。法解釈および結論について複数の可能性が考えられる場合、彼は第１に、法のテク

ストや、（抽象的な）制定者の意図、以前の裁判官の判断などの過去になされた判断と適合

的か否かを問う。適合しない解釈は法の統一性を壊してしまうため、そのような解釈を採

ることはインテグリティの要求を無視することになるからである。 

それでは、複数の解釈が第１のテストを通過し、しかもそれらについて適合性の観点か

らは優劣がつけられない場合はどうすればよいのだろうか。この場合、第２に、裁判官は、

実質的な政治道徳上の観点から見て制定法の歴史を可能な限り最善のものとして正当化す

るのはどの解釈かを、問うことになる。過去の記録と適合する解釈が複数あるということ

は、法の歴史の統一体として複数の描き方が可能だということである。そのうちどれが最

善の光のもとで描かれていると言えるのか。この判断が、インテグリティとしての法のア

プローチが想定する法解釈の第２の側面である。 

ここでは政治道徳上の判断が必要となるが、この判断は第１のテストを通過するもの、

すなわち過去の記録に適合するものでなければならない。これは、第２の側面である政治

道徳的な正当化は第１の側面である適合性に原理的な拘束を受けている、と言える。つま

り、法的判断において裁判官の政治的な信念が一定の役割を演じるのは確かなのであるが、

それは適合性の原理によって拘束を受けているし限定されているのである。また、裁判官

の政治的判断は、政治的諸価値の一般的なバランスが実現するように、他の分野の政治道

徳にも配慮したものである必要がある。この意味での適合性もまた要求される（ibid. 

p.256）。 

以上のような解釈アプローチは憲法解釈にも当てはまる。ただ、憲法は他のあらゆる法

の基礎となっているものであるため、その解釈もまた同様に基礎的なものでなければなら

ない。憲法を正当化する政治道徳は、法全体の政治道徳の一般的なバランスを実現するた

めに、他のあらゆる法の正当化において配慮されるべきものとなる。「法律家は常に哲学者

である。というのも、法とは何かについてどの法律家が説明しようと、その説明の一部は

法理学になっているからであり、たとえその法理学が平凡で機械的なものであっても、こ
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のことに変わりはない。特に憲法理論において哲学は議論の表面近くまで浮上し、もし当

の理論が優れたものであれば、哲学ははっきりとそこに姿を現してくる」（ ibid. 

pp.379-380）。 

（2）憲法起草者の意図について 

 ドゥオーキンは、憲法解釈は憲法起草者の意図に従ったものでなければならないという

見解、次のように批判する（Dworkin1985, p.34ff）  

現在の具体的事案に関する「起草者の意図」がいかなるものかについては、投票者のそ

れぞれ異なった個別の意図をどのように組み合わせるのか、誰の、どのような、そしてど

の時点での心理状態を「起草者の意図」とするのか等の複雑多岐にわたる問題に答える必

要がある。しかし、このような問題への解答として異論の余地のない歴史的事実が存在す

るわけではなく、最終的には起草者の意図を探求する人の選択を必要とする。この選択は

広い意味で政治的なものであり、実体的な判断を必要とすることになる。 

仮に、異論の余地のない純粋に歴史的な事実として起草者の意図を確定できたとしても、

実体的判断が不要となるわけではない。まだ、なぜ現在の人々が起草者（昔の人々＝死者）

の意図に従わなければならないのか、という問題が残っており、これに答える必要がある

からである（これは原意主義の根本に関わる問題である）。起草者の意図に従うことを当然

の前提とすることはできず、正当化を必要とする。そして、この議論は実体的な政治判断

に関わらざるをえない。 

（3）道徳的読解（moral reading） 

 道徳的読解は、ドゥオーキンが提唱する憲法の解釈アプローチである（Dworkin 1996a）。
これは、一般的・抽象的な言葉で書かれた憲法の条項91を、政治的適正さや正義に関する

道徳的原理に訴えたものであるとの理解の下に、解釈・適用しようとする（ibid. p.2）。 

 ドゥオーキンによれば、憲法と道徳理論は不可分であること、及び憲法の抽象的な条項

は道徳的概念を定立したものであり、それを適用するために裁判所は政治道徳上の問題を

提起しそれに答えなければならない（Dworkin 1977, pp.147-149）。ただし、道徳的読解

は、歴史（起草者の言おうとしていたこと）とインテグリティによって拘束される

（Dworkin 1996a, pp9-12）。 

歴史に関しては、解釈者は道徳的読解にあたって起草者の言ったことに左右される。し

かし、それは彼らの定立した諸原理であり、具体的事例において彼等ならそれらの原理を

どのように解釈し適用したか、といった情報ではない。これは、起草者は特定の概念構想

（conception）ではなく概念（concept）を定立したのである、あるいは解釈者が従うべき

は起草者の具体的な意図ではなく抽象的な意図であるという、上に見た主張を、制約の面

から表現したものと捉えることができる。 

また、先に見たように、インテグリティとしての法という解釈アプローチにおいては政

治道徳が重要な役割を演じるが、これは第１の適合性の側面に原理的な拘束を受けている。

つまり、法解釈に政治道徳は必要であるが、しかし原理的な整合性を欠いたものはインテ

グリティの要求を満たさない。「道徳的読解」は、憲法解釈における政治道徳に関する議論

                                                   
91 道徳的読解は憲法の全ての条項について適切であるというわけではない、とされている（例

えば、大統領は 35 歳以上でなければならないと明記する第 2 条）。Dworkin1996a, p.8. 
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の必要性を強調するための定式であると思われるが、インテグリティとしての法という観

念を放棄しない限り、インテグリティに拘束されるのは当然のことであろう。 

（4）ドゥオーキンが要求する正当化理論 

 インテグリティとしての法や道徳的読解といったドゥオーキンの理論は、法解釈（憲法

解釈）の解答を提示するものではなく、1 つの解釈方法論である。だとすれば、これを受

け入れた裁判官や法律家であっても具体的事案の判断について異なる答えを出すことは当

然あり得るし、ドゥオーキンもそれを前提としている（Dworkin 1986, p.239, Dworkin 

1996a, p.8）。それでは、ドゥオーキンの理論を受け入れる人同士の意見が分かれた場合、

その対立はどのようなものになるのだろうか。 

 ドゥオーキンは、具体的事案における条文の解釈・適用の問題は、純粋に事実的な問題

ではあり得ないと言う。つまり、事案の判断についての対立は、例えば起草者の意図や民

主主義プロセスを阻害しているかどうかについてどの見解が正確に事実を把握しているの

か、といった種類の対立ではない。具体的事案に関する対立は、解釈の基礎となっている

政治道徳に関する対立であり、抽象的な理論が複数存在することから起こる、理論的な対

立である（Dworkin 1986, p.90, Dworkin 1996a, p.35）。 

 例えば、ドゥオーキンの解釈方法に従う 2 人の論者が、ある事案における修正第１４条

の平等保護条項の解釈・適用について対立しているとしよう。両者の解釈が共に条文の文

言及び先例との整合性を満たす場合、次に、実質的な政治道徳の観点から見てどちらの解

釈が優れているのかが問題となる。ここでは、一般的な平等理論が展開されることが考え

られる。それでも決着がつかなければ、議論は一層抽象的なものとなり、憲法全体を正当

化する政治理論は何かについて、それぞれ理論を構築することになるだろう（Dworkin 

1977, p.106）。 

 そしてさらに、憲法を正当化する理論は法実践全体の解釈に基づくものでなければなら

ない（Dworkin 1985, pp.36-37）し、他のあらゆる法の基礎となるような基礎的なもので

なければならない。こうして、具体的事案に関する議論はどんどん抽象的なものとなり、

最終的には法実践全体を正当化する根本的な理論についての対立となる。 

 ドゥオーキンが道徳的読解を提唱する目的の一つは、憲法解釈の背後にある政治道徳的

判断を隠さずに示すことによって、これについての公的な議論を可能にすることである。

実際には判断の根拠となっているのにもかかわらずそれを隠すことは、公的な監視や議論

を混乱させるものだからである（Dworkin 1996a, p.37）。 

 ドゥオーキンは起草者の意図も民主主義も無視はしていない。裁判官が従うべき「起草

者の意図」や「民主主義」の観念がいかなるものであるべきかについては議論の余地があ

るのであって、最初から一定の観念を当然の前提とすることはできない、という主張を行

なっているのである。彼の解釈アプローチは、前提となっている実体的な政治判断や哲学

を表に出すことで、議論の余地のあるものを当然の前提としたり、論点を隠したりせずに、

議論を行うことを求めるものであると言える。 

また、先に見たように、ドゥオーキンは、異なった理論が並んで存在するときに、その

正否あるいは優劣を決めることはできないという相対主義的、懐疑主義的な立場を採用し

ない。そのような立場自体が既に一定の信念（conviction）を前提としているのであり、

自己の信念と無関係に他の理論に対する評価の基準が存在するわけではないとしている。
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「最初にあるのも最後にあるのも、信念である」（Dworkin 1996b, p.118）。「正しい解答

が存在する」との立場が信念であるとすれば、「正しい解答など存在しない」との立場も同

様に信念である。どのような立場も議論から離れた場所にはいられない。優劣の存在を否

定する立場も批判を行う時点で議論に参加しているのであり、そこには自己の信念が存在

する。自己の信念を議論の対象とさせずに議論を終わらせるような方法はない。どのよう

な立場も議論を重ねる必要があるのである。 

さて、具体的事案の問題が法全体を正当化する理論は何かという根本的な問題と結びつ

き92、しかも、懐疑主義を含め全ての人々が依拠することのできる確実な基礎の存在が否

定されるのであれば、法解釈上の対立は最終的には各人の信念あるいはコミットメントに

まで遡る可能性があることになる。ドゥオーキンは、これを隠したり法解釈とは無関係で

あるかのように装ったりするよりも、取り出して正面から議論に乗せるほうが好ましいと

考えているのだと思われる（Dworkin 1996a, p.37）。 

 

６－３－３ 法解釈と道徳哲学 

ドゥオーキンの法解釈理論に従えば、法的判断には、統治機関の仕事や人々の権利に関

わる政治道徳的判断ないし価値判断が含まれる。ドゥオーキンの法理論は、法的判断と道

徳的判断とを結びつけるのである。ただ、ここで行われる道徳的判断は、現実の法制度を

離れて一から道徳的に最善の判断を行おうとするものではない。現に存在する制度や、統

治機関に属し権限をもつ人々がこれまでに行ってきた法的判断の積み重ねを前提としてい

る。 

 現実の法制度やその内部での実践を一旦脇に置いて行われる道徳的議論は、現実の法制

度や実践のあり方を完全に否定することもできる。ただ、少なくとも、ドゥオーキンの法

理論が想定する道徳理論は、現実の法制度を完全に否定するものではない。現実の法的判

断の正当化に関わる道徳理論は、今ある制度やこれまでの実践の積み重ねを前提としつつ、

それを道徳的に受け入れ可能なものとして描くことのできる理論でなければならない。 

 

６－３－４ 憲法解釈と民主主義 

（1）立憲民主主義 

裁判所が価値判断を行い、政治部門の判断に優先させることは民主制の下では許されな

いという主張もある。しかし、アメリカの政治制度は立憲民主制であり、純粋な多数決主

義ではない。選挙で選ばれた人々が、憲法が保護する権利を不当に侵害する場合は、憲法

違反としてその判断が覆さなければならない。 

違憲審査に際し裁判所が従うべきは憲法であって、政治部門の判断ではない。もし、政

治部門が誤った憲法解釈に基づいて人々の権利を不当に害するのであれば、裁判所は正し

い憲法解釈に則って、政治部門の決定を無効としなければならない。 

ドゥオーキンは、裁判所が積極的に違憲審査をすることに肯定的である。彼によれば、

裁判所が立法府の意見を尊重すべきであるとする立場について、第一に重要な論点は正し

                                                   
92ドゥオーキンのアプローチは、イージー・ケースとハード・ケースとを問わず、全ての事例

に妥当するものとされている（Dworkin1986, pp.353-354）。 
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く解釈された憲法が実際に何を要求しているのかである（Dworkin 1986, pp.370-371）。

もし正しく解釈された憲法が妊娠中絶を犯罪とすることを禁じているとすれば、これに反

する立法府の判断を尊重することは、不当な憲法の変更であることになる。つまり、第一

の問題は、憲法は何を要求しているのかであって、立法府の判断を尊重すべきか否かでは

ない。 

 しかし考えてみれば、正しい憲法解釈に関して意見が激しく対立するからこそ、どの機

関の判断が権威を持つのかが問題となるのではないだろうか。この点、ドゥオーキンは、

道徳的読解を受け入れながらも裁判所が最終的判断の権限を持つことを否定する戦略の可

能性を認めている（Dworkin 1996a, p.12, p.34）。また、法的推論に関わる議論と憲法上

の事案における裁判官の職責についての議論が直接結びつくわけではない（Dworkin 1997, 

p.360）。 

しかし、それを認めながらもなお、ドゥオーキンは、裁判所に憲法解釈の最終権限があ

ると言う（Dworkin1996a, pp.12-35）。彼によれば、権限に関する制度的な「問題につい

て決定するための基準としては、手続主導のものではなく結果主導のものを用いるしか方

法はない」。これは、制度体系の決定手続の提供が困難であることから、「新たに国家の基

本構造に関わる慣習を生み出そうとするのではなく、既に確立しているものを解釈する」

アプローチを採るものである（ibid. p.34）。そして、アメリカの憲法解釈の実践を最も素

直に解釈すれば、「連邦憲法が何を禁止しているかに関する自らの最善の解釈を宣言し、そ

れに基づいて行動する職責を有するのが、まさに裁判所であることは、今や慣行によって

決着がつけられている」（ibid. p.12）。 

（2）Roe 判決 

 ドゥオーキンに従うなら、Roe 判決は、人々の自由を保護すべきだとする起草者の抽象

的意図と、連邦最高裁による先例の積み重ねを基礎として、アメリカの法制度が守ろうと

しているものは何かを裁判官たちが考えた結果として、下された（ibid. chap.1, chap.4）。 

 このような理解を、例えばソームズの立場（４章で見た）から批判するなら、ドゥオー

キンが提示している法解釈理論とは別個の法理論を展開する必要がある。起草者の意図に

従うべきであるとか、伝統的司法哲学によれば裁判所は議会に代わって規範的判断をしな

い、といったことを当然の前提にはできない。 

 

６－４ まとめ 

 ドゥオーキンは、内的視点を重視し、法理論のあちこちで現実の法実践のあり方を根拠

としている。現実の法実践の善し悪しを論じるときに、「現実の法実践がこうだ」と述べる

ことに違和感が生じるかもしれない。 

 ただ、第２章で展開した仮説が正しいとすれば、法制度は人々の心の状態に依拠して存

在する。人々が内的視点から集団的に受容している事実に法制度の存在が基礎づけられる

のであれば、人々の受容の仕方から離れた批判や提案は、少なくとも現実の法実践に影響

を与えようとするものとしては、相対的に力が弱いことになるのかもしれない。 

 また、価値判断の正しさについて、パトナムとドゥオーキンは、現に行われている議論

が正しさの存在を前提として行われていることをもって、十分な証拠と考える点で共通し

ている。パトナムは価値判断に真偽があることの根拠は、我々が現にそう扱っているとい
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う事実で十分だと述べている（Putnam 2002, p.110）。 

ドゥオーキンの法理論は、法的判断と道徳的判断とを結びつけるものである。ただ、こ

こで行われる道徳的判断は、現実の法制度を離れて一から道徳的に最善の判断を行おうと

するものではない。現に存在する制度や、統治機関に属し権限をもつ人々がこれまでに行

ってきた法的判断の積み重ねを前提としている。 

 現実の法制度やその内部での実践を一旦脇に置いて行われる道徳的議論は、現実の法制

度や実践のあり方を完全に否定することもできる。しかし、少なくとも、ドゥオーキンの

法理論が想定する道徳理論は、現実の法制度を完全に否定するものではない。現実の法的

判断を正当化に関わる道徳理論は、今ある制度やこれまでの実践の積み重ねを前提としつ

つ、それを道徳的に受け入れ可能なものとして描くことのできる理論でなければならない。 
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結 

 

 

本稿が見てきたのは、大要次の通りである。 

１．法的判断は法的三段論法の構造を有し、裁判所は複数の異なる種類の言語行為を行っ

ている。 

２．裁判所の法的判断の権威を支えるのは、法制度に携わる人々の心の状態である。 

３．事実認定には評価が含まれる。 

４．法解釈を法制定者の意図で縛ろうとしても、法解釈から価値判断を取り除くことはで

きない。 

５．評価や価値判断には客観性がないとする立場は、それ自体正当化が必要であり、当然

の前提とはできない。 

６．法的判断と価値や道徳に関わる議論は、密接に結びつく。 

 

本稿では、法的判断には価値判断や評価が含まれることを見た。法的判断は決められた

ことを決められたとおりに行うだけのものではない。裁判所は、過去の決定に従いつつ、

新たな判断も行う。そして、その判断には価値判断も含まれる。ただ、裁判官たちに完全

な価値判断の自由があるわけではない。ここに哲学の出番があるのではないか。 

ドゥオーキンが言うように、法律家が価値や道徳に関わる哲学的議論から逃れることが

できないのだとすれば、その議論を適切なものとするための仕事を哲学が引き受けること

も考えられる。 

 

我々は、法について考えないことができる。しかし、法なしでは生きられない。その点

で、法は空気のような存在である。 

法規範が真の正義を体現しているとは限らない。 

１０代の不良よろしく「俺には法なんて、ルールなんて関係ない」と言うことはできる。 

それでも、あなたは法に守られている。法律が窃盗を禁じ、窃盗を犯した者には処罰を

与えると定めていることで、あなたが財布を盗られる確率は下がっている。財布を盗った

相手を特定できた場合に財布の返還を要求できるのは、民法その他の法律の規定がありそ

の規定を執行する法制度が存在するからである。あなたの財布を盗った人間と道徳的議論

を交わす必要はない。説得も必要ない。あなたの手元にあなたの財布が返ってくるべきだ

という結論の根拠として持ち出すのは、法だけで良い。 

 我々は法のない社会を想像することができる。そのような想像力を発揮することで、人

間社会に関わる何らかの提言をすることもできる。例えば、ジョン・ロールズの「無知の

ヴェール」（Rawls 1971）。自分の能力や境遇がどのようなものとなるか全く分からない状

態で、社会のあり方について議論し合意しなければならないとき、人々はどのような社会

制度を選択するか。このような現実とは異なる状況を想定し議論して、現実の社会制度の

あり方に関わる議論に影響を及ぼした例が、現に存在する。ある種の現実離れした思考の

もつ可能性は軽視できない。 

 しかし一方で、現実離れした思考を続けるだけでは現実社会を変えることはできない。
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現実社会の状態や運用をしっかりと考慮しなければ、社会に関わる理論や思考が現実的な

影響力を持つことは難しい。一旦現実から離れて、正しい、理想的な人間社会のあり方を

議論することは重要な知的営為であるが、正しい社会、理想的な社会を掲げさえすれば現

実社会が変わっていくというのは、考えとして素朴すぎる。 

本稿の前提には、法制度の分析や法制度を前提とした人々の行為について議論するには、

哲学の力が必要だという見解がある。ただし、従来の哲学の議論のあり方が全く変わらな

くても良いとも考えない。 

もし、哲学が現実の法的実践に何らかの影響を与えようとするなら、現実の法的実践を

前提とした議論をしなければならない。現実の法的活動から完全に離れて、理想的な法や

法制度運営の仕方について議論し提案すればそれが実現するほど、現実は甘くない。また、

現実の法実践の外側から批評するだけでは法のあり方が変わる可能性が低いのには、理由

がある。 

法制度の分析には、ハートの言う内的視点を考慮する必要があるのである。本稿は、法

制度が、人々が法的ルールを内的視点から集団的に受容するという事実に依拠して存在す

るという説明を採用した。内的視点は人の心の状態であり、おそらく人の心は、正しい理

論を提示されれば変わるというほど単純ではない。 

 武力の行使、原子力発電所、ヘイトスピーチ。哲学者は、世の中の様々な問題について

解決策を示すことができる。しかし、現実から離れたままの場所で思考し提示された「正

しい答え」がそのまま現実化するほど、「現実は甘くない」。 

「法律には限界がある」「法が正しいわけではない」。その通り。問題は、だからどうす

るか、である。 

外部からの批判は、内部にいる人々が受け入れて初めて現実化する。哲学的に正しいこ

とを述べる。法律家達がそれを受け入れる。法的実践が変化する。法律家達に受け入れら

れるためには、何をすれば良いだろうか。法の営みを遠くから揶揄するだけでは、何も変

わらない。 

 法と道徳が区別できるとしても、それは両者が全く無関係に存在することを意味しない。

現実の、人間の行為や振る舞いについて考えるとき、そこで想定されている人間は、法制

度下にある人間ではないか。 

 法と道徳の区別が、逃げ道になってはいけない。哲学的思考が現実と関わるには、法と

関わらなければならない。法は法。道徳は道徳。その想定が現実に可能な場面は限られて

いる。現実世界に、法と関わらない領域はほとんどない。内心の領域について、我々が内

心で考える現実世界のあり方、現実世界での振る舞い方を考えるなら、そこには法制度が

ある。 

もちろん、哲学者がみな法に無関心なわけではない。本稿で取り上げたサールやソーム

ズ、パトナムらは法に関わる議論を行ってきている。他にも例えば、オースティンは「免

責の抗弁（A Plea for Excuses）」と題した論文において、法制度内でなされる言明の研究

の必要性を訴えた（Austin 1961, chap.8）。法制度における言明（免責の主張）は法制度

が課す制約の下になされるため、裁判の場面で用いられる言語が日常言語と異なる性格を

持つ場合がある。しかし、それでもなお、哲学が法から学ぶことは多いとオースティンは

述べていた（Austin 1961, pp.187-188.）。  
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法学は哲学を無視できない。そして、哲学も法を無視できない。法学と哲学が没交渉に

近いとすれば、その原因は学者同士の無関心や先入観にあるのではないか。研究者の間に

ある壁は、法学と哲学との間にある壁と同じではない。確かに、本稿の議論には粗雑な部

分、批判を受けるべき点がある。ただ、本稿に対する批判と代替案の提示が、法学と哲学

の両方に跨がる議論となることを、本稿は目的としている。その目的が少しでも達成でき

たと評価されることを願いつつ、本稿を閉じる。 
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